
 

 

 

バックフィットに関する文書策定（２ 回目） 

 

令和４年１１月３０日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 

本議題は、バックフィットに関する文書策定に係る以下の事項を付議するものである。 

・別紙１の案の決定 

・別紙２の了承 

 

２．経緯 

令和３年度第６４回原子力規制委員会（令和４年２月９日）において、原子力規制庁か

らバックフィットに関する文書策定に向けた検討の進め方について諮り、了承を得た。そ

の後、令和４年度第５１回原子力規制委員会（令和４年１１月１６日。以下「前回委員会」

という。）において、文書案を示し、審議いただいた。 

 

３．バックフィットに関する文書の案 

  前回委員会における議論を踏まえ、バックフィットに関する文書の案として、「バック

フィットに係る基本的な考え方（案）」（別紙１）を改めて策定したので、決定いただき

たい。また、同様に、「バックフィットの検討プロセス」（別紙２）を改めて策定したの

で、了承いただきたい。 

 

別紙及び参考 

 別紙１ バックフィットに係る基本的な考え方（案）（p.2～3） 

 別紙２ バックフィットの検討プロセス（p.4～139） 

 参考  前回委員会からの変更箇所（p.140～183） 
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原子力規制委員会了承文書（2022FY-50）令和4年11月30日（議題2資料2）



 

 

 

バックフィットに係る基本的な考え方 

 

令和４年１１月３０日 

原子力規制委員会 

 

 原子力規制委員会のバックフィットに係る基本的な考え方は、以下のとおりである。 

 

1. 安全の追求に終わりはないとの認識の下、継続的な安全性向上を図ることは、東京電

力福島第一原子力発電所事故の最も大きな教訓の一つであり、そのためには、規制機

関と原子力事業者等が、リスクは決してゼロにはならないとの認識の下、残されたリ

スクを低減するため不断の努力を続けることが必要である。 

 

2. 継続的な安全性向上を実現するために、安全の確保に一義的責任を負う原子力事業者

等は、最新の知見を踏まえた上で、原子力施設（以下単に「施設」という。）の安全

性の向上に継続的に取り組む必要がある。 

また、原子力規制委員会としても、常に新たな知見を収集してその規制への反映の必

要性を検討し、必要と判断した場合には躊躇なく規制に反映することで、規制の継続

的な改善に取り組む。 

 

3. バックフィットは、新たな知見に対応する手段の一つであり、法令及び規制基準1の

改正等により新たな知見を規制に反映し、その新たな規制を既存の施設2にも適用す

ることをいう。その目的は、新たな知見を迅速かつ柔軟に規制に反映し、災害の防止

のために施設が最低限達成すべき安全上の水準を向上することで、規制の継続的な改

善を行い、もって継続的な安全性向上を実現することにある。 

 

4. 如何なる知見をバックフィットの対象とするかについて、原子力規制委員会は、既存

の規制における取扱い、施設の安全性への想定される影響、影響が生じる蓋然性及び

切迫度や、当該知見についてとり得る対策の内容等を踏まえ、当該知見の安全上の重

要性を考慮するとともに、当該知見に対する原子力事業者等の対応状況等も考慮する

など、当該知見に係る個別の性質等を勘案して、科学的・技術的な見地から判断を行

う。 

 

 

 
1 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）に基づき定め

られる原子力規制委員会規則及び告示のうち許認可等の基準として定められるもの並びに行政手続法（平成５年法律第８８号）第２条第

８号ロに規定する審査基準として定められる内規類をいう。 
2 原子炉等規制法に基づく事業許可、設置許可等を受け、工事が完了していない施設を含む。 
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テキストボックス
別紙１



 

5. バックフィットの対象とする施設については、グレーデッドアプローチの観点や、新た

な知見による影響の態様、施設毎の特徴等を考慮して判断する。 

 

6. 継続的な安全性の向上を達成する上では、バックフィットにより適用される新たな規制

に対して、対象となった施設が、合理的期間内に適合することが必要であり、またそれ

で十分である。バックフィットの都度、新たな規制を即時適用することや、施設の使用

停止命令3等を発出すること、バックフィットに関係しない他の審査・検査等の対応を

停止することは、かえって新たな知見の規制への円滑な取り入れを阻害し、当該制度が

所期の目的を果たせず、継続的な安全性の向上を妨げることとなる。 

ただし、当然ながら、安全上緊急の必要性がある場合には、新たな規制を即時適用する

ことや、施設の使用停止命令等を発出すること等もあり得る。 

 

7. したがって、バックフィットに当たっては、原子力規制委員会は、一定の経過措置を設

けることを基本とし、保安のために必要な限度において、その専門技術的裁量の下、安

全上の緊急性、要求する対策の内容、原子力事業者等の対応状況及び対応に要する期間、

審査・検査等に要する期間等、個別の具体的事情を考慮した上で、経過措置の内容等に

ついて判断する。また、経過措置期間後に、新たな規制に適合していない施設について

は、使用の前提条件を満たさないものと判断する。 

 

8. バックフィットは、新たな知見に対応する唯一の手段というわけではない。例えば、

既存の規制によって包含され、災害の防止上の支障があるとはいえない知見について、

更なる安全性向上の観点から原子力事業者等に対策を求める場合には、原子力事業者

等の対応状況等も踏まえた上で、バックフィット以外の手段をとるとの判断もあり得

る。 

 

 

以 上 

 
3 施設の使用停止等の命令は、あくまでバックフィットを適用する方法の一つに過ぎず、規制への不適合に対する制裁として発出するもの

ではないため、施設が新たな規制に適合していないことをもって、直ちに当該命令を発出しなければならない性質のものではない。 
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バックフィットの検討プロセス 

 

令和４年１１月３０日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．本文書の目的及び位置付け 

 新たな知見（以下「新知見」という。）が得られた場合、原子力規制委員会（以

下「委員会」という。）は、当該知見を規制に反映するか、反映する場合どのよ

うな方法をとるか等について判断する。事務局たる原子力規制庁（以下「規制庁」

という。）は、原子力規制委員会の判断に当たっての判断材料を提供する。 

本文書は、これまでのバックフィット事例を整理・分析し、バックフィットの

検討の基本的なプロセスや、プロセスの各段階における検討事項や考慮事項の

例などの情報を取りまとめることで、規制庁の担当職員が判断材料の検討を行

う上でそれらを参考とし、その検討の迅速さ及び周到さの面での質の向上に資

することを目的とする。 

また、バックフィットの検討においては、原子力事業者等（以下「事業者等」

という。）に意見聴取等を実施することから、本文書によって当該プロセスの基

本的な流れ等を示すことにより、事業者等に対して、規制庁における検討に対す

る一定の予見性を与えることが期待される。 

 

２．本文書の構成 

 本文書の構成は以下のとおり。 

 バックフィットの検討プロセス（本体部分） 

 バックフィット事例年表及び一覧（附属書１） 

 これまでのバックフィット事例毎の事例分析個票（附属書２） 

 バックフィット事例関連資料一覧（附属書３） 

 なお、上記附属書には、バックフィット以外の継続的な安全性向上のための取

組の参考事例として、以下の事例を含めている。 

・東海再処理施設1の廃止措置 

・新規制基準未適合の施設における工事 

 

 

 
1 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所再処理施設をいう。 
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テキストボックス
別紙２



３．バックフィットの定義及び目的 

 本文書において、「バックフィット」とは、新知見に対応する手段の一つであ

り、法令及び規制基準2（以下「法令等」という。）の改正等により新知見を規制

に反映し、その新たな規制を既存の原子力施設3（以下単に「施設」という。）に

適用することをいう。これまでの事例を大別すれば、法令等を改正し、改正後の

法令等を既存の施設に適用するもの（法令等改正型）と、新知見による法令等の

改正は必要ないものの、法令等の解釈・適用に関する事実関係に当該知見を反映

し、反映後の事実関係のもとで法令等を既存の施設に対して改めて適用するも

の（法令等非改正型）がある4。 

 その目的は、新知見を迅速かつ柔軟に規制に反映し、災害の防止のために施設

が最低限達成すべき安全上の水準を向上することで、規制の継続的な改善を行

い、もって継続的な安全性の向上を実現することにある。 

 

４．バックフィットの基本的なプロセス 

 バックフィットの基本的なプロセスは以下図のとおり。本文書では、このうち、

規制庁における検討に係る部分（以下「バックフィットの検討プロセス」とい

う。）を対象としている。 

なお、以下はあくまでも基本的な例であり、規制庁は、案件毎の個別の事情に

応じて、柔軟にプロセスを変更する。また、規制庁は、必要に応じて、プロセス

の各段階で、委員会への報告を行い、指示を受ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」とい

う。）に基づき定められる原子力規制委員会規則及び告示のうち許認可等の基準として定められるもの並びに行政手

続法（平成５年法律第８８号）第２条第８号ロに規定する審査基準として定められる内規類をいう。 
3 原子炉等規制法に基づく事業許可、設置許可等を受け、工事が完了していない施設を含む。 
4 これまでのバックフィット事例毎の分類については別添１の年表を参照。なお、これらの分類は、あくまでこれまで

の事例を整理したものであり、これら以外の型のバックフィットを否定するものではない。 
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図:バックフィットの基本的なプロセス 

 

５．バックフィットの検討プロセス 

 以下では、バックフィットの検討プロセスの各段階の詳細及びそれぞれにお

ける検討事項や考慮事項の例等を示す。これらは、これまでのバックフィット事

例の整理・分析の結果から抽出したものであり、規制庁は、これらを参考としつ

つも、案件毎の個別の事情に応じて、都度、検討事項や考慮事項を適切に特定し、

継続的な安全性向上の観点や、新たな規制の円滑かつ確実な実施の観点から、慎

重に検討を行う必要がある。 

規制庁は、各段階における検討を踏まえて対応案を取りまとめ、委員会に諮る。

委員会における審議の結果、対応に変更が生じた場合には、適切な段階まで戻り、

改めて検討を行う。 

各段階において行政命令の発出等を行う場合には、行政手続法に基づく適正

な手続及び必要に応じて委員会における審議・決定を経る必要がある。 

なお、事後の検証性の確保や組織内の知識管理の観点から、各段階における重

要な検討の過程や結果及びその根拠については、文書化し、原子力規制委員会行

政文書管理規則（原規総発第 120919003 号）等の関連規程に基づき適切に保管管

理する必要がある。 

 

 

 

 

新知見の収
集

（５－１）

規制への反
映の検討

（５－２）

バックフィ
ット方法の
検討

（５－３）

委員会によ
る決定

審査・検査
等による事
業者等の対
応の確認・
監視

事業者等への情報提供依頼・報告徴収命令 

事業者等や外部有識者等の意見聴取 

（５－４） 

必要に応じて委員会に報告し、指示を受ける 

本文書の対象 

聴聞又は弁明の機会の付与*1 

意見公募手続*2 

*1 不利益処分の場合 *2 法令等の制改廃の場合 
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５－１．新知見の収集 

規制庁は、技術情報検討会5等において、規制に反映すべき新知見の収集を継

続的に行う。これまでのバックフィット事例に係る新知見を整理・分類すると、

以下表のとおりである。 

 

新知見の分類 バックフィット事例 

事故・トラブル等 ・新規制基準6 

・高エネルギーアーク損傷対策（以下「HEAF 対策」

という。） 

・溢水による管理区域外への漏えいの防止（以下「溢

水対策」という。） 

原子力規制委員会によ

る安全研究等の成果 

・HEAF 対策 

・大山生竹テフラの噴出規模見直し（以下「DNP の噴

出規模見直し」という。） 

・震源を特定せず策定する地震動に係る標準応答ス

ペクトルの策定（以下「標準応答スペクトルの策

定」という。） 

審査経験から得られた

知見 

・地震時の燃料被覆材の放射性物質の閉じ込め機能

に係る措置（以下「地震時被覆管評価」という。） 

・地震時又は地震後に機能保持が要求される動的機

器の明確化（以下「動的機器明確化」という。） 

・柏崎刈羽原子力発電所６号炉及び７号炉の新規制

基準適合性審査を通じて得られた技術的知見の反

映（以下「KK 審査知見反映」という。） 

検査における気付き事

項 

・火災感知器の設置要件の明確化に係る対応（以下

「火災感知器要件明確化」という。） 

原子力安全に関する国

外情報7 

・電源系統の一相開放対策（以下「一相開放対策」と

いう。） 

・有毒ガス防護 

外部からの指摘 ・降下火砕物対策 

その他公開情報8 ・津波警報が発表されない津波への対策（以下「警報

 
5 技術情報検討会における新知見に係る情報の収集やスクリーニングについては、「技術情報検討会の進め方等につい

て」（長官官房技術基盤グループ策定）を参照のこと。 
6 平成２５年７月８日（発電用原子炉施設関係のもの）及び同年１２月１８日（核燃料施設等関係のもの）に施行され

た一連の規制基準をいう。 
7 国外における事故・トラブル、規制活動、国際基準を含む。 
8 国内外の原子力関連、外部事象（地震、津波、火山等）等を含めた学会情報・研究情報、原子力に関連しない事故、

災害等の情報を含む。 
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なし津波」という。） 

表:これまでのバックフィット事例に係る新知見の分類 

 

５－２．新知見の規制への反映の検討 

 規制庁は、収集した新知見を規制に反映すべきかどうか、すなわち、バックフ

ィットの対象とすべきかどうかの検討を行う。 

これまでのバックフィット事例を整理・分析すると、検討においては概ね以下

の事項について考慮している。 

 

① 新知見が既存の規制及びそれに基づく対策により包含されているか 

② 新知見による施設の安全性への想定される影響 

③ 新知見による施設の安全性への影響が生じる蓋然性・切迫度 

④ 新知見についてとり得る対策の内容 

⑤ 新知見に対する事業者等の対応状況 

 

検討に当たっては、新知見による施設への影響や事業者等の対応状況等の必

要な情報を得るために、事業者等や外部有識者等の意見を聴取する（５－４にお

いて後述。）。また、必要に応じて、事業者等に対して、検討のために必要な範囲

において、情報提供依頼を行う。なお、新知見に対する見解の相違等により、情

報提供依頼では必要な情報が事業者等から迅速に提出される見込みがないなど

の場合には、報告徴収命令9を発出することもあり得る（例:DNP の噴出規模見直

し）。 

以下に、一部のバックフィット事例に係る検討結果の概要を参考として示す。 

 

1. HEAF 対策 

既存の規制に基づく対策によって、新知見を一定程度包含しており、また、

国内施設の設備状況から、影響が発生する蓋然性も高くないと想定される

が、既存の規制が HEAF を明確には想定していなかったこと、電源設備の

信頼性のより一層の向上を図る上で、実現可能かつ有効な対策を講じるこ

とが可能であること等を考慮し、バックフィットの対象とした。 

 

2. 標準応答スペクトルの策定 

策定された標準応答スペクトルは、それまで評価に利用していた地震動と

大きな差はなく、施設の耐震性に係る要求を大きく変えるものではないが、

 
9 原子炉等規制法第６７条に基づき発出する命令をいう。 
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当該知見に関する対応に事業者等が時間を要していること等を考慮し、バ

ックフィットの対象とした。 

 

なお、本検討段階でバックフィットの対象としないこととした新知見につい

ても、その後、委員会において当該知見をバックフィットの対象とすることとな

った場合には、委員会の指示に従い、バックフィット方法の検討を行う。 

さらに、バックフィットの対象としないこととした新知見について、必要に応

じて、事業者等向け情報通知文書の活用も検討する（６において後述。）。 

 

５－３．バックフィットの具体的な手法の検討 

 規制庁は、５－２の検討の結果新知見をバックフィットの対象とするべきと

した場合には、次に、新知見を反映した規制を如何にバックフィットとして適用

するか、具体的な手法を検討する。 

これまでのバックフィット事例を整理・分析すると、本検討段階における主な

検討事項は、バックフィットの対象施設、適用方法、経過措置である。また、検

討においては概ね以下の事項について考慮している。 

 

① 新知見が既存の規制及びそれに基づく対策により包含されているか 

② 要求する対策の内容 

③ 安全上の緊急性 

④ 事業者等の対応状況及び対応に要する期間 

⑤ 審査・検査等に要する期間 

⑥ 新知見による施設の安全性への影響の態様 

⑦ 施設の特徴 

 

 事業者等の対応状況や対応に要する期間等、検討に当たって必要な情報を得

るために、事業者等や外部有識者等の意見を聴取する（５－４において後述。）。

また、必要に応じて、事業者等に対して、検討のために必要な範囲において、情

報提供依頼等を行う。 

検討の後、規制庁は、対応案を取りまとめ、委員会に諮る。委員会における審

議の結果、対応に変更が生じた場合には、委員会の指示にしたがい、改めて検討

を行う。 

 以下、検討事項毎に、これまでのバックフィット事例を示しつつ、上記の考慮

事項等を踏まえた考え方の例を述べる。 
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５－３－１．対象施設 

 バックフィットの対象とする施設については、グレーデッドアプローチの観

点や、新知見による施設の安全性への影響の態様、施設毎の特徴等を踏まえた検

討を行う。特に法令等非改正型バックフィットにおいては、新知見が特定の施設

にのみ影響を与えるものである場合には、当該施設へのバックフィットのみを

行う。 

 以下に、一部のバックフィット事例における対象施設に関する概要を参考と

して示す。 

 

1. 新規制基準 

発電用原子炉施設については一律に適用したが、核燃料施設等については、

施設毎の特徴が多種多様であることを考慮し、グレーデッドアプローチの

考え方を適用し、それぞれの施設や活動のリスク等に応じて、施設毎に規

制基準及び経過措置を定めた。 

 

2. DNP の噴出規模見直し 

新知見による見直し後の DNP の噴出規模による影響を受ける施設として、

関西電力株式会社の美浜発電所 3 号炉、大飯発電所 3／4 号炉及び高浜発

電所 1～4 号炉に対するバックフィットを行った。 

 

3. 標準応答スペクトルの策定 

基準地震動は、施設の立地地点における地震ハザードの強度を示す性質を

有しており、基準地震動の概念は施設を問わず変わらないとの性質等を踏

まえ、特定の施設の適用除外は行わなかった。 

 

５－３－２．適用方法 

 ３．において前述したとおり、これまでのバックフィット事例は、その適用方

法から、法令等改正型と法令等非改正型に大別される。新知見やそれに係るバッ

クフィットによって要求する措置が、法令等において包含されていない場合に

は、法令等改正型のバックフィットによることとなる。変更の対象とする法令等

や変更の内容は、要求する対策の内容、例えば、設備の追加を求めるのか（例:KK

審査知見反映）、手順・体制等の運用に係る措置を求めるのか（例:降下火砕物対

策）等を踏まえて検討する。 

 新知見により、法令等の変更の必要はないが、外部事象の想定規模が変更にな

った場合など、法令等の解釈・適用に関する事実関係に変更が生じた場合には、

法令等非改正型のバックフィットによることとなる（例:DNP の噴出規模見直し）。 
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 安全上緊急の必要性がある場合や、事業者等がバックフィットへの対応の意

思を示さない場合等には、いわゆるバックフィット命令10を発出する（例:DNP の

噴出規模見直し）。ただし、バックフィット命令は、新たな規制への不適合に対

する制裁手段ではなく、あくまで、バックフィットを実現するための手段の一つ

である。したがって、安全上緊急の必要性がない場合や、事業者等がバックフィ

ットへの対応の意思を示している又は既に対応を進めている場合には、当該命

令を発出する必要はない（例:警報なし津波）。 

 また、新知見による施設の安全性への影響を考慮した結果、バックフィットへ

の対応が実質的に不要となる施設が存在することが見込まれる等の場合には、

バックフィットに係る許認可等の要否に関する事前の評価手続を設けるなど、

効果的・効率的な規制の観点から、手続面の検討を慎重に行う。以下に、このよ

うな手続面の検討を行った事例を参考として示す。 

 

1. 標準応答スペクトルの策定 

策定した標準応答スペクトルがそれまで評価に利用していた地震動と大

きな差がないことから、評価の結果、基準地震動を見直す必要がなく、バ

ックフィットへの対応が不要となる施設が存在することが予想され、その

ような施設に対しても設置変更許可の申請を求めることは、効果的・効率

的な規制の観点から避けることが望ましいこと等から、設置変更許可申請

の要否を確認するプロセスを設けた。当該プロセスにおいては、技術的内

容の厳格な確認及び透明性の確保の観点から公開の会合において確認を

行い、その結果について委員会に報告し、申請の要否の判断を仰ぐことと

した。 

 

５－３－３．経過措置 

 バックフィットの目的を達成する観点からは、バックフィットの対象となっ

た施設が、新たな規制に対して合理的期間内に適合することが必要であり、また

それで十分である。バックフィットの都度、新たな規制を即時適用することや、

バックフィットに関係しない他の審査・検査等の対応を停止することは、かえっ

て新たな知見の規制への円滑な取り入れを阻害し、その所期の目的の達成を妨

げることとなる。したがって、バックフィットに当たっては、安全上の緊急性、

要求する対策の内容、事業者等の対応状況及び対応に要する期間等を考慮し、適

当な経過措置を設けることが基本であり、これまでのバックフィット事例の多

くでも、実際に何らかの経過措置を設定している。これらの事例については、事

 
10 原子炉等規制法第４３条の３の２３第１項等に基づき発出する、施設の使用の停止、改造、修理又は移転、施設の運

転等の方法の指定その他の保安のために必要な措置を命ずる命令をいう。 
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業者等の対応に要する期間等を勘案した上で、確定期限（特定の検査等の終了の

日を設定するものを含む。）をもって対策を完了することを求める経過措置を設

定しているものが多い。これは、即時適用までは求めないものの、可及的速やか

に新たな規制への適合を求めることを意図したものである。 

 なお、安全上緊急の必要性がある等の場合には、新たな規制を即時適用するこ

ともあり得る。 

 以下に、一部のバックフィット事例における経過措置の概要を参考として示

す。 

 

1. 新規制基準 

安全上の緊急性を考慮し、経過措置は設けず即時適用とし、発電用原子炉

施設については、適合しない施設の運転は認めないこととした。ただし、

特定重大事故等対処施設（以下「特重施設」という。）等に係る部分につ

いては、その位置付けが重大事故等対策における信頼性向上のためのバッ

クアップ施設であることから、その設置の有無が直ちに安全性に影響を与

えるものではないため、新規制基準施行後 5 年間の経過措置期間を設け

た。その後、特重施設は新規制基準適合性審査において本体施設の詳細設

計が固まった上でなければ審査することが困難であること、新規制基準適

合性審査が当初の見込みより長期化していること等の事情を踏まえ、経過

措置の見直し（新規制基準適合に係る詳細設計の認可後 5 年間）を行った。 

 

2. DNP の噴出規模見直し 

本件新知見の安全上の緊急性等を踏まえ、施設の使用停止命令の発出や新

たな規制の即時適用は行わなかった。そして、法令等非改正型バックフィ

ットである本件においても、法令等改正型バックフィットと同様の経過措

置の考え方をとることとした。すなわち、新たな規制を適用するに当たっ

ては、一定の経過措置期間を設け、その間、他の審査・検査については、

新知見反映前の規制に基づくこととした。そして、当該期間については、

本件に係る設置変更許可を行う時点で、具体的な設定が可能となると考え

たことから、当該許可の判断に際して、事業者等の見解を公開の会合で確

認した上で、経過措置期間を定めた。 

 

3. 標準応答スペクトルの策定 

策定した標準応答スペクトルとそれまで評価に利用していた地震動と大

きな差はないこと等を踏まえ、即時適用はせず、本件に係る設置変更許可

について、3 年の経過措置期間を設けるとともに、設計及び工事の計画等
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の後段規制に係る経過措置期間ついては、当該許可の審査を進め、各施設

への影響等全体の見通しが明らかになった時点で、改めて定めることとし

た。 

 

５－４．事業者等や外部有識者等の意見聴取 

規制庁は、バックフィットの検討に当たって必要な情報を得るために、検討プ

ロセスの各段階において、事業者等や外部有識者の意見を聴取する。 

意見聴取の手法については、ヒアリング、公開会合等があり、原子力規制委員

会の業務運営の透明性の確保のための方針（原規総発第 120919096 号）に則って

実施する。透明性確保の観点から公開会合の開催が基本的だが、事実関係の確認

のみであれば、ヒアリングによる対応も検討する。 

以下に、一部のバックフィット事例における意見聴取に関する概要を参考と

して示す。 

 

1. 新規制基準 

新規制基準の検討のため、委員会における有識者ヒアリングを行うととも

に、外部有識者を交えた検討チームを複数設置し、公開の場で議論を行っ

た。当該検討チームの中で、事業者等からの意見聴取や、取りまとめた新

規制基準の骨子案について、検討チーム外の専門家へのヒアリング等を行

った。 

 

2. HEAF 対策 

法令等の改正案に対する意見公募手続開始後に、非常用ディーゼル発電機

の HEAF 対策に関して追加的に検討が必要な事項が判明し、当該事項に係

る検討のために事業者等の対応状況等の確認が必要になったことから、事

業者等の意見を聴取する公開会合を開催した。 

 

3. 標準応答スペクトルの策定 

標準応答スペクトルの策定等に係る検討のため、外部有識者を交えた検討

チームを設置し、公開の場で議論を行った。また、経過措置に係る検討の

ため、本件に係る対応に必要な期間等、事業者等の意見を聴取する公開会

合を開催した。 
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６．その他の新知見への対応手段等 

バックフィットは、新知見に対応する手段の一つであり、必ずしも唯一の手段

というわけではない。バックフィット以外による新知見への対応として、以下の

例を示す。 

  

1. デジタル安全保護回路に係る共通要因故障対策 

本件については、以下を確認できたことから、委員会が示す対策水準に適

合するよう事業者等が自律的・計画的に取組を進め、委員会はその取組状

況について事業者等からの定期的な報告を確認するとともに、原子力規制

検査の中で監視していくこととした。 

 デジタル安全保護回路に係る共通要因故障については、品質確保措置

や重大事故等対策に係る要求等、既存の規制及びそれに基づく対策に

よって、災害の防止上の支障がないといえること 

 事業者等の対応を公開の会合で聴取した結果、既存の実用発電用原子

炉施設は、自主設備によって委員会が示す対策水準の大部分を満足し

ていると考えられること 

 事業者等が、対策水準を完全に満足するため、必要な追加対策をとるこ

ととしており、必要な期間を具体的に示すなど、自律的かつ計画的に取

り組む意向を表明していること 

 新規制基準に適合し稼働中の実用発電用原子炉施設については、事業

者等が、計画と実績を安全性向上評価届出書に記載し提出するとして

いること 

 原子力エネルギー協議会（ATENA）において、すべての実用発電用原子

炉施設に関し、事業者等の進捗状況を確認し、半期に一度書面で原子力

規制委員会に報告するとしていること 

 

規制庁は、本事例及び５－２において示した考慮事項等も参考としつつ、案件

毎の個別の事情に応じて、慎重に対応手段の検討を行う。 

 また、規制庁は、バックフィットの対象としないこととした新知見について、

継続的な安全性向上の観点等から必要と考えられる場合には、当該知見に係る

事業者等向け情報通知文書の発出を検討する。通知文書を発出する場合には、

「事業者等向け情報通知文書」発出要領（原規規発第 2203017 号）に従う。 
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別添資料 

 

○附属書１ 

 別添１ バックフィット事例年表及び一覧 

 

○附属書２ これまでのバックフィット事例毎の事例分析個票 

 別添２  新規制基準 事例分析個票 

 別添３  電源系統の一相開放対策 事例分析個票 

別添４  有毒ガス防護 事例分析個票 

 別添５  高エネルギーアーク損傷（HEAF）対策 事例分析個票 

 別添６  地震時の燃料被覆材の放射性物質の閉じ込め機能に係る措置 事

例分析個票 

 別添７  地震時又は地震後に機能保持が要求される動的機器の明確化 事

例分析個票 

 別添８  降下火砕物対策 事例分析個票 

 別添９  柏崎刈羽原子力発電所６／７号炉の新規制基準適合性審査を通じ

て得られた技術的知見の反映 事例分析個票 

 別添１０ 溢水による管理区域外への漏えいの防止 事例分析個票 

 別添１１ 火災感知器の設置要件の明確化に係る対応 事例分析個票 

 別添１２ 大山生竹テフラの噴出規模の見直し 事例分析個票 

 別添１３ 津波警報が発表されない津波への対策 事例分析個票 

 別添１４ 震源を特定せず策定する地震動に係る標準応答スペクトルの策定

事例分析個票 

別添１５ 東海再処理施設の廃止措置 事例分析個票 

別添１６ 新規制基準未適合の施設における工事 事例分析個票 

別添１７ デジタル安全保護回路に係る共通要因故障対策 事例分析個票 

 

○附属書３ 

別添１８ バックフィット事例関連資料一覧 
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別添１ 

 

バックフィット事例年表 灰・・法令等改正型、黄・・法令等非改正型、緑・・事業者自主、青・・その他 

H25FY H26FY H27 FY H28 FY H29 FY H30 FY H31／R1 FY R2 FY R3 FY 

7 月 

新規制基準（発

電 用 原 子 炉 施

設） 

12 月 

新規制基準（核

燃料施設等） 

7 月 

一相開放（発電

用原子炉施設） 

10 月 

一相開放（再処

理施設） 

11 月 

特重経過措置見

直し 

 4 月 

東海再処理 

5 月 

有毒ガス 

8 月 

HEAF 

9 月 

燃料被覆管 

11 月 

動的機器 

12 月 

降下火砕物、KK

審査知見 

2 月 

内部溢水 

10 月 

未適合炉 

2 月 

火災感知器 

6 月 

DNP 

7 月 

警報なし津波 

 4 月 

標準応答スペク

トル 

8 月 

デジタル 
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バックフィット事例一覧 

No. 施行日等 事例件名 概要 形態及び経過措置 

1 （発電用原子炉施設） 

平成 25 年 7 月 8 日 

（核燃料施設等） 

平成 25 年 12 月 18 日 

新規制基準（特定重

大事故等対処施設

の設置を含む。） 

 東京電力福島第一原子力発電所

事故を教訓とし、共通要因故障

をもたらす自然現象等に係る想

定の大幅な引き上げとその対策

の強化や、特定重大事故等対処

施設の設置を含めた重大事故等

対策を要求するなど、規制基準

を大幅に強化 

 関連法令・内規等の制定・改正 

 経過措置期間は設けず。ただし、

特定重大事故等対処施設等につ

いては、施行後 5年（その後、審

査の進捗等に伴い新規制基準適

合に係る工事計画の認可後 5 年

に変更）の期間を設定 

2 （発電用原子炉施設） 

平成 26 年 7 月 9 日 

（再処理施設） 

平成 26 年 10 月 29 日 

電源系統の一相開

放対策 

 米国のByron2号炉における一相

開放事象を踏まえ、当該事象の

検知や検知後の電源切替対策等

を要求 

 関連内規等の改正 

 経過措置期間は設けず 

3 平成 29 年 5 月 1 日 有毒ガス防護  旧原子力安全・保安院における

検討及び米国における有毒ガス

事象の報告を踏まえ、原子炉制

御室等の要員の呼気中の有毒ガ

ス濃度を基準値以下にするため

に必要な設備を要求 

 関連法令・内規等の制定・改正 

 施行から 2 年以降に最初の定期

検査が終了するとき又は運転を

開始するときまでの期間を設

定。ただし、経過措置期間中に運

転状態にある施設に対しては、

空気呼吸具の先行配備及び当該

対応の報告を文書により指示 
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4 平成 29 年 8 月 8 日 高エネルギーアー

ク損傷（HEAF）対策 

 安全研究によって獲得した HEAF

に係る知見を踏まえ、アーク放

電による爆発や火災による損壊

の拡大の防止のため、遮断器の

遮断時間を適切に設定すること

を要求 

 関連法令・内規等の制定・改正 

 既設の実用発電用原子炉施設等

については、施行から 2年（非常

用ディーゼル発電機に接続され

る電気盤については 4年）以降の

最初の施設定期検査の終了の日

まで、建設中の実用発電用原子

炉施設等については、施行日以

降の運転開始の日の前日までの

期間を設定 

5 平成 29 年 9 月 11 日 地震時の燃料被覆

材の放射性物質の

閉じ込め機能に係

る措置 

 新規制基準の施行により、基準

地震動が大きくなったことを踏

まえ、地震時の燃料被覆管の閉

じ込め機能の維持を明示的に要

求 

 関連法令・内規等の改正 

 平成 31 年 9 月 30 日までの経過

措置期間を設定 

6 平成 29 年 11 月 15 日 地震時又は地震後

に機能保持が要求

される動的機器の

明確化 

 大飯3／4号炉の工事計画の審査

において、動的機器の地震応答

解析の方法として、原子力発電

所耐震設計技術指針に規定され

ていない方法がとられた。上記

審査経験を通じて明らかになっ

た審査における確認方法につい

て、基準適合性を判断するため

の方法として基準上明確化 

 関連内規等の改正 

 平成 30 年 11 月 30 日までの経過

措置期間を設定 
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7 平成 29 年 12 月 14 日 降下火砕物対策  美浜 3 号炉の設置変更許可に係

る審査書案への意見募集におい

て、審査において参照した気中

降下火砕物濃度について意見が

あったこと等を発端に、気中降

下火砕物濃度等の設定、規制上

の位置付け及び要求に関する考

え方をとりまとめ、当該考え方

を踏まえ、火山現象による影響

が発生する場合等において、原

子炉の冷却等を行うことができ

るよう対策を要求 

 関連法令・内規等の改正 

 平成 30 年 12 月 31 日までの経過

措置期間を設定 

8 平成 29 年 12 月 14 日 柏崎刈羽原子力発

電所 6／7 号炉の新

規制基準適合性審

査を通じて得られ

た技術的知見の反

映 

 柏崎刈羽原子力発電所6／7号炉

の設置変更許可に係る審査にお

いて得られた技術的知見とし

て、原子炉格納容器の過圧破損

を防止するための対策等を新た

に規制要求 

 関連法令・内規等の改正 

 施行日前に既に新規制基準適合

に係る工事計画の認可を受けた

実用発電用原子炉について、平

成 31 年 1月 1 日までの経過措置

期間を設定 

9 平成 30 年 2 月 20 日 溢水による管理区

域外への漏えいの

防止 

 平成 28 年 11 月に福島第二原子

力発電所において発生した、地

震に伴う使用済燃料プールのス

ロッシングによる非管理区域へ

の溢水事象を踏まえ、放射性物

質を含む液体を内包する配管、

 関連法令・内規等の改正 

 施行から 1年（平成 31 年 2 月 19

日まで）の経過措置期間を設定 
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容器その他の設備から、当該液

体があふれ出た場合においても

管理区域外への漏えいを防止す

ることを要求 

10 平成 31 年 2 月 13 日 火災感知器の設置

要件の明確化に係

る対応 

 平成30年に実施した保安検査に

おいて、消防法令と異なる方法

で火災感知器が設置されている

等の事例が確認されたことを踏

まえ、火災感知器の設置要件に

関する考え方を整理し、原則と

して消防法令の設置要件と同等

の要件に基づいて設置すること

などを基準上明確化 

 関連内規の改正 

 施行から 5 年以降に最初の定期

検査が終了するとき又は運転を

開始するときまで 

11 令和元年 6月 19 日 大 山 生 竹 テ フ ラ

（DNP）の噴出規模

の見直し 

 安全研究の成果として得られた

大山火山の大山生竹テフラ

（DNP）の噴出規模の見直し等を

新知見として認定し、関西電力

に対して、美浜・高浜・大飯発電

所における火山事象に係る想

定・対策の見直しを要求 

 関西電力に対して許可の変更命

令を発出 

 令和元年 12 月 27 日までに設置

変更許可を申請することを要求 

 事象の緊急性・施設の安全性へ

の影響を踏まえ、本件への対応

中は他の許認可処分については

従前の基準によること、後段規

制への対応期限については設置

変更許可の判断の際に併せて行

うこととする取扱いを決定 
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12 令和元年 7月 31 日 津波警報が発表さ

れない津波への対

策 

 平成 30 年 12 月にインドネシア

で発生した火山現象による津波

を踏まえ、関西電力に対して高

浜発電所における津波警報が発

表されない津波による影響につ

いて確認したところ、安全上の

影響が生じる可能性が認められ

たことから、当該事象への対策

を要求 

 令和元年 9月 30 日までに設置変

更許可申請を提出する等の関西

電力の対応方針を確認できたこ

とから、許可変更命令の発出は

せず 

 事象による施設の安全性への影

響及び関西電力の対応方針等を

踏まえ、バックフィットへの対

応中は他の許認可処分について

は従前の基準によること、後段

規制への対応期限については設

置変更許可の判断の際に併せて

行うこととする取扱いを決定 

13 令和 3年 4月 21 日 震源を特定せず策

定する地震動に係

る標準応答スペク

トルの策定 

 地域的な特徴を極力低減させた

普遍的な地震動レベルを設定す

るため、原子力規制委員会に設

置した検討チームが標準応答ス

ペクトルを策定し、これに基づ

き基準地震動の見直しを要求 

 関連内規等の改正 

 設置変更許可については、施行

から 3年（令和 6年 4月 20 日ま

で）の経過措置期間を設定 

 後段規制については、設置変更

許可の審査が進み、本件への対

応のための工事の規模・見通し

等が明らかになった時点で一律

の経過措置の終期を決定 
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バックフィットではないが関連のある事例 

No. 決定日 事例件名 概要 形態及び経過措置 

1 （改正法令の施行） 

平成 29 年 4 月 3 日 

（関係内規の制定） 

平成 29 年 4 月 19 日  

東海再処理施設の

廃止措置 

 東海再処理施設の潜在的ハザー

ドを可能な限り低減させる等の

観点から、保有する高放射性廃

液等の固化処理等を行いながら

廃止措置を進めることができる

よう、再処理事業規則を改正す

るとともに、当該施設の保安規

定及び廃止措置計画の審査に関

する考え方を新たに制定 

 関係法令・内規の改正・制定 

2 平成 30 年 10 月 24 日 新規制基準未適合

の施設における工

事 

 福島第二原子力発電所のモニタ

リング設備の移設工事に係る工

事計画届出について、施設の保

全・管理のための措置であって

安全性の維持・向上のためのも

のであること等のことから、従

前の基準において要求されてい

た範囲内で基準適合性を確認 

 安全上の観点から、新規制基準

未適合の施設に対しても、モニ

タリング設備の外部電源喪失時

の電源及びデータ伝送系の多様

化を要求 

 モニタリング設備のデータ伝送

系等の多様化については、行政

指導ベースで対策の実施を要求

し、事業者の取組状況を現地規

制事務所において監視 

 新規制基準未適合の施設の工事

については、施設の保全・管理の

ための措置であって安全性の維

持・向上のためのものであるこ

と等の条件の下、規制委員会に

おいて個別に対応を判断 
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3 令和 3年 8月 18 日 デジタル安全保護

回路に係る共通要

因故障対策 

 安全保護回路をデジタル化する

場合におけるソフトウェア起因

の共通要因故障について、最近

の国際的な動向も踏まえ、また、

安全保護機能の更なる信頼性向

上の観点から、規制上の見直し

を実施 

 事業者が、自身の定める計画に

従って自律的に対策を進める旨

表明 

 対策の水準を定めつつも規制要

求はせず、事業者の自律的取組

について定期的な報告及び原子

力規制検査等で確認 
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別添２ 

新規制基準 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波により、東京電

力福島第一原子力発電所１～３号炉において全電源及び炉心への注水・減圧・冷却機能を

喪失し、炉心損傷や１，３号炉における水素爆発による原子炉建屋の損傷等が発生するな

ど、重大事故に至った。また、同発電所４号炉においては、全電源及び使用済燃料プール

の注水・冷却機能を喪失し、また、３号炉から流入したと思われる水素により、原子炉建

屋において水素爆発が発生した。これにより、極めて重大で広範囲に影響を及ぼす原子力

事故（以下「東京電力福島第一原子力発電所事故」という。）が発生した。 

当該事故を受け、平成 24 年 6 月に原子力規制委員会設置法の制定及びそれに伴う核原料

物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等規制法」という。）の

改正が公布され、同年 9 月に原子力規制委員会が発足した。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
主なもののみ記載。 

【発電用原子炉施設】 

・発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針 

・発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針 

・発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 

・発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針 

・発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準 

【核燃料施設等】 

・ウラン加工施設安全審査指針 

・特定ウラン加工施設のための安全審査指針 

・ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料加工施設安全審査指針 

・金属製乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵施設のための安全審査指針 

・使用済燃料再処理施設 再処理施設安全審査指針 

・第二種廃棄物埋設の事業に関する安全審査の基本的考え方 

・廃棄物管理施設の安全性の評価の考え方 

・海外再処理に伴う返還廃棄物の安全性の考え方等について 

・核燃料施設安全審査基本指針 

・水冷却型試験研究用原子炉施設に関する安全設計審査指針 

・水冷却型試験研究用原子炉施設の安全評価に関する審査指針 
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別添２ 

（２）審査・検査等の状況 
－ 

 
３．規制上の論点 
改正された原子炉等規制法に基づき、東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓、最新

の技術的知見、海外の規制動向等を踏まえた新たな規制基準（以下「新規制基準」とい

う。）を策定することとなった。主な論点は以下のとおり。 

１．東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓の反映 

 ・地震・津波等の自然現象の設計想定の大幅な見直し及びにそれらに対する共通要因

故障対策の強化を要求 

 ・火災や内部溢水等、自然現象以外の事象に対する対策の強化を要求 

 ・重大事故の発生防止及び拡大防止のための対策（重大事故等対策）を要求 

 ・大規模な自然災害や、意図的な航空機衝突等のテロリズムなどによる設計想定を超

える事故の発生の想定及び対策を要求 

２．IAEA 等の国際機関や米国等の各国規制機関などの安全基準などとも比較し策定 

また、併せて核燃料施設等の新規制基準についても策定することとなった。主な論点は

以下のとおり。 

・施設毎の特徴を踏まえ、安全性への影響の程度に応じた内容とするいわゆるグレーデ

ットアプローチによる要求 

・IAEA、英国・仏国等の国際的な安全基準などとも比較し策定 

・発電用原子炉施設の新規制基準に係る議論を活用し、一部施設に対して重大事故等対

策を要求 

 
４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
【発電用原子炉施設】 

新規制基準については、安全性への影響を考慮し、経過措置を設けず、施行後即適用とし、

適合しない施設の運転は認めないこととした。新規制基準施行時に運転中の施設について

も、施行直後の定期検査終了時点で、基準への適合が確認できなければ運転を認めず、ま

た、新規制基準の内容が固まった段階で安全性の確認を行い、問題があれば運転の停止を

求めることとした。 

ただし、特定重大事故等対処施設（特重施設）及び常設直流電源設備（第 3 系統目）につ

いては、重大事故等対策の信頼性向上のためのバックアップ施設であり、その存否が施設

の安全性に直ちに影響を与えるものではないため、新規制基準施行後 5 年の経過措置期間

を設けることとした。 

 

【核燃料施設等】 

核燃料施設等については、その性質が多種多様であることを考慮し、それぞれの施設や活
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別添２ 

動のリスク等に応じて、いわゆるグレーデッドアプローチにより取り扱うこととした。な

お、活動のリスク等に鑑みて施行後も運転・操業を妨げないとした核燃料施設等について

も、必要がある場合は、報告徴収、立入検査、施設の使用停止命令等の措置を採ることと

した。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
原子力規制委員会における有識者ヒアリング及び国際的な安全基準との比較等を行った

上で、発電用軽水型原子炉の新規制基準に関する検討チーム、発電用軽水型原子炉施設の

地震・津波に関わる規制基準に関する検討チーム及び核燃料施設等の新規制基準に関する

検討チームにおいて、原子力規制委員会委員、原子力規制庁職員及び外部有識者による検

討を実施した。その中で、事業者からの意見聴取を行いつつ、新規制基準の骨子案を取り

まとめ、意見募集及び専門家ヒアリングを行った。 

上記の検討結果を踏まえ、新規制基準案を策定し、改めて意見募集を実施し、当該意見募

集の結果を踏まえ、新規制基準を決定した。 

詳細な時系列は５．参考の「経緯」を参照。 
 
②改正内容 
主なポイントは以下のとおり。 

【発電用原子炉施設】 

 深層防護を基本とし、共通要因による安全機能の喪失を防止する観点から、自然現象

の想定と対策を大幅に引き上げ 

 自然現象以外でも、共通要因による安全機能の喪失を引き起こす可能性のある事象

（火災など）について対策を強化 

 万一重大事故が発生した場合に備え、重大事故の進展を食い止める対策を要求 

 設計想定を上回る大規模な自然災害や意図的な航空機衝突等のテロリズムへの対策

も要求 

 

【核燃料施設等】 

 取り扱われる核燃料物質の形態や施設の構造が多種多様であることから、それらの特

徴を踏まえて、施設毎に基準を策定する、いわゆるグレーデッドアプローチによる要

求 

 深層防護の考え方に基づく対策を要求 

 再処理施設及び加工施設については重大事故等対策を要求 

 試験研究用等原子炉施設については、事故時に及ぼす影響の大きさに応じて、「設計基 

準事故に加えて考慮すべき事故」への対策を要求 

 廃棄物埋設施設については、管理期間中の適切な管理及び定期的な評価、管理を終了

する段階における安全性の評価を要求するなど、後段規制における管理を強化 
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別添２ 

 
③経過措置、手続等 
【発電用原子炉施設】 

４．（１）に記載したとおり、新規制基準については、経過措置を設けず、施行後即適用

とし、適合しない施設の運転は認めないこととした。 

なお、新規制基準の施行により新たに工事計画の認可又は届出の対象となった工事であっ

て、施行前に施設し、又は着手したものについては、認可又は届出を要しないこととした。

同様に、新たに溶接事業者検査の対象となったものであって、施行前に溶接をし、又は溶

接は完了したものについては、溶接事業者検査を要しないこととした。 

また、重大事故等対策等に係る保安規定の記載事項について、当該事項に係る保安規定の

変更認可申請を、施行後最初に行う当該事項に係る変更許可の申請と同時に行わなければ

ならないとし、当該申請の処分日までは、重大事故等対策等に係る保安措置及び保安規定

並びに原子炉主任技術者の選任要件については、なお従前の例によることとした。 

さらに、新規制基準への適合性の確認について、設置変更許可、工事計画認可、保安規定

認可に関する申請を同時期に受け付け、ハード・ソフト両面から一体的に審査を行うこと

とし、これらの審査手続後に必要な検査を実施するといった基本方針を踏まえ、各種手続

について以下のとおり取り扱うこととした。 

 新規制基準によって新たに要求される設備等であって、新規制基準施行前に工事に着

手又は完成したものについては、施行後、当該設備等に関する設置変更許可、工事計

画変更認可、使用前検査等の手続により、原子炉の運転前に新規制基準への適合性を

確認する。なお、新規制基準施行前に工事に着手し、施行時点で完了していない設備

等については、施行後も工事の継続は可能とする。 

 新規制基準施行時点で使用前検査を実施中の設備等については、工事計画の変更認可

手続等により、新規制基準への適合性を確認の後、改めて検査等を実施する。新規制

基準施行時点で施設定期検査又は定期事業者検査を実施中の設備等については、施行

前に実施した検査項目も含め、改めて、新規制基準に基づく検査を実施する。 

 新規制基準施行前に使用前検査に合格し、供用を開始する前、又は供用を開始してい

る設備等であって、新規制基準適合における工事計画認可に係る本文事項として定め

られる「基本設計方針、適用基準及び適用規格」の変更に該当するものについては、

原子炉の運転前までに、工事計画の変更認可の手続により、新規制基準への適合性を

確認することを求める。 

 新規制基準施行後に設備等の工事に着手する場合には、新規制基準の規定に基づき、

設置変更許可、工事計画認可（届出）を行うことを求める。 

特重施設等については、当該施設の設置に係る部分以外の新規制基準への適合により重大

事故等対策に必要な機能を満たした上で、その信頼性向上のためのバックアップ対策とし

て求められるものであり、その存否が施設の安全性に直ちに影響を与えるものではない。

そして、当該施設を新たに設置するためには審査、工事等に一定の時間が必要であること

から、新規制基準施行後 5 年（平成 30 年 7 月 7 日まで）の経過措置期間を設けることと
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した。 

その後、新規制基準適合性審査が当初の見込みより長期化していることに伴い、特重施設

等の審査着手が遅れており、経過措置期間内に特重施設等の完成や検査の完了まで見込め

ていないプラントがほとんどであること等、新規制基準の施行時から事情の変更が生じて

いること、特重施設等以外の本体施設の詳細設計が固まらなければ特重施設等の本格的な

審査を行うことが難しいこと及び上記の特重施設の要求趣旨を踏まえ、特重施設等の設置

義務の適正かつ円滑な履行を確保するため、その経過措置規定について、新規制基準適合

に係る工事計画認可から 5 年に見直すこととし、所要の法令の改正を行った。 

なお、その後事業者より、見直し後の経過措置期間中の特重施設の完成も困難である旨の

見込みが示されたことを受け、原子力規制委員会は、原子力安全の継続的な改善の観点か

ら、再度の経過措置期間の見直しを行うことはせず、期間内に特重施設が完成しない施設

に対しては、使用の停止を求めることとした。 

 

【核燃料施設等】 

施行後即適用とする一方で、４．（１）に記載のとおり、施設に応じた運用上の経過措置

をとることとした。具体的には以下のとおり。 

１．試験研究用等原子炉施設 

 適合確認は、所要の審査等を経て、新規制基準施行後の初回定期検査（定検）の合格

をもって完了とする。 

 低出力炉（熱出力 500kW 未満の水冷却型研究炉及び臨界実験装置）は、その運転が一

般公衆に著しい放射線被ばくのリスクを与えるおそれがないことが確認されている

ことから、新規制基準施行後の初回定検に入るまでの間、運転することを妨げない。

中高出力炉（熱出力 500kW 以上 50MW 以下の水冷却型研究炉）、ガス冷却型研究炉及び

ナトリウム冷却型研究炉は、その運転が運転期間との関係において一般公衆に著しい

放射線被ばくのリスクを与えるおそれがないと確認できたものに限って同様とする。 

２．供用中の核燃料施設（ウラン加工施設、再処理施設、廃棄物管理施設） 

 適合確認は、所要の審査等を経て、新規制基準施行後の初回定検の合格をもって完了

とする。 

 施設のリスクを大幅に増加させる活動（再処理施設における使用済燃料のせん断・溶

解）については、適合確認に必要な場合を除き、適合確認の完了を実施の条件とする。

施設のリスクを低減させるための活動（再処理施設における高レベル放射性廃液のガ

ラス固化等）については、当該活動のリスクに応じて、新規制基準施行後の実施の可

否を個別に判断する。 

 「施設のリスクを大幅に増加させる活動又は施設のリスクを低減させる活動」以外の

活動については、5 年に限り実施を妨げない。 

３．建設中の核燃料施設(MOX 加工施設、使用済燃料貯蔵施設、再処理施設) 

 適合確認は、所要の審査等を経て、竣工に係る使用前検査の合格をもって完了とする。 

 使用前検査の準備、機器の確認調整、施設の維持管理に係る活動については、使用前
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検査中も実施可能とする。 

４．バックフィット規定がないその他の核燃料施設（使用施設及び第二種廃棄物埋設施設） 

 新規制基準のバックフィットが法的には要求されない施設については、安全性の更な

る向上の観点から、可能な限り新規制基準へ適合することを求める。 

また、各種手続については以下のとおり取り扱うこととした。 

１．バックフィット規定がある施設 

 重大事故対策部分へ適合するための変更については、ハード・ソフト両面から一体的

に審査を行うため、許可及び保安規定については同時に提出することを求め、設計及

び工事の方法の認可（設工認）についても並行して審査を行うことを可能とする。 

 新規制基準の施行時点で審査中である設工認申請であってトラブルに対応するため

の補修・改造等に係るものについては、該当する技術基準が施行前後で変更が無い場

合には、新規制基準への適合性の確認前に認可することを可能とする。使用前検査に

ついても同様。 

 保安規定の変更のうち、上記の適合確認のための申請に係るもの以外のもの（組織名

称、教育訓練、警報記録等に係るもの）については、上記の適合確認とは別に申請を

受け付け、認可することを可能とする。 

 新規制基準の施行前に設置されている又は工事に着手された設備等について、新たに

規制対象となる機器・設備等であって、新規制基準の施行前に既に設置されているも

の、又は工事に着手されたものについては、新規制基準の施行後、当該施設に係る許

可、設工認、使用前検査合格等の手続きにより、新規制基準への適合確認を行う。な

お、新規制基準の施行時点で工事が完了していない機器・設備等について、施行後も

工事を継続することを妨げない。 

 施設の変更を伴わないため許認可の手続を要さない機器・設備等に係る重要な評価項

目（例えば、既設の機器・建物の耐震影響評価）については、事業者に新規制基準に

適合していることの報告を求め、確認を行う。 

 新規制基準の施行時点で使用前検査中の機器・設備等及び定検中の施設については、

施行前に実施した検査項目も含め、施行後に新規制基準に基づく検査を行う。 

２．バックフィット規定がない施設 

 使用施設のうち核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令第41条

に該当するものについては、行政指導により、「安全上重要な施設」に相当する機器の

有無を評価することを求め、その内容を原子力規制庁が確認するとともに、相当する

機器がある場合には、施設の安全性向上のために講じる措置及びその実施計画を施行

後 1 年以内を目途に報告することを求める。 

 また、施行前に核燃料物質の使用許可（または変更許可）を得た申請に係る施設検査

については、施行後５年間に限り従前の例により実施する旨の経過措置を設ける。 

 廃棄物埋設施設については、事業開始以後の規制要件である保安のために講ずべき措

置として、設計で要求した機能が適切に維持されるために廃棄物埋設地の保全を施設

の廃止時まで求めるとともに、10 年ごとに最新の知見に基づく定期的な評価及びそれ
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に基づく保全措置を求めることから、保安検査等を通じて新規制基準への適合を確認

する 

 
④改正後の事業者の対応 
設置変更許可申請の提出等必要な手続を実施。 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
－ 

 
②事業者の具体的な対応 
－ 

 
５．参考 
・検討当時の担当者 
安井正也緊急事態対策監 
櫻田道夫審議官 
山本哲也審議官 
大村哲臣審議官 
山田知穂技術基盤課長 
山形浩史重大事故対策基準統括調整官 
小原薫技術基盤課原子力安全基準統括調整官（廃棄物・貯蔵・輸送担当） 
信濃正範技術基盤課原子力安全基準統括調整官（試験研究炉・再処理・加工・ 
使用担当） 
小林勝安全規制管理官（地震・津波審査担当） 
名倉繁樹安全規制管理官（地震・津波審査担当）付安全審査官 

 他 

 

・関連条文 
改正決定時の新旧対照表についてはそれぞれ以下資料を参照のこと。 

 発電用原子炉施設の新規制基準 

 平成 25 年 6 月 19 日第 11 回原子力規制委員会 資料 1－1～1－4 

 https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11160054/www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/h25fy/20130619.html 

 

核燃料施設等の新規制基準 

 平成 25 年 11 月 27 日第 33 回原子力規制委員会 資料 1－1～1－4 

 https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11160054/www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/h25fy/20131127.html 
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特重施設の設置に係る経過措置の見直し 

平成 27 年 11 月 13 日第 47 回原子力規制委員会 資料 1 

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11235834/www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/00000097.html 
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経緯 

平成 23 年 3 月 11 日 東北地方太平洋沖地震により東京電力福島第一原子力発電

所事故が発生。 

平成 24 年 6 月 27 日 原子力規制委員会設置法及び改正原子炉等規制法が公布。 

平成 24 年 9 月 19 日 原子力規制委員会が発足。 

平成 24 年 10 月 10 日 

第 4 回原子力規制委員会 

新規制基準の策定について、対応すべき事項や検討の進め方

について議論。 

平成 24 年 10 月 19 日 

第 6 回原子力規制委員会 

同月 24 日 

第 7 回原子力規制委員会 

同年 11 月 7 日 

第 9 回原子力規制委員会 

発電用軽水型原子炉の新規制基準の検討のための体制や進

め方について議論。 

平成 24 年 10 月～ 

平成 25 年 6 月 

以下の検討チームにおいて発電用軽水型原子炉の新規制基

準の検討を実施。 

・発電用軽水型原子炉の新規制基準に関する検討チーム 

・発電用軽水型原子炉施設の地震・津波に関わる規制基準に

関する検討チーム 

平成 25 年 2 月 6 日 

第 27 回原子力規制委員会 

原子力規制庁から発電用軽水型原子炉施設に係る新安全基

準の骨子案を示し、意見募集の実施を行うことを了承。 

平成 25 年 3 月 19 日 

第 33 回原子力規制委員会 

原子力発電所の新規制施行に向けた基本的な方針（私案）に

おいて、新規制基準導入にあたっての取扱いやバックフィッ

トの運用に関する基本的な考え方が示された。 

平成 25 年 3 月 27 日 

第 34 回原子力規制委員会 

核燃料施設等の新規制基準の検討のための体制や進め方に

ついて議論。 

平成 25 年 4 月 3 日 

第 1 回原子力規制委員会 

発電用軽水型原子炉施設に係る新安全基準の骨子案に対す

る意見募集結果について原子力規制庁から報告。 

平成 25 年 4 月 10 日 

第 2 回原子力規制委員会 

発電用原子炉施設に係る新規制基準の案に対する意見募集

の実施を了承。 

平成 25 年 4 月～ 

同年 10 月 

核燃料施設等の新規制基準に関する検討チームにおいて核

燃料施設等の新規制基準の検討を実施。 

平成 25 年 6 月 19 日 

第 11 回原子力規制委員会 

発電用原子炉施設に係る新規制基準の制定について決定。併

せて、経過措置及び施行に伴う手続について了承。 

平成 25 年 7 月 8 日 発電用原子炉施設に係る新規制基準が施行。 

平成 25 年 7 月 24 日 

第 16 回原子力規制委員会 

核燃料施設等に係る新規制基準骨子案等を示し、意見募集の

実施を行うことを了承。 
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平成 25 年 9 月 5 日 

第 21 回原子力規制委員会 

核燃料施設等に係る新規制基準骨子案等に関する意見募集

結果について原子力規制庁から報告。 

平成 25 年 9 月 11 日 

第 22 回原子力規制委員会 

核燃料施設等に係る新規制基準の案に対する意見募集の実

施を了承。 

平成 25 年 11 月 6 日 

第 30 回原子力規制委員会 

核燃料施設等に係る新規制基準の施行に伴う経過措置及び

施行に伴う手続について了承。 

平成 25 年 11 月 27 日 

第 33 回原子力規制委員会 

核燃料施設等に係る新規制基準の制定について決定。 

平成 25 年 12 月 18 日 核燃料施設等に係る新規制基準が施行。 

平成 27 年 9 月 9 日 

第 28 回原子力規制委員会 

特重施設等の経過措置について整理を行うよう原子力規制

庁に対して指示。 

平成 27 年 11 月 13 日 

第 40 回原子力規制委員会 

特重施設等に係る経過措置の見直し及びそれに伴う規則の

改正案に対する意見募集の実施を了承。 

平成 27 年 12 月 22 日 

第 47 回原子力規制委員会 

特重施設等に係る経過措置の見直しに係る規則改正につい

て決定。 

平成 28 年 1 月 12 日 特重施設等に係る経過措置の見直しに係る改正後の規則が

施行。 
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電源系統の一相開放対策 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
平成 24年 1月 30 日米国 Byron 2 号機において定格出力運転中に発生した以下の事象につ

いて、平成 25 年 9 月 9 日の第 4 回技術情報検討会において要対応技術情報とされた。 

①起動用変圧器の故障により、三相交流電源の一相が欠損（開放故障）した状態が発生。 

②このため、常用母線の電圧が低下し、原子炉がトリップ。 

③三相交流電源の一相開放故障状態が検知されなかったため、非常用母線の外部電源への

接続が維持され、非常用母線各相の電圧が不平衡となった。 

④原子炉トリップ後に起動した安全系補機類が、非常用母線の電圧不平衡のため過電流に

よりトリップ。 

⑤運転員が一相開放故障状態に気付き、外部電源の遮断器を手動で動作させることによ

り、外部電源系から非常用母線が開放され、非常用ディーゼル発電機が自動起動し、電

源を回復。 

本事象は、所内電源の三相交流のうち一相が欠損した場合の電圧劣化状態が検知されるこ

となく、非常用母線への給電が維持された結果、安全系補機の動作を阻害したという電源

系統の設計の脆弱性を示したもの。 
 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

・研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

の解釈 

・研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

・再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 
（２）審査・検査等の状況 
実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等において

は、保安電源設備に対し、安全施設への電力の供給が停止することがないよう、機器の損

壊、故障その他の異常を検知すること等を求めているが、一相開放故障による影響に対す

る要求は当該規則及びその解釈等において明確に規定されていなかった。 
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３．規制上の論点 
国内の実用発電用原子炉施設では、外部電源回路の低電圧及び１線地絡に対する保護は可

能な設計となっているが、一般的に、一相開放故障状態を直接対象とした保護設備は設け

られていない。一相開放故障状態による影響は、電源系統の構成、負荷の状態に応じて異

なると考えられることから、例えば、起動用変圧器に一相開放故障が生じていた場合、既

存の保護装置では非常用母線の切り替え時に非常用負荷がトリップする可能性が考えら

れた。これを踏まえ、国内事業者に対し、電源構成や負荷状態等に応じた一相開放故障状

態による影響を確認し、当該事象により非常用母線への電力の供給が停止することがない

設計となっていることを確認することとし、平成 25 年 10 月 24 日付けで、国内事業者（発

電用原子炉施設設置事業者）に対し「外部電源系に一相開放故障が発生した場合の検知の

可否及び検知後の対応」及び「外部電源系における一相開放故障の状態が検知されない場

合、発生すると予想される状態及び安全上の問題」について報告を求めた。事業者の報告

の概要は以下のとおり。 

 日本においては、変圧器の１次側（外部電源系側）の電路は、接地された筐体・管路

内に配線が収納された構造のプラントが多く、米国 Byron2 号機のような架空線の断

線による一相開放故障が発生する可能性は小さくなっているが、日本においてもその

発生を否定できない設備箇所があり、不足電圧等を検知する保護継電器が設けられて

いても、その動作特性により、一相開放故障の発生が検知できない場合もあり得る。 

 しかしながら、その場合でも適切な運転操作等により事態の収束が可能である。 

当該報告を踏まえると、 

 外部電源と非常用母線に直接接続している変圧器の１次側（外部電源側）において一

相開放故障が発生した場合、変圧器の構成、負荷の状態により、当該故障の検知がで

きない可能性がある 

 その際、手動により当該変圧器を外部電源から切り離さなければ、非常用母線に接続

された安全性を確保するために必要な装置への電力の供給が停止することが考えら

れる 

 また、手動による非常用母線の外部電源からの切り離しを行わなければ、非常用ディ

ーゼル発電機が自動起動しない、非常用母線の非常用ディーゼル発電機への切り替え

が行われないといったことにより非常用母線に電力が供給されないことも考えられ

る 

ことから、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

の解釈等を改正し、変圧器の１次側において一相開放故障が生じた場合においても、安全

施設への電力の供給が停止することがないよう明確に要求するとともに、基準への適合性

を確認する必要があると判断した。 

また、再処理施設についても同様の対応・検討を行い、再処理施設の位置、構造及び設備

の基準に関する規則の解釈の改正を行うこととした。 
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４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
本件については、運転操作等により対応可能なものであると考えられることから、特段の

経過措置を設けず、改定解釈の施行と同時に、同解釈に基づく規制基準への適合を求める

こととした。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
１．及び３．のとおり。 
 
②改正内容 
外部電源と非常用母線に直接接続している変圧器の１次側（外部電源側）において一相開

放故障が発生した場合、安全施設への電力の供給が不安定になったことを検知し、故障箇

所の隔離又は非常用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策を行うことによ

って、安全施設への電力の供給の安定性を回復できることを要求する。 

改正対象は２．（１）のとおり。 

 
③経過措置、手続等 
４．（１）のとおり。 
 
④改正後の事業者の対応 
新規制基準適合に係る設置変更許可申請等の中で対策を説明。 
 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
より信頼性を向上させる対策として、一相開放故障を直接検知するための装置の設置を別

途求めるための解釈改正について、当該装置の開発状況を踏まえて（改正の要否を含め）

検討していくこととした。 
 
②事業者の具体的な対応 
一相開放故障を直接検知するためのシステムの導入に向けた取組を継続していくことと

した。 
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５．参考 
・検討当時の担当者 
 竹内大二原子力安全技術総括官 
山田知穂技術基盤課長 
佐藤暁原子力規制企画課長 
佐々木晴子技術基盤課専門職 

 他 
 
・関連条文 

改正決定時の新旧対照表についてはそれぞれ以下資料を参照のこと。 

 発電用原子炉施設に係る改正 

平成 26 年 7 月 9 日第 16 回原子力規制委員会 資料 1 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11118514/www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/h26fy/20140709.html 

 

再処理施設に係る改正 

平成 26 年 10 月 29 日第 34 回原子力規制委員会 資料 1 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11118514/www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/h26fy/20141029-01.html 
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経緯 

平成 25 年 9 月 9 日 

第 4 回技術情報検討会 

米国 Bayron 2 号機における一相開放故障について、要対応

技術情報とすることを決定。 

平成 25 年 10 月 23 日 

第 28 回原子力規制委員会 

技術情報検討会における一相開放故障に係る議論等を踏ま

え、国内の発電用原子炉施設設置事業者に対して当該事象に

係る報告を求めることについて了承。同月 24 日に報告を要

求する文書を発出。 

平成 25 年 12 月 24 日 発電用原子炉施設設置事業者からの報告を受領。 
平成 26 年 6 月 4 日 

第 10 回原子力規制委員会 
発電用原子炉施設に係る設置許可基準規則解釈及び技術基

準規則解釈の改正案について意見募集の実施を了承。 

また、再処理事業者に対しても同様に一相開放故障に係る報

告を求めることについて了承。同月 5 日に報告を要求する文

書を発出。 

平成 26 年 7 月 4 日 再処理事業者からの報告を受領。 

平成 26 年 7 月 9 日 

第 16 回原子力規制委員会 

発電用原子炉施設に係る設置許可基準規則解釈及び技術基

準規則解釈の改正を決定。 

平成 26 年 9 月 17 日 

第 25 回原子力規制委員会 

再処理施設に係る設置許可基準規則解釈の改正案について

意見募集の実施を了承。 

平成 26 年 10 月 29 日 

第 34 回原子力規制委員会 

再処理施設に係る設置許可基準規則解釈の改正を決定。 
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有毒ガス防護 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
原子炉制御室の居住性の確保のための対策項目については、旧原子力安全・保安院におけ

る検討の中で、火災、放射性物質及び有毒化学物質の漏えいにより発生する有毒ガスが挙

げられていた。このうち、有毒ガスについては東日本大震災以降検討が中断されており、

規則等において明確な規定がなかった。また、平成 24 年に米国原子力発電所における有

毒ガス発生事象に係る Information Notice が米国原子力規制委員会から発出され、第 1

回技術情報検討会（平成 25 年 3 月 25 日）において報告された。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・再処理施設の設計及び工事の方法の技術基準に関する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則及びその

解釈 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則及びその解釈 

・研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

及びその解釈 

・研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則及びその解釈 

・再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則及びその解釈 

・再処理施設の性能に係る技術基準に関する規則 

・実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要

な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

・研究開発段階発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

・使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の重大事故の発生及び拡大の防止に必

要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

・実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準 

・研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審

査基準 

・再処理施設における保安規定の審査基準 

 
（２）審査・検査等の状況 
－ 
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３．規制上の論点 
通常の産業施設で有毒ガスが発生した場合、影響が及ぶ範囲の従業員等はまず速やかに避

難することが一般的である。一方、実用発電用原子炉施設等においては、施設の安全を確

保するため、運転員等が避難せずに留まり、必要な対処を行わなければならない設備・場

所がある。したがって、実用発電用原子炉施設等においては、通常の産業施設と異なり、

有毒ガスの発生時であっても当該設備･場所に運転員等が留まることを前提とした防護対

策について検討を行う必要があった。 
原子炉制御室の居住性に係る有毒ガス影響評価に関する検討会を 3 回実施し、第 1 回会合

において、原子力規制委員会の簡易評価結果を提示し、有毒ガス防護の考え方に関する事

業者意見を聴取した。 
 
４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
原子力規制委員会の保守的な仮定による簡易評価の結果、有毒化学物質が漏えいした場

合、原子炉制御室の居住性に影響を与える可能性が示唆された。経過措置等の考え方につ

いては４．（２）③及び４．（３）①のとおり。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
１．及び３．のとおり。 

 
②改正内容 
（１）規則及びそれらの解釈（改正対象は２．のとおり。） 
原子炉制御室及び緊急時制御室の運転員、緊急時対策所の指示要員並びに重大事故等対

処上特に重要な操作を行う要員（以下「運転・指示・対策要員」という。）が、有毒ガス

が発生した場合でも必要な操作を行えるよう、吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護判

断基準値以下とするために必要な設備を求めることを明確化する。 
①  有毒ガスの発生及び到達の検出 
有毒化学物質の固定の貯蔵タンク等であって、運転・指示・対策要員の対処能力が損な

われるおそれがあるもの（以下「対象発生源」という。）のうち、敷地内の対象発生源

について、当該対象発生源近傍で有毒ガス発生を検出する装置の設置を求める。 
また、原子炉制御室、緊急時対策所及び緊急時制御室の近傍への有毒ガスの実際の到

達を検出するための装置の設置を求める。 
② 有毒ガスの発生及び到達の警報 
原子炉制御室及び緊急時制御室において、上記①の全ての検出信号の警報を発報する

装置の設置を求める。緊急時対策所については、有毒ガスの緊急時対策所近傍への到

達を警報する装置の設置を求める。 
（２）関連する審査基準（改正対象は２．のとおり。） 
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① 運転・指示・対策要員の吸気中の有毒ガス濃度を、有毒ガス防護判断基準値以下と

するための手順と体制の整備を求める。 
② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、原子炉制御室及び緊急時制御室の運転員

並びに緊急時対策所の指示要員に対する防護具の配備、着用等運用面の対策を求め

る。 
③ 設置許可基準規則第３５条第１項等に規定する通信連絡設備により、有毒ガスの発

生を原子炉制御室又は緊急時制御室の運転員から、当該運転員以外の運転・指示・

対策要員に知らせることを求める。 
（３）ガイド 
有毒ガス防護に係る影響評価ガイドを制定 

 
③経過措置、手続等 
有毒ガス防護については、有毒ガスが運転・指示・対策要員に及ぼす影響により、運転・

指示・対策要員の対処能力が著しく低下し、起動している実用発電用原子炉施設等の安全

施設の安全機能等が損なわれることがないよう求めるものであることから、起動している

実用発電用原子炉施設等を対象とする必要がある。 
改正後の規則等（以下「改正規則等」という。）は公布の日に施行するが、事業者の有毒

ガス防護に係る対応については、影響評価の結果を踏まえて行う必要があり、また、影響

評価を踏まえて行う対策工事の中には停止中にしか行えないものがあることから、所要期

間として施行から 3 年以後の最初の起動日までの間が見込まれる。 
以上を踏まえ、改正規則等は、次の期限まで適用しないこととし、経過措置を設けること

とする。 
① 既設の実用発電用原子炉施設等については、施行から 3 年以降の最初の施設定期検査

の終了の日まで 
② 建設中の実用発電用原子炉施設等については、施行から 3 年以降の運転開始の日まで 
なお、当該期間における改正規則等を踏まえた申請についてはこれを妨げず、その許認可

等に当たっては、改正規則等を適用する。 
 
④改正後の事業者の対応 
設置変更許可、工事計画（令和 2 年 4 月 1 日以降は設計及び工事の計画）及び保安規定変

更の申請を提出。 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
予期せず発生する有毒ガスに係る対策のうち必要人数分の空気呼吸具の配備（着用のため

の手順及び実施体制を含む。）については、施設の最初の起動時点において、最低限講ず

べき対策として実施されていることが望ましいことから、事業者に対して以下の対応を文

書により指示。その対応状況を保安検査（令和 2 年 4 月 1 日以降は原子力規制検査）で確
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認していくこととした。 

１．予期せず発生する有毒ガスに係る対策として、当該経過措置期間中に起動し、又は起

動状態にある発電用原子炉施設等については、原子炉制御室、緊急時制御室及び緊急時

対策所の運転・初動要員が使用できるよう、必要人数分の空気呼吸具の配備（着用のた

めの手順、防護の実施体制等の整備を含む。）を行うこと。 

２．上記の結果を次の期限までに原子力規制委員会に報告すること。 

①最初の起動時点が平成 29 年 7 月末日（施行日より約 3 か月後）より前である発電用

原子炉施設等については、平成 29 年 7 月末日まで 

②上記①以外の発電用原子炉施設等であって、経過措置期間中に最初の起動時点を迎

える施設については、平成 29 年 7 月末日以後最初に起動する日の前日まで 
 
②事業者の具体的な対応 
上記指示文書に従い、対応及び報告を実施。 

 
５．参考 
・検討当時の担当者 
青木昌浩長官官房審議官 
倉崎高明技術基盤課長 
佐々木晴子技術基盤課原子力規制専門職 
荒木真一原子力規制企画課長 
角谷愉貴原子力規制企画課総括係長 
梶本光廣安全技術管理官（シビアアクシデント担当） 
舟山京子安全技術管理官（シビアアクシデント担当）付首席技術調査官 
他 

 
・関連条文 

改正決定時の新旧対照表については以下資料を参照のこと。 

平成 29 年 4 月 5 日第 1 回原子力規制委員会 資料 3 

https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/00000223.html 
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経緯 

東日本大震災前 旧原子力安全・保安院において、原子炉制御室の居住性の

確保のための対策項目として有毒化学物質の漏えいにより

発生する有毒ガスが挙げられており、検討が行われてい

た。 

平成 25 年 3 月 25 日 第 1 回技術情報検討会において、平成 24 年の米国原子力発

電所における有毒ガス発生事象に係る Information Notice

の発出について報告がなされ、原子炉制御室の居住性に係

る有毒ガス影響評価ガイドの検討を進めることとした。 

平成 27 年 11 月 25 日 

第 42 回原子力規制委員会 

事業者からのデータ収集及び簡易評価結果について報告が

なされ、これを踏まえ、規則等の改正及びガイドの制定を

行うとする対応方針を決定。また、検討チームによる公開

会合における議論を行うこととした。 

平成 28 年 1 月 6 日、2 月

23 日、4 月 8 日 

原子炉制御室の居住性に係

る有毒ガス影響評価に関す

る検討会 

ガイドの検討のため、外部有識者を含め議論を行った。 

平成 28 年 7 月 6 日 

第 19 回原子力規制委員会 

有毒ガス防護に関する規制要求の考え方について取りまと

めるとともに、事業者に対し、有毒ガス防護対策について

の現状やより良い技術、規制要求の実施に要する期間等を

聴取した上で、具体的な規則等の案を策定することとし

た。 

平成 28 年 10 月 19 日 

第 37 回原子力規制委員会 

規則等の改正案及びガイド案について意見募集の実施を決

定した。 

平成 29 年 4 月 5 日 

第 1 回原子力規制委員会 

規則等の改正案及びガイド案について決定した。 

平成 29 年 5 月 1 日 改正後の規則等が施行。 
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高エネルギーアーク損傷（HEAF）対策 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
平成 23 年 3 月の東北地方太平洋沖地震により東北電力株式会社女川原子力発電所 1 号

炉の高圧電源盤（6900V）において高エネルギーアーク損傷（HEAF）が発生し、同電源盤

に連結された他の電源盤にも損傷が及んだ。また、その後に火災が発生し、当該原子力発

電所の安全機能に影響を与えるトラブルが発生した。 

原子力規制庁は、安全研究プロジェクト（火災防護対策の高度化に係わる調査・試験（平

成 23～28 年度））において、電気盤の遮断器の遮断時間の調整等を行い、アーク放電の継

続時間を短縮すれば、アーク放電による爆発の影響を減少させるとともに、電気盤の発熱

を抑制し、アーク火災の発生を防止することが可能であるとの知見を得た。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・再処理施設の設計及び工事の方法の技術基準に関する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則及びその解釈 

・研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則及びその解釈 

・再処理施設の性能に係る技術基準に関する規則 

・原子力発電所の内部火災影響評価ガイド 

 
（２）審査・検査等の状況 
－ 

 
３．規制上の論点 
従来、実用発電用原子炉等の重要安全施設への電力供給に係る保安電源設備については、

既に火災の発生防止、感知、消火に加え、影響軽減として延焼を防止する設計がなされて

いる。また、機器の損壊、故障その他の異常の検知及びその拡大の防止として、電気系統

の機器の短絡等を検知し、遮断器等により故障箇所を隔離し、その安全機能への影響を限

定するとともに、多重性又は多様性の確保、及び独立性の確保がなされている。 
これらによって重要安全施設への電力供給は十分確保されるが、HEAF に関する研究成果

により得られた新たな知見を活用し、保安電源設備の信頼性のより一層の向上を図ってい

くことは重要であるため、保安電源設備のうち、重要安全施設への電力供給に係る電気盤

及び当該電気盤に影響を与えうる当該電気盤に連結された他の電気盤（重要安全施設以外

の安全施設への電力供給に係るもの。以下「対象電気盤」という。）を対象として HEAF に

関する規制基準を検討した。 
また、規則等の改正案に対する意見募集開始後に、非常用ディーゼル発電機の電気系統の

取扱いについて追加の検討を行う必要が生じ、新規制要件に関する事業者意見の聴取に係
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る会合等において議論を行った。課題は以下のとおり。 

 一部の実用発電用原子炉施設では、外部電源喪失時に原子炉冷却材喪失事故（LOCA）

が起こった場合には、非常用炉心冷却系（ECCS）からの水の注入を行うために非常用

ディーゼル発電機から給電し続けることを優先する、との考え方に基づき、過電流が

検出されても給電を遮断しない設計となっている。 

 当該設計の場合、高エネルギーアーク放電が発生した場合においても給電が継続する

こととなるため、アーク火災に至る可能性がある。 

議論の結果、以下のとおり規制要求の考え方を整理した。 
 事業者は、HEAF 対策の規制要求に異存はないとしている。また、非常用ディーゼル発

電機に接続される電気盤に HEAF 対策を行うことによる課題については、誤動作によ

る機器停止の可能性が生じるとの事業者の主張もあったが、他方、数分間で復旧可能

であるとしており、誤動作による機器停止よりもアーク火災による影響の拡大を防止

することを重視し、HEAF 対策を求めることとする。 

 非常用ディーゼル発電機に接続される電気盤については、事業者は、アーク火災の発

生の有無等を確認するための HEAF 試験を行った上で、非常用ディーゼル発電機の信

頼性を低下させるおそれの少ない具体的な対策を検討するとしていることから、HEAF

試験と対策の実施等に要する期間として、4 年を見込むこととする。 
 
４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
３．のとおり、従来の規制基準下でも重要安全施設への電力供給は十分確保されるための

対策がとられている。本件は、安全研究により得られた新たな知見を活用し、保安電源設

備の信頼性のより一層の向上を図っていくという位置付けのもの。 

経過措置の考え方については４．（２）③のとおり。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
１．及び３．のとおり。 

 
②改正内容 
（１）規則（改正対象は２．のとおり。） 

保安電源設備において、アーク放電による対象電気盤の損壊の拡大を防止することを要求

する。 

（２）解釈（改正対象は２．のとおり。） 

対象電気盤について、遮断器の遮断時間の適切な設定等により、アーク放電に起因する損

壊の拡大を防止できる設計とすることを求める。 

（３）ガイド 

高エネルギーアーク損傷（HEAF）に係る電気盤の設計に関する審査ガイドを制定した。 
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③経過措置、手続等 
改正後の規則は公布の日に施行するが、遮断器の交換等、施設の停止中にしか行えない事

業者の対応があることから、所要期間として施行から数年が見込まれることを踏まえ、 
 既設の実用発電用原子炉施設等については、施行から 2 年（非常用ディーゼル発電機

に接続される電気盤以外に対する措置に係る部分）又は 4 年（非常用発電機に接続さ

れる電気盤に対する措置に係る部分）以降の最初の施設定期検査の終了の日まで 
 建設中の実用発電用原子炉施設等については、施行日以降の運転開始の日の前日まで 

の経過措置期間を設けることとした。 
また、当該期間における改正後の規則を踏まえた申請についてはこれを妨げず、その許認

可等に当たっては改正規則を適用することとした。 
なお、非常用ディーゼル発電機に係る経過措置については、３．のとおり、規則の改正案

の意見募集開始後に追加の検討が必要となったため、公開会合で意見交換を実施し、経過

措置を含む規制上の取扱いを決定した。 
 
④改正後の事業者の対応 
工事計画（令和 2 年 4 月 1 日以降は設計及び工事の計画）の認可の申請を提出。 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
HEAF による影響の更なる程度等については引き続き安全研究や調査を行い、新たな知見

が得られた場合は、必要に応じて、更なる規制基準への反映を検討することとした。 
 
②事業者の具体的な対応 
－ 

 
５．参考 
・検討当時の担当者 
山田知穂原子力規制部長 
大村哲臣緊急事態対策監 
倉崎高明技術基盤課長 
佐々木晴子技術基盤課原子力規制専門職 
荒木真一原子力規制企画課長 
角谷愉貴総原子力規制企画課括係長 
椛島一安全技術管理官（システム安全担当）付技術研究調査官 

 他 
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・関連条文 

改正決定時の新旧対照表については以下資料を参照のこと。 

平成 29 年 7 月 19 日第 25 回原子力規制委員会 資料 1 

https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/00000255.html 

 

 
 
  

- 47 -



別添５ 

 
経緯 

平成 29 年 2 月 22 日 

第 62 回原子力規制委員会 

原子力規制庁は、安全研究において HEAF の現象解明を

行っており、電気盤の遮断器の遮断時間の調整等を行

い、アーク放電の継続時間を短縮すれば、アーク放電に

よる爆発の影響を減少させるとともに、電気盤の発熱を

抑制し、アーク火災の発生を防止することが可能である

ことを解明した。高エネルギーのアーク放電による電気

盤の損壊の拡大を防止することを規制要求するための改

正について、意見公募手続きを行うこととした。 

平成 29 年 5 月 24 日 

第 10 回原子力規制委員会 

原子力規制庁から、一部の発電所において、外電喪失時

に LOCA が起こった場合には、ECCS による注水を継続す

るために、電源である DG について過電流を検出しても

給電を遮断しない設計としており、アーク火災が発生す

る可能性がある旨報告。規制上の取扱いの検討のため、

事業者の意見聴取を行うための公開会合を行うこととし

た。 

平成 29 年 6 月 13 日及び 

同月 27 日 

新規制要件に関する事業者意

見の聴取に係る会合 

 

平成 29 年 7 月 7 日 

第 3 回主要原子力施設設置者

（被規制者）の原子力部門の

責任者との意見交換 

事業者との意見交換を実施。DG の HEAF 対策の規制要求

について異存なしの旨確認。 

平成 29 年 7 月 19 日 

第 25 回原子力規制委員会 

高エネルギーのアーク放電による電気盤の損壊の拡大を

防止することを規制要求するための改正について、意見

公募手続きで寄せられた意見に回答し、改正を決定し

た。 

平成 29 年 8 月 8 日 改正後の規則等が施行。 
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地震時の燃料被覆材の放射性物質の閉じ込め機能に係る措置 

事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針に基づく運転時の異常な過渡変化

に係る安全評価の判断基準の１つとして、内部事象に対し「燃料被覆管は機械的に破損し

ないこと」を定めている。他方、外部事象である地震の発生に伴い、外部電源喪失等の運

転時の異常な過渡変化が起こる可能性があることを踏まえれば、燃料被覆管に対して地震

の影響を考慮することが必要である。 

しかしながら、燃料被覆管については、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造

及び設備の基準に関する規則（設置許可基準規則）第 4 条（地震による損傷の防止）に基

づく明確な耐震重要度分類が定められていないことから、燃料被覆管に対する地震時の要

求事項を明確にし、規制基準への反映等について整理を行う必要があった。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 

・試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

・試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基づく原子力規制委員会の

処分に係る審査基準等 

・耐震設計に係る工認審査ガイド 

・発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針 

 
（２）審査・検査等の状況 
耐震設計に係る工認審査ガイドで適用可能としている（一社）日本電気協会の指針（原子

力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG4601・補-1984 等）を踏まえ、

従来は、燃料被覆管に対する地震時の要求事項として「崩壊熱の除去が可能な形状を保つ

こと」を要求しており、地震時に燃料被覆管が機械的に破損しないこと、つまりは「燃料

被覆管の閉じ込め機能が維持できること」は明確に要求していない。これは、「崩壊熱の

除去が可能な形状を保つこと」として、保守的な評価である、基準地震動 S2による地震力

を加味した燃料被覆管の 1 次応力が弾性範囲相当内であることを求めていることから、地

震時の運転時の異常な過渡変化により発生する 2 次応力を考慮しても、燃料被覆管の閉じ
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込め機能は維持できると考えてきたことによる。 

 
３．規制上の論点 
新規制基準の施行により、基準地震動 Ss が従来の基準地震動 S2 より大きくなり、「崩壊

熱の除去が可能な形状を保つこと」の判断基準値に対する裕度が相対的に小さくなってい

ることを踏まえ、地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能の維持に係る評価として、より精緻

化する観点から、地震力並びに地震力と重畳する可能性のある 1 次応力及び 2 次応力を加

味した評価を実施することを求める必要があった。 

 
４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
本件の検討に当たり、事業者に対して、燃料被覆管の閉じ込め機能の設計における地震力

の考慮の実状について、ヒアリングにおける聴取を行い、その結果、PWR の燃料体につい

ては、当時既に新規制基準適合性審査を終了した施設の燃料体で評価したところ、基準地

震動 Ss の地震による 1 次応力を加味した運転状態における応力が設計降伏点を下回って

おり、設計引張強さに対して十分な余裕があること、また、BWR の燃料体については、新

規制基準適合性審査を終了した施設がないため、過去に発生した地震を参考例に評価した

ところ、地震による 1 次応力を加味した場合でも発生する応力の増加が小さく「燃料被覆

管の閉じ込め機能」への影響は小さいと推定できることを確認した。 

また、地震による最大加速度が設計時の想定を超える程度がはるかに大きかった平成 19

年新潟県中越沖地震においても、地震発生前後の原子炉水の分析結果から、地震による燃

料の破損がないことが確認されていることも考慮した。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
１．、２．及び３．を踏まえ、通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時に、基準地震動 

Ss の地震が発生した場合でも、燃料被覆管の閉じ込め機能が維持できることを新たに要

求することとした。具体的には、耐震重要度分類 S クラスの耐震設計の考え方にならっ

て、その判断基準として、基準地震動 Ss の地震による 1 次応力を加味した運転状態にお

ける応力が設計引張強さを下回ること、また、弾性設計用地震動 Sd の地震による 1 次応

力を加味した運転状態における応力が設計降伏点を下回ることを、規制基準上明確に規定

するため、規則等の改正を行うこととした。 

 
②改正内容 
（１）実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則及び

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈並びにそれらの

解釈 

地震時における燃料被覆管の放射性物質の閉じ込め機能の維持については、基準地震動に
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よる地震力を考慮した評価を要求することから、設置許可基準規則第 4 条第 5 項並びに実

用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則第 5 条第 4 項として新たに規

定した。 

また、燃料被覆管の放射性物質の閉じ込め機能の評価に当たっては、耐震重要度分類 S ク

ラスの耐震設計の考え方にならうことから、設置許可基準規則の解釈第 4 条において、弾

性設計用地震動による地震力等との組合せ荷重に対して概ね弾性状態に留まること、及び

基準地震動による地震力との組合せ荷重に対して放射性物質の閉じ込め機能を維持する

ことを求めた。 

なお、併せて、設置許可基準規則及びその解釈の第 15 条（炉心等）において、規則と解

釈の表現に不整合があることから、整合を取り、要求事項の明確化を行うための改正も行

った。 

（２）試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則及びその

解釈 

地震時における燃料被覆管の放射性物質の閉じ込め機能の維持については、試験研究炉の

規則等において、施設ごとにその特徴に応じて燃料要素について耐震重要度分類を行い、

その重要度に応じた地震力に耐えることを要求していることから、規則等の改正を行う必

要はなかった。 

一方で、設置許可基準規則及びその解釈の第 15 条及び第 32 条（炉心等）については、規

則と解釈の表現に不整合があることから、整合を取るための改正を行った。 

（３）核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基づく原子力規制委員

会の処分に係る審査基準等 
上記改正に伴う反映を行った。 

 
③経過措置、手続等 
公布の日から施行するが、規則等の改正に伴う事業者の対応として、設置変更許可申請等

に係る所要の手続きが必要となることから、施設の運転の安全性に与える影響、事業者及

び規制当局の評価・確認等に要する期間等を踏まえ、経過措置として、施行から約２年後

（令和元年 9 月 30 日）までは適用しないこととした。 

 なお、当該期間における改正規則を踏まえた申請についてはこれを妨げず、その処分に

当たっては改正規則等を適用することとした。 
 
④改正後の事業者の対応 
設置変更許可申請等の必要な手続を行った。 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
- 
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②事業者の具体的な対応 
- 

 
５．参考 
・検討当時の担当者 

小野祐二安全規制管理官（PWR 担当） 

武山松次安全規制管理官（PWR 担当）付安全規制調整官 

山口道夫安全規制管理官（PWR 担当）付安全管理調査官 

正岡秀章安全規制管理官（PWR 担当）付安全審査官 

田口達也原子力規制企画課企画官 

 他 

 

・関連条文 

改正決定時の新旧対照表については以下資料を参照のこと。 

 平成 29 年 8 月 30 日第 33 回原子力規制委員会 資料 3 

 https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/00000265.html 

 
経緯 

平成 29 年 2 月 15 日 

第 61 回原子力規制委員会 

燃料被覆管に対する地震時の要求事項に係る対応について

了承。 

平成 29 年 6 月 21 日 

第 16 回原子力規制委員会 

規則等の改正案について意見募集の実施を了承。 

平成 29 年 8 月 30 日 

第 33 回原子力規制委員会 

規則等の改正案について決定。 

平成 29 年 9 月 11 日 改正後の規則等が施行。 
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地震時又は地震後に機能保持が要求される動的機器の明確化 

事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（以下「技術基準解釈」

という。）第 5 条第 2 項において、耐震重要施設に対しては、「基準地震動による地震力に

対し、施設の機能を維持していること又は構造強度を確保していること」を要求している。 

具体的には、耐震重要施設を構成する主要設備又は補助設備に属する機器のうち、地震時

又は地震後に機能保持が要求される動的機器（以下単に「動的機器」という。）について

は、耐震設計に係る工認審査ガイド（以下「耐震工認審査ガイド」という。）「４．６．２

動的機器」において、「基準地震動 Ss を用いた地震応答解析結果の応答値が動的機能保持

に関する評価基準値を超えていないこと」を定めており、その確認内容として、動的機器

の地震応答解析結果の応答値が、原子力発電所耐震設計技術指針（以下「JEAG4601」とい

う。）の規定を参考に設定されている評価基準値を超えていないこととしている。 

しかしながら、JEAG4601 においては、評価対象の動的機器が JEAG4601 の適用範囲と大き

く異なる場合の検討（以下「新たな検討」という。）の方法及び地震応答解析結果の応答

加速度（以下「評価用加速度」という。）が JEAG4601 に規定する、既往研究で機能維持の

確認がなされた入力又は応答加速度（機能確認済加速度）を上回る場合の検討（以下「詳

細検討」という。）の方法においてその耐震性評価の方法が明確になっていない動的機器

があり、従前の審査においては、これらに対する標準的な確認方法を明らかにしていなか

った。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

・研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

・耐震設計に係る工認審査ガイド 

 
（２）審査・検査等の状況 
１．のとおり。 

 
３．規制上の論点 
１．のとおり。 
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４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
審査経験を通じて明らかになった工事計画の審査における確認方法について、技術基準適

合性を判断するための一つの方法として明確化するための改正であり、施設の安全性に対

して緊急の影響を生じるものではない。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
平成 29 年 7 月 20 日第 488 回の原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合（以下

「審査会合」という。）において、関西電力株式会社に対し動的機器の機能維持評価の方

針を説明するように求め、同社は大飯発電所３，４号炉の工事計画認可申請のうち動的機

器について、新たな検討を要する機器（ポンプ）、詳細検討を要する機器（ファン）を対

象に、JEAG4601 における動的機器の耐震性評価方法の元となった、原子力発電耐震設計特

別調査委員会（社団法人 日本電気協会）の成果を参考に対象機器の異常要因分析を実施

し、当該分析に基づき抽出した評価項目における算出値が評価基準値を超えていないこと

を確認することにより当該動的機器の機能維持を説明した。また、同会合において、更田

委員長代理（当時）が動的機器のうち新たな検討又は詳細検討を要する機器について、事

務局において今回実施した確認方法を整理する作業を進め、既に新規制基準適合を確認し

た原子力発電所の工事計画についても確認を規制庁に指示した。また、平成 29 年 8 月 10

日第 495 回の審査会合において、JEAG4601 に規定している耐震設計評価手法の適用に当

たって、配管で支持された弁の動的機能維持評価については、当該配管の地震応答により、

当該弁に係る評価用加速度の増加が考えられる場合には、既往の研究等を参考に一定の余

裕を見込むこととした。 

以上の審査経験を通じて明らかになった、工事計画の審査における確認方法について、技

術基準適合性を判断するための一つの方法として明確化するため、技術基準解釈及び耐震

工認審査ガイドを改正することとした。 
 
②改正内容 
（１）実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 
技術基準解釈第 5 条に第 3 項を追加し、動的機器の機能維持の確認方法を明確化する。な

お、重大事故等対処施設については、技術基準解釈第 50 条において、第 5 条に準ずるも

のとしていることから、変更しない。 

（２）研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

研究開発段階発電用原子炉についても、動的機器の機能維持の確認方法を明確化する必要

があることから、研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の

解釈に対し、実用発電用原子炉と同様の改正を行う。 

（３）耐震設計に係る工認審査ガイド 

JEAG4601 上、動的機器の機能維持に係る具体的な評価方法が規定されていない場合、新た
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な検討及び詳細検討として、既往の研究等を参考に異常要因分析を実施し、当該分析に基

づき抽出した評価項目が評価基準値を超えていないことを求める。また、配管で支持され

た弁等の機器の動的機能維持評価に当たっては、当該配管の地震応答により、当該機器に

係る評価用加速度の増加が考えられる場合には、その影響を考慮し、一定の余裕を見込む

ことを求める。 
 
③経過措置、手続等 
原子力規制委員会決定の日から施行する。施行日前に既に新規制基準適合に係る工事計画

の認可を受けた実用発電用原子炉施設に対する改正後の解釈及びガイドの適用について

は、平成 30 年 11 月 30 日までの経過措置期間を設けることとした。ただし、該当施設の

設置者は、当該工事計画に本改正に係る記載を加えるため、経過措置期間中に工事計画（変

更）の認可を受けることとした。 
 
④改正後の事業者の対応 
工事計画（変更）の認可申請等の必要な手続を行った。 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
- 

 
②事業者の具体的な対応 
- 

 
５．参考 
・検討当時の担当者 
小野祐二安全規制管理官（実審） 
小山田巧実用炉審査部門安全規制調整官 

 他 
 
・関連条文  

改正決定時の新旧対照表については以下資料を参照のこと。 

 平成 29 年 11 月 15 日第 49 回原子力規制委員会 資料 2 

https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/00000289.html 
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経緯 

平成 29 年 9 月 20 日 

第 38 回原子力規制委員会 

技術基準解釈等の改正案について意見募集の実施を了承。 

平成 29 年 11 月 15 日 

第 49 回原子力規制委員会 

技術基準解釈等の改正を決定。 
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降下火砕物対策 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
関西電力美浜発電所３号炉の新規制基準適合に係る設置変更許可の審査書案の意見募集

において、ディーゼル発電機の降下火砕物対策に係る審査において参照しているアイスラ

ンド南部のエイヤフィヤトラ氷河火山で発生した大規模噴火における気中降下火砕物濃

度については、1980 年のセントへレンズ山の噴火で得られた観測データなど、当該観測

値を超える観測例も報告されていること等に関する意見が提出された。この意見を踏ま

え、当該意見中で指摘された観測例を用いて評価を行ったところ、施設の機能を確保でき

ることを確認した。 

また、原子力規制委員会における議論において、降下火砕物濃度に関する電力中央研究所

（電中研）の報告（数値シミュレーションによる降下火山灰の輸送・堆積特性評価法。平

成 28 年 4 月）等を踏まえ、最新知見の収集・分析や研究を進めて規制活動に反映すべき

か否か検討することとなった。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準 

・廃止措置段階の発電用原子炉施設における保安規定の審査基準 

・実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要

な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

・原子力発電所の火山影響評価ガイド 

 
（２）審査・検査等の状況 
降下火砕物については、新規制基準適合性審査において、原子力発電所の火山影響評価ガ

イド等を参照し、原子力発電所に影響を及ぼす火山事象として、施設の安全機能が損なわ

れないことを確認している。具体的には、 

①降下火砕物堆積荷重に対して、安全機能を有する構築物、系統及び機器の健全性が維持

されること 

②降下火砕物により、取水設備、原子炉補機冷却海水系統、格納容器ベント設備等の 

安全上重要な設備が閉塞等によりその機能を喪失しないこと 

③外気取入口からの火山灰の侵入により、換気空調系統のフィルタの目詰まり、非常用デ

ィーゼル発電機の損傷等による系統・機器の機能喪失がなく、加えて中央制御室におけ

る居住環境を維持すること 
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④必要に応じて、原子力発電所内の構築物、系統及び機器における降下火砕物の除去 

等の対応が取れること 

などの確認を行っている。 

美浜発電所３号炉の設置変更許可に係る審査においては、気中降下火砕物濃度として、

2010 年のアイスランドのエイヤフィヤトラ氷河火山における大規模噴火で観測された値

（3,241μg/m3）を参照していた。 
 
３．規制上の論点 
気中降下火砕物濃度に関する電中研や産業総合研究所（以下「産総研」という。）等の最

新の研究成果等について、新知見として規制に取り入れるべきかどうか、取り入れるとし

た場合どのような規則等の改正が必要となるのかが検討課題とされた。 
１．の原子力規制委員会における議論に基づき、原子力規制庁は、当時既に新規制基準へ

の適合に係る設置変更許可がなされていた川内原子力発電所１／２号炉、伊方発電所３号

炉、高浜発電所１～４号炉について、1980 年のセントへレンズ山の噴火で得られた観測デ

ータ（33,400μg/m3、上記エイヤフィヤトラ氷河火山における大規模噴火で観測された値

の約 10 倍）を用いた場合の影響を確認することを求めるとともに、上記電中研の研究報

告（富士宝永噴火に関する数値シミュレーションによる気中降下火砕物濃度として約 100

～1,000mg/m3。上記エイヤフィヤトラ氷河火山における大規模噴火で観測された値の約 30

～300 倍）に対する事業者の見解等の報告を求め、その結果を原子力規制委員会に報告し

た。 
これらの対応を踏まえ、降下火砕物の影響評価に関する考え方や規制への反映等について

検討を行うため、「降下火砕物の影響評価に関する検討チーム」（以下「検討チーム」とい

う。）を設置することとした。  
検討の過程で、従来のやり方によるハザード・レベルの設定が困難であることから、フィ

ルタ交換等による機能維持を評価するための気中降下火砕物濃度及び継続時間を、総合

的、工学的判断により参考濃度として設定すること、降下火砕物についてはダンパー（空

気流量制御弁）閉止等により一時的に停止すれば機器の損傷等は考え難いこと、数時間～

数日後に降灰が収まれば、安全機能を復旧できることから、施設・設備面の対応だけでは

なく、運用レベルでの対応もあわせて評価する必要があることなどが整理された。 

議論の結果、検討チームにおいて、「気中降下火砕物濃度等の設定、規制上の位置付け及

び要求に関する基本的考え方」をとりまとめ、これを基に規則等の改正を行うこととなっ

た。 
 
４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
検討チームにおいて、VEI5～6 規模（噴出量で 1～100km3 未満）の噴火による降下火砕物

の気中濃度によって共通要因故障が発生する可能性があり、設計・運用における対策の確

認が必要とされた。 
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一方で、セントへレンズ山の噴火で得られた観測データ等を踏まえても、機器の操作等の

対応が可能であることを事業者とのヒアリング等において確認していることから、本件に

よって直ちに原子炉施設を停止しなければならないような緊急性はないと判断された。 

経過措置の考え方については４．（２）③のとおり。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
１．及び３．のとおり。 

 
②改正内容 
３．に記載した基本的考え方を基に、以下の要求を行った。 

 火山現象による影響が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「火山影響等発

生時」という。）において、原子炉の停止等の操作を行えるよう、①非常用交流動力電

源設備の機能を維持するための対策、②代替電源設備その他の炉心を冷却するために

必要な設備の機能を維持するための対策、及び③交流動力電源喪失時に炉心の著しい

損傷を防止するための対策に係る体制整備を求め、これらについて保安規定に記載す

ることを求める。 

 上記対策に関しては、評価の際に、原子力発電所の火山影響評価ガイドに示す手法を

用いて求めた気中降下火砕物濃度（例えば、美浜発電所の場合、３号炉の新規制基準

適合に係る保安規定変更認可の前提とした値1は 2.63g/m3 であり、上記エイヤフィヤ

トラ氷河火山における大規模噴火で観測された値の 800 倍以上になる2。）や、降灰継

続時間（24 時間）等を踏まえるとともに、降灰による作業環境の悪化を想定する。 

個別の改正内容は以下のとおり。 

（１）規則（改正対象は２のとおり。） 
 火山影響等発生時における施設の保全活動のための体制整備を求める。 

 上記体制整備に関する事項を保安規定に記載することを求める。 

（２）解釈（改正対象は２のとおり。） 
 重大事故等対処設備の機能維持について、気中降下火砕物に関しては、その特性を踏

まえた対策を講じる必要があることから、記載の明確化を行う。 

（３）審査基準（改正対象は２のとおり。） 

 上記規則で要求する保安規定記載事項に係る審査基準を追加する。 

 降下火砕物の到達が予測される場合であって、原子炉の停止等の操作を行うときに、

当該操作に係る手順を整備することを求める。 

（４）ガイド（改正対象は２のとおり。） 

 
1 当該値は、降灰層厚 10cm に相当する気中降下火砕物濃度（1.75g/m3）を、大山生竹テフラの噴出規模の見直しの議論を踏まえて降灰

層厚が増加することをあらかじめ考慮して割り増ししたものである。 
2 その後、大山生竹テフラの噴出規模の見直しに係る美浜発電所３号炉の設置変更許可の審査の中で、降灰層厚の変更（10cm から 22cm

に増加）を反映した気中降下火砕物濃度（3.91g/m3）を想定しても、非常用ディーゼル発電機のフィルタ取替等必要な対策が実施可能

であること等を確認している。 
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 外気取入口からの気中降下火砕物の侵入に対する機能維持評価を行う際に用いる濃

度の推定手法を追加する。 

 
 
③経過措置、手続等 
改正後の規則の公布の日から施行。 
改正に伴う事業者の対応としては、保安規定の変更認可申請等に係る所要の手続が必要と

なる。このため、施設の運転の安全性に与える影響、事業者及び規制当局の評価・確認等

に要する期間等を踏まえ、経過措置として、施行日前に既に新規制基準適合性に係る保安

規定の変更の認可を受けている者は、平成 30 年 12 月 31 日までの間は、なお従前の例に

よることとした。 
なお、当該期間における改正規則を踏まえた申請についてはこれを妨げず、その処分に当

たっては改正後の規定を適用することとした。 
 
④改正後の事業者の対応 
保安規定の変更認可申請の手続を行った。 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 

－ 

 
②事業者の具体的な対応 
 － 

 
５．参考 
・検討当時の担当者 
山形浩史長官官房審議官 
小林恒一長官官房技術基盤グループ安全技術管理官（地震・津波担当） 
岩永宏平長官官房技術基盤グループ技術基盤課課長補佐 
安池由幸安全技術管理官（地震・津波担当）付専門職 
西来邦章安全技術管理官（地震・津波担当）付技術研究調査官 
梶本光廣安全技術管理官（シビアアクシデント担当） 
建部恭成安全規制管理官（ＰＷＲ担当）付安全審査官 
村上玄安全規制管理官（ＢＷＲ担当）付安全審査官 
他 
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・関連条文 

改正決定時の新旧対照表については以下資料を参照のこと。 

 平成 29 年 11 月 29 日第 52 回原子力規制委員会 資料 1 

 https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/00000292.html 

 
経緯 

平成 28 年 10 月 5 日 

第 35 回原子力規制委員会 

美浜発電所 3 号炉の審査書案に対する意見募集において、

気中降下火砕物濃度に関する意見が提出された。また、原

子力規制委員会委員から、気中降下火砕物濃度に関して、

平成 28 年 4 月に電中研が公表した富士宝永噴火に関する数

値シミュレーションに係る研究報告等について内容を分析

した上で、規制に反映するべきかどうかという判断を今後

進めていってほしい旨指摘がなされた。  

平成 28 年 10 月 19 日 

第 21 回技術情報検討会 

火山灰濃度に関する新知見として、電中研等の最新の研究

成果等の報告がなされた。 

また、委員から、引き続き最新知見の収集・分析等を進め

て継続して検討するとともに、既に設置変更許可を行った

発電用原子炉施設については、美浜発電所 3 号炉と同様の

評価確認を行うように指摘がなされた。 

平成 28 年 10 月 26 日 

第 40 回原子力規制委員会 

以下の取組方針案について了承された。 

① 新規制基準に適合した（許可済）発電用原子炉施設に対

して、1980 年のセントへレンズ山の噴火で得られた観

測データを用いて施設の機能に対する影響評価を行うこ

とを事業者へ求め、ヒアリングによって結果を聴取する

こと 

② 電中研等の報告書の妥当性を確認した上で、ガイド等の

改正要否の検討、上記報告書に対する事業者への意見を

聴取すること 

平成 28 年 11 月 16 日 

第 43 回原子力規制員会 

上記①に係る評価結果等（フィルタ交換によりディーゼル

発電機の機能を確保できる。）について報告がなされた。 

平成 29 年 1 月 25 日 

第 57 回原子力規制委員会 

上記②に係る意見について報告がなされた。 

また、発電用原子炉施設の機器等への降下火砕物の影響評

価に関する考え方を検討するに当たり、検討チームを設置

することについて議論がなされた。 

平成 29 年 2 月 15 日 

第 61 回原子力規制委員会 

第 57 回の原子力規制委員会の議論を踏まえて、以下のとお

り検討チームを設置し、考え方をとりまとめることとされ

た。 
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 原子力規制委員会委員及び原子力規制庁職員を構成員と

する降下火砕物検討チームを設け、公開の場で議論する

とともに、資料を原則公開する。 

 必要に応じ、外部専門家及び事業者から意見を聴取し参

考とする。 

平成 29 年 3 月 29 日、5 月

15 日、6 月 22 日 

降下火砕物の影響評価に関

する検討チーム 

降下火砕物の影響評価に関する考え方を検討した。 

平成 29 年 7 月 19 日 

第 25 回原子力規制委員会 

上記検討チームの取りまとめ結果として「気中降下火砕物

濃度等の設定、規制上の位置付け及び要求に関する基本的

な考え方」の報告がなされ、上記考え方について、必要に

応じて事業者に対して意見を聴取した上で、具体的な規則

等の案を策定し、原子力委員会に諮ることとした。 

平成 29 年 9 月 20 日 

第 38 回原子力規制委員会 

上記考え方を反映した規則等の改正案に係る意見公募手続

について了承された。 

平成 29 年 11 月 29 日 

第 52 回原子力規制委員会 

 上記規則等の改正について決定した。 

平成 29 年 12 月 14 日 改正後の規則等が施行。 

 

- 62 -



別添９ 

柏崎刈羽原子力発電所６／７号炉の新規制基準適合性審査を通じて得られた

技術的知見の反映 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
東京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電力」という。）柏崎刈羽原子力発電所

６／７号炉の新規制基準適合に係る設置変更許可の審査を通じて、様々な技術的知見を得

た。そのうち、以下の重大事故等対策は、従来の規制基準において必ずしも明確に要求さ

れているものではないが、同基準の目的を達成するものとして合理的かつ適切なものであ

るため、他の BWR の審査においても同等の対策を求めることが適当であることから、追加

の規制要求として規制基準に反映することとした（（４）については、従来の規制基準が

要求している有効性評価に係る要求を超えるものではないため、規制基準への反映は行わ

ないものの、柏崎刈羽原子力発電所の審査を通じて得られた重要な技術的知見として、他

の BWR の審査において活用することとした。）。 

（１）格納容器の過圧破損を防止するための格納容器代替循環冷却系 

規制基準は、炉心の著しい損傷が発生した場合において格納容器の過圧による破損を防止

するために必要な設備として、BWR については格納容器圧力逃がし装置又はこれらと同等

以上の効果を有する設備の設置を要求している。この要求に対し、東京電力は、格納容器

圧力逃がし装置に加えて、格納容器の閉じ込め機能を維持しながら圧力及び温度を低下さ

せることができる代替循環冷却系を新たに整備するとし、これらの設備を用いた手順等を

整備するとした。 

（２）使用済燃料貯蔵槽から発生する水蒸気による悪影響を防止するための対策 

規制基準は、重大事故等対処設備について、重大事故等が発生した場合の使用条件で必要

な機能を有効に発揮するものであること、工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさな

いものであること等を要求している。この要求に対し、東京電力は、全交流動力電源喪失

等の重大事故等が発生した場合に使用済燃料貯蔵槽の冷却機能が同時に喪失することを

想定し、これにより発生する水蒸気が原子炉建屋内の他の重大事故等対処設備に悪影響を

及ぼすことを防止するため、代替補機冷却系を介して使用済燃料貯蔵槽を除熱することが

できる対策を新たに整備するとし、必要な手順等を整備するとした。 

（３）原子炉制御室の居住性を確保するためのブローアウトパネルの閉止機能 

規制基準は、重大事故が発生した場合においても運転員が原子炉制御室にとどまることが

できるよう、原子炉制御室に必要な設備を設けることを要求している。この要求に対し、

東京電力は、原子炉制御室の居住性を確保するため、原子炉制御室に遮蔽及び陽圧化装置

等を整備するとともに、非常用ガス処理系の運転時に原子炉建屋ブローアウトパネルが遠

隔又は現場において手動で閉止できるよう整備するとした。 

（４）全交流動力電源喪失を想定した事故シーケンスグループの分割 

規制基準は、炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価について、BWR に
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おける全交流動力電源喪失を想定した事故シーケンスグループでは、交流動力電源が 24

時間使用できない条件で評価することを要求している。この要求に対し、東京電力は、原

子炉隔離時冷却系の機能喪失要因に着目して 4 つの事故シーケンスグループに分割し、そ

れぞれ有効性評価を実施した。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（設置許

可基準規則） 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（技術基準規則） 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈

（設置許可基準規則解釈） 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（技術基準規則解

釈） 

・実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要

な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（重大事故等技術的能力審査

基準） 

・実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価に

関する審査ガイド（有効性評価ガイド） 

 
（２）審査・検査等の状況 
１．のとおり。 

 
３．規制上の論点 
１．のとおり。 

 
４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
本改正によって新たに要求される事項については、従来の規制基準において必ずしも明確

に要求されているものではないが、同基準の目的を達成するものとして合理的かつ適切な

ものであるため、他の BWR の審査においても同等の対策を求めることが適当であること、 

特に格納容器の過圧破損を防止するための格納容器代替循環冷却系については、環境への

影響の観点から、安全上重要であること等を踏まえ、規制基準として要求することとした。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
１．のとおり。 
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②改正内容 
改正対象は２．（１）のとおり。 

（１）原子炉格納容器の過圧破損を防止するための対策 

炉心の著しい損傷が発生した場合における原子炉格納容器の過圧による破損を防止す

るために必要な設備として、原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納容器

の圧力及び温度を低下させる設備を要求する。さらに、炉心の著しい損傷が発生した場

合において短時間で原子炉格納容器が過圧破損に至るおそれがある発電用原子炉施設

には、上記に加えて原子炉格納容器内の圧力を大気に逃がす設備を要求する。具体的な

規則等の改正内容は以下のとおり。 

①設置許可基準規則及び技術基準規則 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するため原子炉格納容器バウンダリを維持しなが

ら原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させる設備を求める。さらに、炉心の著しい

損傷が発生した場合に短時間で原子炉格納容器が過圧破損に至るおそれがある発電

用原子炉施設には、上記に加えて、原子炉格納容器内の圧力を大気中に逃がす設備を

求める。加えて、これらの設備が共通要因によって同時に機能が損なわれない措置を

講じることを求める。（設置許可基準規則第 50 条、技術基準規則第 65 条） 

②設置許可基準規則の解釈及び技術基準規則の解釈 

原子炉格納容器バウンダリの維持を限界圧力及び限界温度における漏えい率を超え

ずに放射性物質を閉じ込めておくこととし、原子炉格納容器バウンダリを維持しなが

ら原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させる設備として、代替設備を用いた原子炉

格納容器の冷却及び除熱を行う系統（格納容器代替循環冷却系）及び格納容器再循環

ユニットを設置することを求める。加えて、原子炉格納容器の容積が小さく炉心損傷

後の事象進展が速い発電用原子炉施設には、格納容器圧力逃がし装置を設置すること

を求める。また、これらの設備について、可能な限り独立性を有し、位置的分散を図

ることを求める。 

③重大事故等技術的能力審査基準 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順として、格納容器代替循環冷却系又

は格納容器再循環ユニットが格納容器圧力逃がし装置よりも優先して実施される手

順であることを求める。 

④有効性評価ガイド 

格納容器過圧・過温破損の対策例に格納容器代替循環冷却系を追加する。 

 

（２）使用済燃料貯蔵槽から発生する水蒸気による悪影響を防止するための対策 

重大事故等が発生した場合における使用済燃料貯蔵槽の水の蒸発による重大事故等対

処設備への悪影響を防止するための手順等を明確化する。具体的な規則等の改正内容は

以下のとおり。 

①重大事故等技術的能力審査基準 

重大事故等発生時に使用済燃料貯蔵槽で発生した水蒸気が重大事故等対処設備に悪
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影響を及ぼす可能性がある場合には、当該悪影響を防止するために必要な手順等を整

備することを求める。 

 

（３）原子炉制御室の居住性を確保するための対策 

原子炉制御室内の居住性を確保するため、原子炉制御室以外にも運転員を適切に防護す

るために必要な設備を設置することを要求する。具体的な規則等の改正内容は以下のと

おり。 

①設置許可基準規則及び技術基準規則 

発電用原子炉施設に、著しい炉心の損傷が発生した場合でも原子炉制御室に運転員が

とどまるために必要な設備を設置することを求める。（設置許可基準規則第 59 条、技

術基準規則第 74 条） 

②設置許可基準規則の解釈及び技術基準規則の解釈 

原子炉制御室の運転員を適切に防護するために必要な設備として、以下の措置を求め

る。 

・原子炉制御室の居住性を確保するために原子炉格納容器から漏えいする空気中の

放射性物質の濃度を低減する必要がある場合には、非常用ガス処理系等又はアニュ

ラス空気再循環設備等を設置すること。 

・原子炉制御室の居住性を確保するためにブローアウトパネルを閉止する必要があ

る場合は、現場において、人力により容易かつ確実に閉止操作ができること。 

 
③経過措置、手続等 
公布の日に施行するが、施行日前に既に新規制基準適合に係る工事計画の認可を受けた実

用発電用原子炉については、平成 31 年 1 月 1 日以後最初の施設定期検査を終了した日ま

での間は、なお従前の例によることとした。ただし、この期間における改正後の規則を踏

まえた申請についてはこれを妨げず、その許認可等に当たっては改正後の規則を適用する

こととした。 

 
④改正後の事業者の対応 
設置変更許可申請等の必要な手続を行った。 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
－ 

 
②事業者の具体的な対応 
－ 
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５．参考 
・検討当時の担当者 
山田知穂原子力規制部長 
小野祐二安全規制管理官（実用炉審査担当） 
小山田巧実用炉審査部門安全規制調整官 
川﨑憲二実用炉審査部門安全管理調査官 
照井裕之実用炉審査部門安全審査官 

 他 

 

・関連条文 
改正決定時の新旧対照表については以下資料を参照のこと。 

 平成 29 年 11 月 29 日第 52 回原子力規制委員会 資料 2 

 https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/00000292.html 

 
経緯 

平成 29 年 9 月 13 日 

第 37 回原子力規制委員会 

柏崎刈羽原子力発電所６／７号炉の新規制基準適合に係る

設置変更許可の審査結果の原子力規制委員会における説明

において、当該審査を通じて得られた技術的知見を踏まえて

規制基準を明確化又は改定すべき事項があることから、当該

審査結果と併せてこれらの事項の説明も行うとの方針につ

いて了承。 

平成 29 年 10 月 4 日 

第 41 回原子力規制委員会 

柏崎刈羽原子力発電所６／７号炉の新規制基準適合に係る

設置変更許可の審査書案に対する意見募集手続に関する原

子力規制委員会において、当該審査を通じて得られた技術的

知見の規制基準への反映のため、規則等の改正を行うとする

対応方針について了承。 

平成 29 年 10 月 18 日 

第 44 回原子力規制委員会 

規則等の改正案について意見募集の実施を了承。 

平成 29 年 11 月 29 日 

第 52 回原子力規制委員会 

規則等の改正について決定。 

平成 29 年 12 月 14 日 改正後の規則等が施行。 
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溢水による管理区域外への漏えいの防止 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
平成 28 年 11 月に福島第二原子力発電所 1～4 号炉の使用済燃料貯蔵槽において、地震に

伴う水面の揺動（以下「スロッシング」という。）による溢水事象が発生し、排気ダクト

に流入した放射性物質を含む水が、ダクトに設けた止水設備を越えて非管理区域に向かっ

て流れ出す事象が発生した。本事象では、水は非管理区域に達していないが、条件によっ

ては放射性物質を含む汚染水が管理区域外に漏えいする可能性が認識された。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 

・研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

・研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 

・試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

・試験研究の用に供する原子炉等の設計及び工事の方法の技術基準に関する規則 

・試験研究の用に供する原子炉等の性能に係る技術基準に関する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

・研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

の解釈 

・研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

・試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 
（２）審査・検査等の状況 
実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等は、発電

用原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包する容器又は配管の破損によって放射性

物質を含む液体があふれ出た場合に、当該液体が管理区域外に漏えいしないことを求めて

いたが、スロッシングその他の要因によるものは明確には規定していなかった。 

 
３．規制上の論点 
１．及び２．（２）のとおり。 
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４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
運転中の原子炉施設については、新規制基準適合性審査等において、スロッシングに対し

ても管理区域外への漏えい防止措置が適切に実施されていることを確認している。また、

審査中及び未申請の発電用原子炉施設については、事業者からのヒアリングにより、堰の

設置や貫通部の閉止等により、スロッシングによる管理区域外への漏えい対策が行われた

こと又は、行われる予定であることを面談により確認している。したがって、安全上の緊

急性の程度が高いとはいえない。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
１．及び２．（２）を踏まえ、放射性物質を含む液体を内包する配管、容器その他の設備

から、当該液体があふれ出た場合においても管理区域外へ漏えいすることを防止すること

を規制基準上明確に要求することとした。 

 
②改正内容 
放射性物質を含む液体を内包する配管、容器その他の設備から、当該液体があふれ出た場

合においても管理区域外へ漏えいすることを防止することを要求する。実用発電用原子施

設については、実用発電用原子炉施設及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈及び実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈

において、規制対象として使用済燃料貯蔵プール、使用済燃料貯蔵ピット、サイトバンカ

貯蔵プール等を例示する。 

対象とする施設は、実用発電用原子炉施設、研究開発段階発電用原子炉施設及び試験研究

用等原子炉施設とする。 

改正対象は２．（２）のとおり。 

 
③経過措置、手続等 
公布の日に施行するが、本改正に伴い、事業者は設置変更許可申請等に係る所要の手続及

び措置が必要となるため、当該手続及び措置に要する期間等を踏まえ、経過措置として、

施行から１年後までは適用しないこととした。ただし、当該期間における改正規則を踏ま

えた申請等についてはこれを妨げず、その申請等に対する許認可等に当たっては改正規則

を適用すること、改正規則の施行前に、本改正に係る工事に着手し、施行時点で完了して

いないものにあっては、施行後も工事の継続は可能とすることとした。 
 
④改正後の事業者の対応 
設置変更許可申請等の必要な手続を行った。 
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（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
－ 

 
②事業者の具体的な対応 
－ 

 
５．参考 
・検討当時の担当者 
田口達也原子力規制企画課企画官 
鳶澤雄二原子力規制企画課長補佐 
佐々木晴子技術基盤課企画調整官 
岩澤大技術基盤課課長補佐 

 他 
 
・関連条文 

改正決定時の新旧対照表については以下資料を参照のこと。 

 平成 30 年 1 月 24 日第 60 回原子力規制委員会 資料 1 

 https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/00000303.html 

 
経緯 

平成 28 年 11 月 22 日 

 

地震により福島第二原子力発電所の使用済燃料貯蔵槽にお

いてスロッシングが発生し、排気ダクトを通じて放射性物

質を含む液体が管理区域外向かって流出（管理区域外には

未到達。）。 

平成 29 年 11 月 29 日 

第 52 回原子力規制委員会 

規則等の改正案について意見募集の実施を了承。 

平成 30 年 1 月 24 日 

第 60 回原子力規制委員会 

規則等の改正案について決定。 

平成 30 年 2 月 20 日 改正後の規則等が施行。 
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火災感知器の設置要件の明確化に係る対応 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
平成 30 年第 1 四半期に実施した原子力発電所の保安検査において、火災区画として設定

されたエリアの自動火災報知設備の熱感知器の設置状況について、消防法令に定められた

設置基準と異なる方法で設置されているため、あわせて設置されている煙感知器と性能に

ばらつきがある例が確認された。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準 

 
（２）審査・検査等の状況 
「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（以下「火災防護審査

基準」という。）は、原子炉施設内の火災区域又は火災区画に設置される安全機能を有す

る構造物、系統及び機器を火災から防護するため、早期の火災感知及び消火を目的とし、

固有の信号を発する異なる種類の感知器又は同等の機能を有する機器を組み合わせて設

置することを要求しており、審査及び検査について当概要求への適合性を確認していた。 

 
３．規制上の論点 
消防法は、火災等から生命、身体、財産を保護することを目的としており、感知器には、

「初期拡大抑制性能」、「避難安全性能」を求めている。この性能を満たすため、消防法令

においては、感知器の設置基準とともに、感知器の性能が定められている。そして、火災

防護審査基準において要求する早期感知及び早期消火は、消防法令で求めているこの「初

期拡大抑制性能」（火災を感知し、消火器等によって消火ができる時間を確保）と同様の

趣旨である。 

火災防護審査基準においては、煙の多く出る「無炎火災」と煙がほとんどでない「有炎火

災」の両方に対応できるよう複数の感知器（例：熱感知器と煙感感知器）又は同等の機能

を有する機器を組み合わせて、早期の火災感知及び消火のために設置することを求めてい

るが、その設置方法の詳細について規定していなかった。 

火災区域又は火災区画においては、火災防護対象となる構築物、系統及び機器以外にも可

燃物が存在しうることに鑑みれば、固有の信号を発する異なる種類の感知器又は感知器と

同等の機能を有する機器は、火災防護対象機器等の周辺のみではなく、火災区域又は火災

区画の全域を適切に網羅するように設置されることが必要であり、それぞれが消防法令の

設置要件と同等の要件に基づいて設置する等について、従来の規定に加えて求める必要が
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あった。 

これを踏まえ、火災防護審査基準に感知器等の設置要件を追記することにより、原則とし

て自動火災報知設備の感知器等を消防法令の設置要件と同等の要件に基づいて設置する

等を明確化することとし、以下の対応を行うこととした。 

・公開の場で事業者の火災感知器等の設置についての考え方を把握するとともに、上記の

ように火災防護基準の見直す方針について意見交換を行う。 

・事業者との意見交換を踏まえて規制委員会としての対応案を整理するとともに、火災防

護基準改正案を策定し委員会に諮る。 

 
４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
３．及び４．（２）③参照。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
３．に記載した対応方針により、原子力発電所における火災感知器の設置要件に係る会合

において、事業者の考え方を聴取した。事業者からは、 

・従来の火災防護対策の基本方針は、火災区画内を一様に設計するのではなく、防護対象、

火災発生リスク、想定される火災の性状等を考慮して、設備、運用両面の最適な組み合

わせにより対策を実施し、安全機能を確保することとしてきており、従来の火災防護審

査基準への適合性は満たしていると考えていること 

・改正による新たな要求は、火災区画内の火災リスクを一様に捉えたものであり、従来設

計の思想とは、この点において異なるものであり、更なる安全向上のためのバックフィ

ットであると認識していること 

・仮に異なる感知器を設置する場合に、同等の機能を有すると評価できるケースの考え方

を含めた設置の方針 

などの意見・説明があった。 

また経過措置等に係る意見の聴取も行った（４．（２）③参照。）。 

 
②改正内容 
火災を早期に感知できるよう固有の信号を発する異なる種類の火災感知設備をそれぞれ

設置するに当たって、消防法令に規定がある感知器についてはそれぞれが火災区域全域を

カバーするように消防法令に従い設置するとともに、消防法令に規定のない火災感知設備

については消防法令と同等以上の感知性能及び区域内の網羅性により設置することを明

確化するため、火災防護審査基準を改正する。また、併せて審査経験を踏まえた要求事項

の明確化に係る改正も行った。 
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③経過措置、手続等 
３．に記載した対応方針により、原子力発電所における火災感知器の設置要件に係る会合

において、対応に必要となる期間等を事業者から聴取したところ、 

・追加設置が必要な感知器の概算と、過去の工事実績から、現地調査、申請、審査期間及

び作業工程を勘案し、本件に係る工事計画認可後、5 年以降の定期検査の終了までの期

間が必要 

・本件に係る新たな要求は安全性向上を目的としたものであり、現在工事中や許認可審査

中のプラントの再稼働や特重施設の供用開始までにバックフィットへの適合が求めら

れることがないようにしてほしい 

・なお、当該期間においては、可燃物管理を徹底して実施する 

との意見・説明があった。 

これらを踏まえ、改正後の火災防護審査基準については原子力規制委員会決定後速やかに

施行するが、施行から 5 年以降最初に定期検査を終了するとき又は施行から 5 年以降に運

転を開始するときまでの経過措置期間を設けることとした。ただし、当該期間における改

正を踏まえた申請については、それを妨げず、その認可に当たっては改正後の基準を適用

すること、施行前に、事業者が自主的な取組として今回の改正内容に相当する工事に着手

し、施行時点で完了していない場合にあっては、施行後も工事の継続は可能とすることと

した。また、経過措置期間中の事業者の可燃物管理については、現地において確認してい

くこととした。 
なお、併せて実施した審査経験を踏まえた要求事項の明確化に係る改正については、要求

内容を変更するものではないことから、経過措置は設けなかった。 
 
④改正後の事業者の対応 
設計及び工事の計画の認可申請等の必要な手続を行っている。 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
原子力発電所における火災感知器の設置要件に係る会合において聴取した事業者の対応

方針（火災感知器が火災防護対象機器等、火災源をカバーするように設置されていること。

また、可燃物を置かないとしている火災区域・区画に、可燃物を置かないような管理が徹

底されていること。）について、稼働中の原子力発電所から各事業者 1 施設ずつ抽出し、

現場確認を行った。 

 
②事業者の具体的な対応 
- 
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６．参考 
・検討当時の担当者 

 山田知穂原子力規制部長 

 市村知也原子力規制企画課長 

大嶋文彦原子力規制企画課火災対策室長 

北嶋勝彦原子力規制企画課火災対策室室長補佐 

蔦澤雄二原子力規制企画課課長補佐 

平田雅巳実用炉監視部門上席監視指導官 

岩永宏平技術基盤課課長補佐 

 他 

 

・関連条文 

改正決定時の新旧対照表については以下資料を参照のこと。 

 平成 31 年 2 月 13 日第 59 回原子力規制委員会 資料 2 

https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/00000406.html 
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経緯 

平成 30 年第 1 四半期 

 

保安検査において、火災区画として設定されたエリアの自

動火災報知設備の熱感知器の設置状況について、消防法令

に定められた設置基準と異なる方法で設置されている事例

を確認。 

平成 30 年 9 月 12 日 

第 29 回原子力規制委員会 

火災感知器の設置要件の明確化に係る今後の対応について

了承。 

平成 30 年 10 月 30 日及び

同年 11 月 27 日 

原子力発電所における火災感知器の設置要件に係る会合を

開催し、事業者の意見等を聴取。 

平成 30 年 12 月 12 日 

第 47 回原子力規制委員会 

火災防護審査基準の改正案について意見募集の実施を了

承。 

平成 31 年 2 月 13 日 

第 59 回原子力規制委員会 

火災防護審査基準の改正について決定。 
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大山生竹テフラの噴出規模の見直し 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
原子力規制庁では安全研究として、実用発電用原子炉の火山事象に係る安全規制の高度化 

に向け、火山活動可能性を評価するための手法の整備に必要な知見の収集を進めていた。

その中で、大山火山を事例とした調査を行い、その過程で必要な噴出量の基となる大山火

山起源の降下火砕堆積物（大山生竹テフラ（DNP）等）の分布について、新規制基準適合

性審査における火山灰の層厚の評価に用いられていた既存の知見と異なり、火山灰の分布

範囲がより広範囲に示されることから、当該研究の根拠となった層厚に関する既往文献デ

ータに不確実さが伴うものの、DNP の噴出量について既知見とは異なる可能性があること

が示唆された。 

これを踏まえ、若狭地域の原子力発電所の新規制基準適合性審査の際の火山影響評価にお

いて DNP の噴出量を考慮した数値シミュレーションを行っている関西電力に対して、その

根拠となる DNP の火山灰分布について情報収集を行うことを求めることとした。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・原子力発電所の火山影響評価ガイド 

 
（２）審査・検査等の状況 
新規制基準適合性審査では、火山影響評価として火山灰の層厚の評価を行っており、原子

力発電所の火山影響評価ガイドを参照し、地質調査や文献調査等から評価された火山灰の

層厚を確認するとともに、敷地周辺において火山灰の堆積が確認されない場合は、数値シ

ミュレーション等により火山灰の層厚を求めている。 

若狭地域の原子力発電所の新規制基準適合性審査の際の火山影響評価では、地質調査や文

献調査の結果から、噴出源が特定できない火山灰として 10 ㎝以下の層厚が確認された。

さらに、噴出源が特定できる火山灰については地質調査の結果、厚く堆積するものは確認

されていないが、発電所運用期間中の噴火規模を想定し、DNP の噴出量を考慮した数値シ

ミュレーションも行ったうえで火山灰の層厚を 10 ㎝と評価していることを確認してい

た。 
 
３．規制上の論点 
DNP の火山灰分布に係る関西電力の調査結果を受けて、原子力規制委員会は調査地点の一

つである京都市越畑地点の DNP の最大層厚を 26cm とみなすことができると判断した。ま

た、事業者との意見交換を行って事業者の意見を聴取するとともに、当該意見交換におい
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て議論した内容を確認するため現地調査を実施した。その結果、京都市越畑地点の DNP の

降灰層厚は 25cm 程度であること、及び DNP の噴出規模は既往の研究で考えられてきた規

模を上回る 10km3 以上と考えられることを新知見として認定した。 

原子力規制委員会は、当該新知見が、、関西電力の原子力発電所における敷地の降下火砕

物の最大層厚に影響を与え、その結果、新規制基準適合に係る設置変更許可の評価に用い

た前提条件に有意な変更が生じる可能性があると考えられることから、関西電力に対し、

越畑地点等の 7 地点における下表の DNP の降灰層厚に基づく DNP の噴出規模の評価及び

当該評価結果を踏まえた、不確かさケースも含め既許可の設置変更許可申請書と同一の方

法による大山火山の降下火砕物シミュレーションに基づく原子力発電所（高浜発電所、大

飯発電所及び美浜発電所）ごとの敷地における降下火砕物の最大層厚の評価について、報

告徴収命令を発出した。関西電力の報告については、公開の会合における確認などを行っ

た。その概要は、DNP の噴出量規模は最大で 11km3 程度と算出されること、当該噴出規模

を基にした降灰層厚は既許可の 10cm から（発電所によって異なるが）20cm 前後の値にな

り得ること（その後の設置変更許可の審査の結果、各発電所における降灰層厚は、高浜発

電所は 27cm に、大飯発電所は 25cm に、美浜発電所は 22cm にそれぞれ増加した。）、DNP と

大山倉吉テフラ（DKP）は約 8～5.5 万年前の期間に発生した一連の巨大噴火であったと考

えられることなどから、発電所運用期間中に今回噴出量を算出した DNP 規模の噴火の可能

性は十分低いと考えられることなどであった。一方で、原子力規制庁は、噴出規模及び降

灰層厚の評価結果から、少なくとも発電所の安全機能に影響を及ぼしうる火山事象に係る

基本設計方針に影響があり得ると評価した。また、DNP と DKP を一連の巨大噴火とするこ

とは適切でないと考えられ、既許可と同様、原子力発電所の運用期間中に DKP 規模相当の

噴火の可能性は十分低いと評価するが、繰り返し生じている DNP を含むその他の噴火を考

慮することが適切であると評価した。これを踏まえ、原子力規制委員会において、DNP の

噴出規模は 11km3程度と見込まれること、及び DKP と DNP が一連の巨大噴火であるとは認

められず、上記噴出規模の DNP は関西電力の原子力発電所の火山影響評価において想定す

べき自然現象であることを認定した。 

 
４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
原子力規制委員会は、 

①DNP の噴出規模の噴火の発生が差し迫った状況にあるか 

②同噴火の発生を予測した場合における本件各原子炉施設が受ける影響の有無・及び程度

を検討した。 

①については、大山は活火山ではなく噴火が差し迫った状況にあるとはいえないこと、 

②については、DNP の噴出規模の噴火による降下火砕物により、関西電力の原子力発電所

が大きな影響を受けるおそれがあるとはいえないことを踏まえ、施設の使用を停止させる

必要性を根拠づける現実的な危険性があるとはいえないと判断し、施設の使用停止は命じ

なかった。 
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（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
－ 

 
②改正内容 
－ 

 
③経過措置、手続等 
－ 

 
④改正後の事業者の対応 
－ 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
令和元年 5 月 29 日、認定した事実に基づけば、既許可の火山事象に係る「想定される自

然現象」の設定が明らかに不適当であり、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則（設置許可基準規則）第 6 条第 1 項への不適合が認められ

ること、また、関西電力において本新知見に係る設置変更許可申請を提出する意思が確認

できないことを踏まえ、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（原子炉

等規制法）第 43 条の 3 の 23 第 1 項の規定に基づき基本設計ないし基本的設計方針に係る

設置変更許可申請を命ずる方針を決定し、弁明の機会を付与することを通知した。関西電

力からは、同年 6 月 11 日に弁明を行わない旨の回答を得たことから、同月 19 日、令和元

年 12 月 27 日までに本新知見に係る設置変更許可申請を提出するよう、命令を発出した。 

また、同日、新知見への対応の猶予期間及び他の審査・検査の取扱いについても決定した。

具体的な考え方は、 

 本件は、新知見によって既許可の火山事象に係る想定が基準を満たしていないことが

判明したいわゆる法令等非改正型のバックフィット事例であり、基準改正型のバック

フィット事例と異なり、経過措置規定に相当する明示的な定めを置く法令上の仕組み

がないが、継続的安全性向上を図るための技術的見地からは、猶予期間の有無及び内

容等については、同様に考えるべきもの 

 本件は、既許可の火山事象に係る想定が不適当であることから基本設計ないし基本的

設計方針の変更を命じたものであり、これが適切に履行されれば、設置変更許可にお

いて想定すべき火山灰の層厚が決まり、当該想定を基に設計及び工事の計画等の後続

手続の対応が行われるもの 

 本新知見がもたらす具体的な影響は、このように上記命令の適切な履行（後続手続を

含む）を経て確定していくもの 
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 上記命令はその対応が確実になされるようにする事を目的としており、他の審査・検

査における関係法令の解釈において、新知見を採用して適合性を判断することを求め

るものではない。また、施設の使用の停止を命じる必要性が認められない状況におい

て、命令により他の申請に係る審査・検査が滞り、それらによる安全対策が遅延する

ことはバックフィット制度の運用として想定していない 

 他の審査・検査において、新知見に基づく判断を必要とするかどうかは、原子力規制

委員会が当該新知見の性質やバックフィット命令の履行状況等に照らし、科学的、技

術的観点から判断すべきもの 

 上記を踏まえれば、他の審査・検査については、「新たな規制基準のいわゆるバックフ

ィットの運用に関する基本的考え方（平成 27 年 11 月 13 日原子力規制委員会決定）

に準じ、①新知見を既存の施設等に適用する場合には、被規制者が当該知見に対応す

るために必要な期間を確保することを基本とし、②この期間は、原子力規制委員会が、

当該知見の安全上の重要性、事業者が対応するために必要な期間等を総合的に判断し

て、個別に設定する（安全上緊急の必要性がある場合には、当該知見を即時に適用す

る。） 

 必要な期間を確保するための具体的な方法としては、新知見への対応を上記の趣旨に

沿って行うことにより、これを実現する。すなわち、原子力規制委員会として、新知

見のもたらす安全上の重要性を勘案して、一定の期限を設定し、それまでの間は、既

存の知見に基づいて規制基準への適合性を判断する旨を決定することで、猶予期間を

設ける 

というものである。 

以上の考え方を踏まえ、本新知見に係る対応の猶予期間及び他の審査・検査の取扱いに

ついては、、（ⅰ）大山火山は活火山ではなく噴火が差し迫った状況にあるとはいえず、

DNP の噴出規模の噴火による降下火砕物により当該発電所が大きな影響を受けるおそ

れがある切迫した状況にはないこと、（ⅱ）命令の適切な履行により不適合状態は是正

することができ、かつ、大山火山の状況に照らせばこれで足りることなどから、以下の

対応とすることとした。 

 本件命令に係る手続が進んでいる状況下（DNP の噴出規模の見直しに係る設置変更

の許可までの間）においては、他の審査・検査中の案件や今後申請される審査・検

査案件については、従前の火山事象に関する想定を前提として規制基準への適合性

を判断する。 

 DNP の噴出規模の見直しに係る設置変更の許可を行う際、新たな想定の安全上の重

要性、被規制者が対応するために必要な期間等を総合的に判断して、新たな想定の

反映を完了させるべき期限を設定するとともに、他の審査・検査案件の取扱いを定

める。 

この取扱いにしたがい、令和 3 年 3 月 17 日に DNP の噴出規模見直しに係る設置変更許可

の審査結果の案の取りまとめを行う際に、関西電力から、公開の審査会合において、工事

に要する期間その他の本件許可に係る対応を完了させるべき期限を判断するために必要
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な事項を聴取することとし、同年 4 月 8 日の公開の審査会合の場で、関西電力の意見を聴

取した。そして、当該意見聴取の結果も踏まえ、令和 3 年 5 月 19 日、設置変更許可の決

定に際して、以下の取扱いとすることを決定した。許可日から 1 年以降の定期検査が開始

する日まで猶予期間を設定することとした。 

• DNP の噴出規模の見直しに係る後段規制の手続きを完了させるべき期限は、許可日か

ら 1 年以降の最初の定期事業者検査において、原子炉を起動するために必要な検査を

開始する日とする。 

• 上記の期限までにDNPの噴出規模の見直しに係る後段規制の手続きが完了していない

施設は、運転の前提条件を満たさないものと判断する。 

• 上記の期限前に行われるその他の後段規制及び定期事業者検査については、従前の火

山事象に関する想定を前提として規制基準への適合性を判断する。 

 
②事業者の具体的な対応 
令和元年 9 月 26 日設置変更許可申請書を提出した。また、設置変更許可後、必要な後段

規制に係る申請を提出した。 

 
５．参考 
・検討当時の担当者 
 山田知穂原子力規制部長 
 小林勝耐震等規制総括官 
小林恒一安全技術管理官（地震・津波担当） 
市村知也原子力規制企画課長 
谷川泰淳原子力規制企画課原子力規制専門職 
大浅田薫安全規制管理官（地震・津波審査担当） 
小山田巧地震・津波審査部門安全規制調整官 
飯島亨地震・津波研究部門首席技術研究調査官 
安池由幸地震・津波研究部門専門職 
内田淳一地震・津波研究部門主任技術研究調査官 
佐藤秀幸地震・津波審査部門主任安全審査官 
西来邦章地震・津波研究部門技術研究調査官 
廣井良美地震・津波研究部門技術研究調査官 
他 
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・関連条文 

○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号号） 

（許可の基準） 

第四十三条の三の六 原子力規制委員会は、前条第一項の許可の申請があつた場合にお

いては、その申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同

項の許可をしてはならない。 

一 発電用原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないこと。 

二 その者に発電用原子炉を設置するために必要な技術的能力及び経理的基礎がある

こと。 

三 その者に重大事故（発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の原子力規制委員会

規則で定める重大な事故をいう。第四十三条の三の二十二第一項及び第四十三条の

三の二十九第二項第二号において同じ。）の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施

するために必要な技術的能力その他の発電用原子炉の運転を適確に遂行するに足り

る技術的能力があること。 

四 発電用原子炉施設の位置、構造及び設備が核燃料物質若しくは核燃料物質によっ

て汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上支障がないものとして原子力

規制委員会規則で定める基準に適合するものであること。 

五 前条第二項第十一号の体制が原子力規制委員会規則で定める基準に適合するも

のであること。 

２・３ （略） 

 
○実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

（平成 25 年原子力規制委員会規則第 5 号） 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条 安全施設（兼用キャスクを除く。）は、想定される自然現象（地震及び津波を除

く。次項において同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなけ

ればならない。 

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定され

る自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力

を適切に考慮したものでなければならない。 

３～７ （略） 

 

○実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

（原規技発第 1306193 号） 

第６条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

１ 第１項は、設計基準において想定される自然現象（地震及び津波を除く。）に対して、

安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事

故等対処設備を含む。）への措置を含む。 
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２ 第１項に規定する「想定される自然現象」とは、敷地の自然環境を基に、洪水、風（台

風）、竜巻、凍結、降水、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生物学的事象又は森林火災

等から適用されるものをいう。 

３ 第１項に規定する「想定される自然現象（地震及び津波を除く。）が発生した場合に

おいても安全機能を損なわないもの」とは、設計上の考慮を要する自然現象又はその組

み合わせに遭遇した場合において、自然事象そのものがもたらす環境条件及びその結果

として施設で生じ得る環境条件において、その設備が有する安全機能が達成されること

をいう。 

４ 第２項に規定する「重要安全施設」については、「発電用軽水型原子炉施設の安全機

能の重要度分類に関する審査指針」（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）の「Ⅴ．

２．（２）自然現象に対する設計上の考慮」に示されるものとする。 

５ 第２項に規定する「大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象」とは、

対象となる自然現象に対応して、最新の科学的技術的知見を踏まえて適切に予想される

ものをいう。なお、過去の記録、現地調査の結果及び最新知見等を参考にして、必要の

ある場合には、異種の自然現象を重畳させるものとする。 

６ 第２項に規定する「適切に考慮したもの」とは、大きな影響を及ぼすおそれがあると

想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故が発生

した場合に生じる応力を単純に加算することを必ずしも要求するものではなく、それぞ

れの因果関係及び時間的変化を考慮して適切に組み合わせた場合をいう。 

７～９ （略） 
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経緯 

平成 29 年 6 月 14 日 

第 15 回原子力規制委員会 

原子力規制庁による安全研究により、DNP の噴出量が既知見

と異なる可能性が生じたため、関西電力に対し、DNP の降灰

分布について情報収集を行うことを求めた。 

平成 30 年 3 月 28 日 

第 75 回原子力規制委員会 

関西電力の情報収集結果に対する見解について議論、調査

地点の 1 つである京都市越畑地点の DNP の最大層厚を 26cm

とみなすことができると判断。 

平成 30 年 6 月 29 日、同年

10 月 5 日 

大山火山の火山灰分布に関する情報収集に係る意見交換会

において関西電力との意見交換を実施。 

平成 30 年 10 月 29 日 現地調査を実施。 

平成 30 年 11 月 21 日 

第 42 回原子力規制委員会 

以下を新知見として認定。 

• 京都市越畑地点の DNP の降灰層厚が 25cm 程度であるこ

と 

• DNP の噴出規模は既往の研究で考えられてきた規模を上

回る 10km3以上と考えられること 

平成 30 年 12 月 12 日 

第 47 回原子力規制委員会 

関西電力に対し、平成 31 年 3 月 31 日までに下記について

報告することを命ずる報告徴収命令を発出。 

• 越畑地点等の 7 地点における DNP の降灰層厚に基づ

く DNP の噴出規模 

• ①の評価結果を踏まえた、大山火山の降下火砕物シ

ミュレーションに基づく高浜発電所、大飯発電所及

び美浜発電所ごとの敷地における降下火砕物の最大

層厚 

平成 31 年 3 月 29 日 関西電力からの報告書受理。 

平成 31 年 4 月 5 日 大山火山の大山生竹テフラの噴出規模に係る報告徴収結果

に関する会合において、関西電力の報告内容について確

認。 

平成 31 年 4 月 17 日 

第 4 回原子力規制委員会 

関西電力からの報告に対する原子力規制庁の評価等を報

告。また、本件に係る規制上のアプローチを検討するよ

う、原子力規制庁に指示。 

令和元年 5 月 29 日 

第 10 回原子力規制委員会 

以下のとおり、設置変更許可の申請を命令する方針を決

定。また、命令に当たって弁明の機会の付与を行った。 

• 対象施設の基本設計ないし基本的設計方針を変更する

こと 

• 令和元年 12 月 27 日までに設置変更許可申請すること 

令和元年 6 月 11 日 関西電力が弁明を行わない旨を回答。 
令和元年 6 月 12 日 

第 12 回原子力規制委員会 

関西電力の回答について原子力規制庁から報告。 
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令和元年 6 月 19 日 
第 13 回原子力規制委員会 

設置変更許可の申請を命令。また、DNP の噴出規模見直しに

係る対応が完了するまでの間の、その他の審査・検査の取扱

いについて決定。 

令和元年 9 月 26 日 関西電力から設置変更許可申請書を受理。 
令和 3 年 3 月 17 日 
第 65 回原子力規制委員会 

関西電力からの設置変更許可の申請に対して、審査結果の

案を取りまとめ、意見募集を実施。 
令和 3 年 4 月 8 日 

第 964 回原子力発電所の新

規制基準適合性に係る審査

会合 

工事に要する期間その他の本新知見に係る対応を完了させ

るべき期限を判断するために必要な事項を聴取。 

令和 3 年 5 月 19 日 
第 8 回原子力規制委員会 

関西電力に対し、設置変更を許可。また、併せて後段規制

の取扱いについて決定。 
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津波警報が発表されない津波への対策 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
平成 30 年 12 月にインドネシア・スンダ海峡において火山現象により津波警報が発表され

ない津波が発生した。これを踏まえ、津波警報が発表された後、常時開いている放水路又

は取水路のゲートを閉止することにより津波の敷地への遡上・流入を防止する設計として

いる東海第二発電所及び高浜発電所への対応を検討した結果、高浜発電所については、取

水路防潮ゲートが開いた状態では、津波警報が発表されない津波が敷地に到達する可能性

があるため、遡上評価や設備への影響等について、公開会合（津波警報が発表されない可

能性のある津波への対応の現状聴取に係る会合）で確認することとなった。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド 

 
（２）審査・検査等の状況 
新規制基準では、基準津波について、地震以外の要因による津波として、インドネシアで

発生したような火山現象による津波と地すべり（陸上及び海底）による津波も考慮して策

定することを要求している。また、基準津波に対して水路等から敷地への遡上・流入を防

止することを要求しており、津波警報が発表されない津波であっても基本的に施設の安全

機能が失われることはない。しかし、１．にも記載したとおり、高浜発電所（敷地高さ

T.P.+3.5m）では、津波警報発表後に取水路防潮ゲートを閉止する等の方法により敷地へ

の遡上・流入を防止する運用としているため、津波警報が発表されない可能性がある「隠

岐トラフ海底地すべり」による津波について、取水路防潮ゲート開状態における評価が必

要とされた（東海第二発電所も同様の運用だが、こちらは放水路ゲートが開いた状態で津

波警報が発表されない可能性のある津波が到達したとしても、敷地へ遡上・流入する可能

性は無い。）。 

 
３．規制上の論点 
公開会合において関西電力の評価結果を確認した結果、高浜発電所への津波警報が発表さ

れない可能性がある「隠岐トラフ海底地すべり」による津波による影響について、以下の

とおり評価した。 

 高浜発電所１、２号炉停止時（３、４号炉稼働時）は、取水路防潮ゲート 4 門中 2 門

が閉止しており、当該津波による（水位上昇側における）敷地への浸水は既存の対策
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により防止され、（水位低下側における）海水ポンプの取水性が確保されることから、

対策を直ちに講じなければならない状態にはない 

 高浜発電所１～４号炉稼働時は、取水路防潮ゲート 3 門以上を開いた状態となり、当

該津波の水位低下側において、海水ポンプの取水可能水位を下回るため、同ポンプの

取水性への影響が否定できず、当該津波に対する対策を講じる必要がある 

上記の評価を踏まえ、高浜発電所について、適切な期間内に津波警報が発表されない津波

への対策に係る設置変更許可申請が行われる必要があると判断した。 
 
４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
３．のとおり。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
－ 

 
②改正内容 
－ 

 
③経過措置、手続等 
－ 

 
④改正後の事業者の対応 
－ 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
原子力規制委員会は、原子力規制庁に、関西電力に対して津波警報が発表されない津波へ

の対策に係る設置変更許可申請の有無や申請時期について、意向を確認するよう指示し

た。 

原子力規制庁は、公開会合において、関西電力が以下の対応する方針であることを確認し

た。 

 令和元年 9 月 30 日までに高浜発電所地すべり津波の設置変更許可申請を行うこと 

 上記申請に係る審査を経て、必要な対策を講じるまでは１～４号炉を同時に運転しな

いこと 

原子力規制委員会は、関西電力の方針を踏まえ、本件に対する対応を以下のとおり整理し

た。 

 設置変更許可までは、他の審査・検査案件（取水路防潮ゲート 3 門以上を開いた状態
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とすることにつながるものを除く）については従前の想定を前提として規制基準への

適合性を判断 

 設置変更許可を行う際、本新知見の反映を完了させるべき期限を設定するとともに、

他の審査・検査案件の取扱いを定める 

その後、原子力規制委員会は、設置変更許可の審査において、適切な規模の津波波源の設

定等により海底地すべりによる津波の評価が適切に行われていること、津波シミュレーシ

ョン等により基準津波が適切に策定されていること、潮位観測システム（防護用）を設置

するとともに、平常時及び台風時の潮位変動や想定される海底地すべりの崩壊規模、津波

の伝播特性等を考慮し、取水路防潮ゲートを閉止する判断基準として「潮位観測システム

（防護用）のうち 2 台の潮位計の観測潮位がいずれも 10 分以内に 0.5m 以上下降し、そ

の後、最低潮位から 10 分以内に 0.5m 以上上昇すること、又は、10 分以内に 0.5m 以上上

昇し、その後、最高潮位から 10 分以内に 0.5m 以上下降すること」を設定するなど適切な

津波防護の基本方針をとるとしていること等を確認した。そして、令和 2 年 10 月 14 日に

「潮位観測システム（防護用）を設置し、施設影響及ぼすおそれのある警報なし津波の潮

位変動を観測し、取水路防止ゲートを閉止する判断基準に到達した場合に、中央制御室間

との連携により、循環水ポンプを停止（プラント停止）し、取水路防潮ゲートを閉止する

運用により、施設影響を防止する方針は妥当」との判断をし、審査結果の案を取りまとめ、

意見募集を行い、同年 12 月 2 日に以下の内容を踏まえ、設置変更許可を決定した。決定

に際して、公開の審査会合において関西電力の状況を改めて確認し、対策の完了期限等に

ついて、 

 取水路防潮ゲート 3 門以上を開ける前に本新知見を踏まえた対策を完了させること 

 対策の完了は、原子力規制検査において確認すること 

とした。 

 
②事業者の具体的な対応 
関西電力は、令和元年 9 月 26 日に設置変更許可申請書を提出した。また、設置変更許可

後、必要な後段規制に係る申請を提出した。 

なお、審査の過程において、原子力規制委員会は、関西電力の更なる安全性の向上への取

組として、津波の情報を早期に入手することにより取水路防潮ゲート閉止等の運用を行う

時間的な余裕を確保するよう、高浜発電所の構外における観測潮位の活用について検討す

ることを求めた。これに対し関西電力は、津波に対し可能な限り早期に対応するため、発

電所構外の津居山地点の既設の観測潮位（自治体所有）の活用及び当該地点への自社潮位

計の設置を行った。さらに、津居山地点以外の発電所構外における観測潮位の活用につい

ても、将来的な更なる安全性の向上のため、継続的な検討・取組を行っている。 
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５．参考 
・検討当時の担当者 
大浅田薫安全規制管理官（地震・津波審査担当） 
小山田巧地震・津波審査部門安全規制調整官 
名倉繁樹地震・津波審査部門安全管理調査官 
田口達也安全規制管理官（実用炉審査担当） 
岩田順一実用炉審査部門安全管理調査官 

 他 

 

・関連条文 

○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号号） 

（許可の基準） 

第四十三条の三の六 原子力規制委員会は、前条第一項の許可の申請があつた場合にお

いては、その申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同

項の許可をしてはならない。 

一 発電用原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがないこと。 

二 その者に発電用原子炉を設置するために必要な技術的能力及び経理的基礎がある

こと。 

三 その者に重大事故（発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の原子力規制委員会

規則で定める重大な事故をいう。第四十三条の三の二十二第一項及び第四十三条の

三の二十九第二項第二号において同じ。）の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施

するために必要な技術的能力その他の発電用原子炉の運転を適確に遂行するに足り

る技術的能力があること。 

四 発電用原子炉施設の位置、構造及び設備が核燃料物質若しくは核燃料物質によっ

て汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上支障がないものとして原子力

規制委員会規則で定める基準に適合するものであること。 

五 前条第二項第十一号の体制が原子力規制委員会規則で定める基準に適合するも

のであること。 

 
○実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

（平成２５年原子力規制委員会規則第５号） 

（津波による損傷の防止） 

第五条 設計基準対象施設（兼用キャスク及びその周辺施設を除く。）は、その供用中に

当該設計基準対象施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波（以下「基準津波」と

いう。）に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

２ （略） 
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○実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

（原規技発第 1306193 号） 

（別記３） 

第５条（津波による損傷の防止） 

１ 第５条第１項に規定する「基準津波」は、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、波

源海域から敷地周辺までの海底地形、地質構造及び地震活動性等の地震学的見地から

想定することが適切なものを策定すること。また、津波の発生要因として、地震のほ

か、地すべり、斜面崩壊その他の地震以外の要因、及びこれらの組合せによるものを

複数選定し、不確かさを考慮して数値解析を実施し、策定すること。また、基準津波

の時刻歴波形を示す際は、敷地前面海域の海底地形の特徴を踏まえ、時刻歴波形に対

して施設からの反射波の影響が微少となるよう、施設から離れた沿岸域における津波

を用いること。なお、基準津波の策定に当たっての調査については、目的に応じた調

査手法を選定するとともに、調査手法の適用条件及び精度等に配慮することによっ

て、調査結果の信頼性と精度を確保すること。 

２ 上記１の「基準津波」の策定に当たっては、以下の方針によること。 

一 津波を発生させる要因として、次に示す要因を考慮するものとし、敷地に大きな

影響を与えると予想される要因を複数選定すること。また、津波発生要因に係る敷

地の地学的背景及び津波発生要因の関連性を踏まえ、プレート間地震及びその他の

地震、又は地震及び地すべり若しくは斜面崩壊等の組合せについて考慮すること。 

・プレート間地震 

・海洋プレート内地震 

・海域の活断層による地殻内地震 

・陸上及び海底での地すべり及び斜面崩壊 

・火山現象（噴火、山体崩壊又はカルデラ陥没等） 

 二～九 （略） 

３ 第５条第１項の「安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」を

満たすために、基準津波に対する設計基準対象施設の設計に当たっては、以下の方針

によること。 

一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除く。

以下この号及び第三号において同じ。）の設置された敷地等において、基準津波によ

る遡上波を地上部から到達又は流入させないこと。また、取水路及び放水路等の経

路から流入させないこと。そのため、以下の方針によること。 

 二～七 （略） 
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経緯 

平成 30 年 12 月 22 日 インドネシア・スンダ海峡において津波警報が発表されな

い津波が発生。火山現象による津波と考えられ、津波警報

が発表されずにスンダ海峡の沿岸部に津波が到達した。 

平成 31 年 1 月 16 日 

第 53 回原子力規制委員会 

 

インドネシアにおける津波を踏まえ、関西電力に対し、津

波警報が発表されない可能性がある「隠岐トラフ海底地す

べり」による津波について、高浜発電所への影響等を確認

する方針を決定した。 

令和元年 5 月 29 日 関西電力から評価結果が提出された。 

令和元年 6 月 13 日 

津波警報が発表されない可

能性のある津波への対応の

現状聴取に係る会合（第１

回） 

関西電力による評価結果の確認を行った。 

令和元年 7 月 3 日 

第 16 回原子力規制委員会 

上記津波警報が発表されない津波を基準津波として選定す

る必要があることを認定し、また、本件に係る設置変更許

可申請の有無や申請時期について、関西電力に意向確認す

ることとした。またこの際、上記津波による高浜発電所へ

の影響について、以下のように整理した。 

 高浜発電所１、２号炉停止時（３、４号炉稼働時）にお

いては、本件津波に対する対策を直ちに講じなければな

らない状態にはない 

 高浜発電所１～４号炉稼働時は、本件津波に対する対策

を講じる必要がある 

令和元年 7 月 10 日 

第 17 回原子力規制委員会 

令和元年 7 月 8 日に関西電力から提出された本知見に対す

る対応方針について、原子力規制庁から原子力規制委員会

に報告。申請の意思及び（申請する場合）その時期につい

て、明確な形で改めて確認することとした。 

令和元年 7 月 16 日 

津波警報が発表されない可

能性のある津波への対応の

現状聴取に係る会合（第２

回） 

関西電力が以下 2 点のように対応する方針であることを確認

した。 

 令和元年 9 月 30 日までに高浜発電所の設置変更許可申請

を行うこと 

 上記申請に係る審査を経て、必要な対策を講じるまでは

１～４号炉を同時に運転しないこと 

令和元年 7 月 31 日 

第 20 回原子力規制委員会 

 

高浜発電所の他の審査・検査案件への対応について、以下

のように整理した。 
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 新知見に係る設置変更の許可までの間においては、他の

審査・検査案件（取水路防潮ゲート 3 門以上を開いた状

態とすることにつながるものを除く。）については従前

の想定を前提として規制基準への適合性を判断 

 新知見に係る設置変更の許可を行う際、新知見の反映を

完了させるべき期限を設定するとともに、他の審査・検

査案件の取扱いを改めて定める 

令和元年 9 月 26 日 関西電力から高浜発電所１～４号炉の設置変更許可申請書

が提出された。 

令和 2 年 10 月 14 日 

第 32 回原子力規制委員会 

 

関西電力からの設置変更許可の申請に対して、次の判断を

し、審査結果の案を取りまとめ、意見募集を行った。 

 潮位観測システム（防護用）を設置し、施設影響を及ぼ

すおそれのある警報なし津波の潮位変動を観測し、取水

路防潮ゲートを閉止する判断基準に到達した場合に、中

央制御室間との連携により、循環水ポンプを停止（プラ

ント停止）し、取水路防潮ゲートを閉止する運用によ

り、施設影響を防止する方針は妥当 

令和 2 年 10 月 29 日 

第 915 回原子力発電所の新

規制基準適合性に係る審査

会合 

関西電力から本新知見に対応するために必要な期間（後段

規制への対応を含む。）等を聴取した。 

令和 2 年 12 月 2 日 

第 41 回原子力規制委員会 

 

関西電力に対し、以下の内容を踏まえ、設置変更を許可した。 

 取水路防潮ゲート 4 門のうち 2 門が閉止している状態が

維持されている限りにおいては、本件津波によって高浜

発電所が有意な影響を受けるおそれがある状況にない。 

 関西電力は、本件知見を踏まえた対策を完了させるまで、

取水路防潮ゲートの 2 門閉止状態を維持するとしてい

る。 

 取水路防潮ゲートの 2 門閉止状態を維持することは、保

安規定で担保されている。 

 関西電力に対して、取水路防潮ゲート 3 門以上を開ける

前に本新知見を踏まえた対策を完了させることを求め

る。 

 対策の完了は、原子力規制検査で確認する。 
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震源を特定せず策定する地震動に係る標準応答スペクトルの策定 

事例分析個票 
 

１．問題の契機、背景 

原子力発電所等における基準地震動は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」と

「震源を特定せず策定する地震動」について策定することを要求している。「震源を特定

せず策定する地震動」のうち、「地表地震断層が出現しない可能性がある地震」（Mw6.5 未

満の地震）については、これまでの新規制基準適合性審査において、基準地震動及び耐震

設計方針に係る審査ガイド（基準地震動審査ガイド）に例示していた Mw6.5 未満の 14 地

震の中から影響の大きい 5 地震を抽出した上で、基盤地震動が評価可能な 2004 年北海道

留萌支庁南部地震（留萌地震）に不確かさを考慮して策定した地震動を妥当と判断してき

た。 

一方、残りの 4 地震については、今後取り組むべき中長期課題と整理し、事業者が検討を

行っていたところであったが、各観測地点の地盤物性の評価等に時間を要していた。 

このような状況も踏まえ、「震源を特定せず策定する地震動」（Mw6.5 未満の地震）は、地

震学的検討から全国共通に考慮すべき地震と位置づけられており、共通に適用できる地震

動の策定方法（標準応答スペクトルの提示も含む）を明確にすることが望ましいと考えら

れるので、原子力規制委員会として、「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チー

ム」を設け、所要の検討を行うこととした。当該検討の結果については、令和元年 8 月 28

日の原子力規制委員会で報告され、規制への取り入れについて検討することとなった。 

 

２．見直し前の規制 

（１）関連する規制基準 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

の解釈 

・再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・使用済燃料貯蔵施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・廃棄物管理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド 

 

（２）審査・検査等の状況 

１．のとおり。 
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３．規制上の論点 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（設

置許可基準規則解釈）は観測記録の収集により得られた複数の地震動を基に応答スペクト

ルが設定されることを想定したものである。このため、多数の観測記録に基づき策定され

た標準応答スペクトルを基に基準地震動を策定する手法は、これに合致する現時点におい

て最適な手法と考えられる。また、「震源を特定せず策定する地震動（全国共通）」に基づ

く基準地震動は、本来国内においてどこでも発生すると考えられる全国共通に考慮すべき

地震を踏まえて策定されるものであるため、地域特性の影響を極力低減させた標準応答ス

ペクトルを基に策定することは合理的である。 

以上より、継続的改善を図る観点から、標準応答スペクトルを基に基準地震動を策定する

手法を基準地震動の策定プロセスにおいて用いるべきことを要求するよう規制基準を改

正し、留萌地震を基に基準地震動を策定した既許可の原子力施設を含め、事業者に対して

この手法による評価を求めることが適切と判断した。 

ただし、検討チームの検討結果は、策定した標準応答スペクトルと留萌地震の応答スペク

トルとの間に大きな差はないことから、従来の留萌地震を基にした基準地震動を用いた審

査を否定するものではなく、また、規制への取り入れに当たっての考え方は、基準地震動

の策定プロセスを改善するものであり、新しい標準応答スペクトルによる手法で評価を行

った結果、基準地震動が見直される可能性はあるものの、施設・設備に対する要求レベル

そのものを変更するものではない。標準応答スペクトルと留萌地震の応答スペクトルとの

比較については、具体的には以下記載及び図のとおり。 

 水平動の周期 0.02 秒においては、留萌地震の応答スペクトルは標準応答スペクトル

よりわずかに大きな地震動レベルとなる。 

 水平動の周期 0.2～0.6 秒付近においては、留萌地震の応答スペクトルは標準応答ス

ペクトルを上回る地震動レベルとなる。 

 水平動のその他の周期においては、留萌地震の応答スペクトルは標準応答スペクトル

とおおむね同等又はこれを下回る地震動レベルとなる。 

 上下動については、全周期帯において留萌地震の応答スペクトルは標準応答スペクト

ルとおおむね同等又はこれを下回る地震動レベルとなる。 

また、改正に当たり、本件の安全上の重要性、事業者が対応するために必要な期間等を総

合的に判断し経過措置を定める必要がある。事業者が対応するために必要な期間等につい

ては公開の会合で事業者の意見を聴くこととした。 
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図:標準応答スペクトルと 2004 年北海道留萌支庁南部地震 K-NET 港町観測点の地震動との比較 

（全国共通に考慮すべき「震源を特定せず策定する地震動」に関する検討報告書参考資料から引用） 

 

 

４．規制上の対応 

（１）安全上の緊急性の有無・程度 

標準応答スペクトルと留萌地震の応答スペクトルとの間に大きな差はないこと等から、留

萌地震を基に基準地震動を策定した原子力施設に対して、直ちに使用の停止や標準応答ス

ペクトルの審査・検査での適用を求める必要はない。 

 

（２）規制制度・規制基準等の改正 

①改正経緯 

検討経緯は以下のとおり。 

令和元年 9 月 11 日第 28 回原子力規制委員会 

 「震源を特定せず策定する地震動（全国共通）」の策定に当たって標準応答スペクト

ルを用いた評価を行うことを要求するよう、設置許可基準規則解釈及び審査ガイド

等を改正する。 

 標準応答スペクトルによる評価に加え、留萌地震を用いた評価を併せて求める。 

 標準応答スペクトルと留萌地震の応答スペクトルとの間に大きな差はないこと等か

ら、留萌地震を基に基準地震動を策定した原子力施設に対して、現時点で直ちに使用

の停止や標準応答スペクトルの審査・検査での適用を求める必要はない。 

 事業者が対応するために必要な期間等については公開の会合で事業者の意見を聴

く。 
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令和 2 年 3 月 4 日第 68 回原子力規制委員会及び同月 23 日第 73 回原子力規制委員会 

 将来の標準応答スペクトルの見直しについては原子力規制委員会が行う。 

 改正後の新たな規制基準の対象となる原子力施設は、基準地震動の策定を要求して

いる施設のうち、重大事故の考慮を要する施設とする。 

 改正後に必要な申請手続に関し、設置変更許可申請の要否を確認するプロセスを設

ける。 

 改正基準の経過措置は次のとおりとする。 

• 改正前の規制基準に基づく基準地震動の審査状況にかかわらず、改正基準の施行

から設置変更許可までの間、一律に 3 年間の猶予期間を設ける。 

• 設計及び工事の計画の認可及び使用前確認の猶予期間は、改正後の基準に基づく

設置変更許可の審査が進み、各施設への影響の詳細や工事の規模・見通し等が明

らかになった時点で、全施設一律の終期（確定日）を定める。 

令和 2 年 7 月 15 日第 16 回原子力規制委員会 

 基準地震動は、特定地点における地震ハザードの強度を示す性質を有しており、基準

地震動の概念は施設を問わず変わらないことから、施設によって基準地震動に関す

る規定を書き分けることは行わないこととした。 

令和 2 年 10 月 21 日第 33 回原子力規制委員会及び同月 28 日第 35 回原子力規制委員会 

 耐震 S クラス施設を有する原子力施設（実用発電用原子炉施設、再処理施設、プルト

ニウム加工施設、一部の試験研究用等原子炉施設、一部の貯蔵施設、一部の廃棄物管

理施設）について、事業種別にかかわらず一律に改正後の基準を適用する。すなわ

ち、同年 3 月に行った原子力規制委員会の議論を変更し、特定の施設に対する適用

除外規定は設けないこととした。 

 グレーデッドアプローチの観点から、免除（Exemption）制度（事業者から免除の申

請があったものについて、個別の判断により基準の一部の適用を免除することがで

きる制度を創設する。）に関する議論がなされ、今後も継続的な検討がなされていく

べき事項との認識が示された。 

 

②改正内容 

「震源を特定せず策定する地震動（全国共通）」の策定に当たって、留萌地震及び標準応

答スペクトルを用いた評価を要求するよう改正した。 

改正対象は２．（１）のとおり。 

 

③経過措置、手続等 

原子力規制委員会決定の日から施行する。 

経過措置については以下のとおり。 

 本件に係る設置変更許可については、改正前の設置許可基準規則解釈に基づく基準

地震動の審査状況にかかわらず、施行日から 3 年間の経過措置期間を設ける。 

 設計及び工事の計画の認可及び使用前確認については、改正後の解釈に基づく設置
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変更許可の審査が進み、各施設への影響の詳細や工事の規模・見通し等が明らかにな

った時点で、全施設一律の経過措置の終期（確定日）を定める。 

また、改正後の申請等の手続については以下のとおりであり、これらを踏まえて事業者

への指示文書の発出も行った。 

1. 施行時に新規制基準適合に係るに係る許可を受けている対象施設 

 事業者は、改正後の解釈の施行後 9 か月以内に、基準地震動に関し、標準応答ス

ペクトルによる評価を行うという方針及び当該方針に基づいて行った評価結果

（以下「方針等」という。）を記載した許可の申請（以下「申請」という。）を行う

こと。 

 ただし、事業者は、改正後の設置許可基準規則解釈を適用しても基準地震動を変

更する必要がないと考える対象施設については、改正後の解釈の施行後 3 か月以

内に、基準地震動の変更が不要であることを説明する文書を原子力規制委員会に

提出することができる。この場合において、原子力規制委員会が基準地震動の変

更を不要と認めた対象施設については、申請は不要とする。また、原子力規制委

員会が基準地震動の変更を不要とは認められないとの判断をした対象施設につい

ては、事業者は、施行の日から 9 か月を経過する日又はその旨の通知を受けた日

から起算して 3 か月を経過する日のいずれか遅い日までに申請を行うこと。 

2. 施行時に新規制基準に係る審査を受けている対象施設 

 事業者は、施行後 9 か月以内に、現在審査を受けている対象原子力施設について、

方針等を記載した補正申請を行うこと。ただし、以下に該当する場合については、

この限りではない。 

 事業者が、施行後 9 か月以内に、改正前の設置許可基準規則解釈に基づき新規制

基準に係る許可を受けた場合は、次のとおりとする。 

事業者は、当該許可を受けた対象施設については、改正後の設置許可基準規則解

釈の施行の日から 9 か月を経過する日又は当該許可を受けた日から起算して 3 か

月を経過する日のいずれか遅い日までに、方針等を記載した申請を行うこと。 

ただし、事業者は、改正後の解釈を適用しても基準地震動を変更する必要がない

と考える対象施設については、改正前の設置許可基準規則解釈に基づき新規制基

準に係る許可を受けた日から起算して 3 か月以内に、基準地震動の変更が不要で

あることを説明する文書を原子力規制委員会に提出することができる。この場合

において、原子力規制委員会が基準地震動の変更を不要と認めた対象施設につい

ては、申請は不要とする。また、原子力規制委員会が基準地震動の変更を不要と

は認められないとの判断をした対象施設については、事業者は、改正後の設置許

可基準規則解釈の施行の日から 9 か月を経過する日又はその旨の通知を受けた日

から起算して 3 か月を経過する日のいずれか遅い日までに申請を行うこと。 

3. 施行時において、新規制基準に係る申請を行っていない対象原子力施設 

 今後新規制基準に係る申請を行う場合には、方針等を記載した新規制基準に係る

申請を行うこと。 
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④改正後の事業者の対応 

設置変更許可申請又は基準地震動の変更が不要であることを説明する文書の提出等必要

な手続を行っている。 

 

（３）その他の対応 

①原子力規制委員会の対応 

事業者から基準地震動の変更が不要であることを説明する文書の提出があった場合は、公

開の会合で基準地震動の変更の要否について審議し、審議結果を原子力規制庁から原子力

規制委員会に報告する。原子力規制委員会は、基準地震動の変更が必要かどうかの判断を

行い、その結果を原子力事業者に通知する。 

また、事業者から各申請の期限までに当該申請がなされなかった場合には、報告徴収命令

その他の必要な対応を検討する。 

 

②事業者の具体的な対応 

４．（２）④のとおり。 

 

５．参考 

・検討当時の担当者 

櫻田道夫原子力規制技監 

山田知穂原子力規制部長 

森下泰原子力規制企画課長 

谷川泰淳原子力規制企画課原子力規制専門職 

大浅田薫安全規制管理官（地震・津波審査担当） 

小林恒一安全技術管理官（地震・津波担当） 

川内英史安全技術管理官（地震・津波担当） 

御田俊一郎地震・津波審査部門安全管理調査官 

飯島亨地震・津波研究部門首席技術調査官 

小林源裕地震・津波研究部門主任技術調査官 

儘田豊地震・津波研究部門主任技術調査官 

谷尚幸地震・津波審査部門主任安全審査官 

佐口浩一郎地震・津波審査部門主任安全審査官 

藤田雅俊地震・津波研究部門技術研究調査官 

田島礼子地震・津波研究部門技術研究調査官 

 他 
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・関連条文  

改正決定時の新旧対照表については以下資料を参照のこと。 

 令和 3 年 4 月 21 日第 5 回原子力規制委員会 資料 1 

 https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kisei/010000634.html 
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経緯 

平成 29 年 11 月 29 日 

第 52 回原子力規制委員会 

「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」を

設置し、所要の検討を行うことを決定。 

平成 30 年 1 月 25 日～ 

令和元年 8 月 7 日 

震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム（全 11

回）における検討。 

令和元年 8 月 28 日 

第 24 回原子力規制委員会 

震源を特定せず策定する地震動に関する検討チームにおけ

る検討結果について原子力規制庁から報告。また、規制へ

の取り入れ方を検討するよう指示。 

令和元年 9 月 11 日 

第 28 回原子力規制委員会 

標準応答スペクトルの規制への取り入れ方針について、規

制基準等（設置許可基準規則解釈及び基準地震動審査ガイ

ド）を改正すること、事業者が対応するために必要な期間

等について公開の会合で意見を聴取することを了承。 

令和元年 10 月 18 日 

令和元年 12 月 24 日 

「震源を特定せず策定する地震動(スペクトル)の規制導入

の経過措置に係る意見聴取会」を開催し、経過措置に係る

事業者の意見を聴取。 

令和 2 年 3 月 4 日 

第 68 回原子力規制委員会 

経過措置に係る事業者の意見聴取結果について原子力規制

庁から報告するとともに、規制基準等の改正方針について

議論。 

令和 2 年 3 月 23 日 

第 73 回原子力規制委員会 

規制基準等の改正方針について了承。 

令和 2 年 7 月 15 日 

第 16 回原子力規制委員会 

令和 2 年 10 月 21 日 

第 33 回原子力規制委員会 

令和 2 年 10 月 28 日 

第 35 回原子力規制委員会 

バックフィットを適用する施設の範囲について議論し、特

定の施設に対する適用除外規定は設けないこと等を決定。 

令和 3 年 1 月 20 日 

第 50 回原子力規制委員会 

 

規制基準等の改正案について意見募集の実施を了承。 

令和 3 年 4 月 21 日 

第 5 回原子力規制委員会 

 

規制基準等の改正を決定。 
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東海再処理施設の廃止措置 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
平成 25 年 7 月 1 日、第 11 回核燃料施設等の新規制基準に関する検討チームにおいて、日

本原子力研究開発機構（JAEA）から、同機構の核燃料サイクル工学研究所（再処理施設）

（以下「東海再処理施設」という。）については、既に多くの高放射性廃液やプルトニウ

ム溶液（以下「高放射性廃液等」という。）を保有しており、可能な限りこれらの溶液の

固化・安定化処理（固化処理等）をすることで、潜在的な危険の原因（ハザード）を低減

するため、施設の現状に合わせた新規制基準の運用を図りたい旨が提案された。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・使用済燃料の再処理の事業に関する規則 

・再処理の性能に係る技術基準に関する規則 

・核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基づく原子力規制委員会の

処分に係る審査基準等 

・再処理施設における保安規定の審査基準 

 
（２）審査・検査等の状況 
原子力規制委員会は、平成 25 年 7 月 31 日の原子力規制委員会にて、JAEA の提案に対し

ては、リスク低減のために早急に対応すべきとしつつ、更なる議論の実施のため、実態把

握等の調査が必要であるとし、当該調査を原子力規制庁へ指示した。原子力規制庁は、こ

の指示を踏まえ、基本的に公開での事業者ヒアリングを実施し、JAEA が問題定義する潜

在的ハザードの把握、固化処理等の具体的方法やスケジュール等について実態把握を実施

することとした。 

原子力規制庁は、上記実態把握調査の結果（JAEA が実施した個別の安全対策や、新規制基

準への適合とは切り離して速やかに固化処理等を開始したいとしている意向など。）につ

いて、平成 25 年 12 月 11 日の原子力規制委員会において報告した。同委員会では、当該

報告を受け、高放射性廃液等の固化処理等の実施を了承するとともに、本作業について原

子力機構の経営責任者による説明を求めた。 

これを踏まえ、平成 25 年 12 月 18 日の原子力規制委員会において、JAEA の松浦理事長

（当時）と意見交換を実施し、田中委員長（当時）から、理事長の指導で作業が速やかに

進むよう指摘した。 

その後、東海再処理施設においては、高放射性廃液等の固化処理等を進めるのと並行して、

新規制基準への適合性に係る審査の対応を進めていたが、平成 26 年 9 月 30 日に、「日本

原子力研究開発機構改革報告書」において、東海再処理施設には、再処理を予定していた

燃料として、新型転換炉原型炉ふげんの燃料等が約 10 トン残されていたが、これらを再
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処理するために必要な施設の新規制基準対応に 1000 億円を超える費用がかかる見込みで

あることから、費用対効果を勘案し、第 3 期中間目標期間中（平成 27 年度～令和 3 年度）

に廃止措置計画を申請することとした。また、プルトニウム溶液及び高放射性廃液の固化・

安定化処理を進める対策については、並行して実施するとした。 

 
３．規制上の論点 
１．及び２．（２）のとおり。 

 
４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
東海再処理施設の廃止措置にあたっては、当該施設が高放射性廃液を廃液槽に保管廃棄し

ているため、リスク低減の観点から、当該廃液の処理を優先して行う必要がある。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
原子力規制庁は、高放射性廃液等の固化処理等の実施状況を平成 28 年 1 月 13 日の原子力

規制委員会へ報告した。本報告では、プルトニウム溶液の固化については、平成 27 年度

末までに元々の保有量 3.5 ㎥のうち約 2 ㎥の処理（MOX 粉末化）を完了させ、高放射性廃

液の固化については、平成 26 年 10 月にガラス固化技術開発施設（TVF）の固化セル内の

マニピュレータに不具合が生じて中断していたが、平成 28 年 1 月 12 日に再開した旨を報 

告した。本報告に対し、更田委員（当時）から、東海再処理施設については、新規制基準

への適合確認を受けることなしに、ガラス固化等の作業を進めている現状を踏まえ、審査

会合とは別に、現状確認に関する公開会合を設置すべきとの提案があり、田中委員長（当

時）からも、当該提案に基づき会合を設置するとともに、当該会合では、JAEA の他の老朽

化した施設への対策、廃棄物の対策などを含めて議論するよう指示があった。 

原子力規制庁は、上記指示を踏まえ、平成 28 年 1 月 27 日の原子力規制委員会において、

東海再処理施設の安全性の確認、及び廃止措置に向けた安全確保のあり方を確認するとと

もに、その他の原子力機構の各施設を含め、高経年化や廃棄物管理を確認するための、「東

海再処理施設等安全監視チーム（以下「監視チーム」という。）を設置する案を提出し、

これについて、原子力規制委員会の了承を得た。 

原子力規制委員会は、監視チームを通じて、東海再処理施設の安全性向上の取組の状況等

を聴取していたが、平成 26 年 9 月に JAEA が東海再処理施設を廃止に向かわせることを表

明してから 2 年近くが経過していること、再処理施設の廃止については多くの課題があ

り、安全確保のためにも強力かつ速やかに取組を進めるべきところ、未だに廃止に向けた

計画が具体化されず、進展がみられないこと等から、平成 28 年 8 月 4 日付けで指示文書

を発出し、JAEA に対し、東海再処理施設の廃止に向けた計画の検討等を指示した。また、

監視チームでは、上記指示の回答の取りまとめにおいては、高放射性廃液貯蔵場（HAW）

の追加的な安全確保対策の実施など、リスク低減措置に重点を置いて、廃止措置の終了に
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至るまでの実効性のある計画を示すこと等を指摘した。当該指示等に対して、JAEA は平

成 28 年 11 月 30 日に報告書を提出した。当該報告書では、平成 29 年度中に廃止措置計画

の認可申請をする等の説明があり、原子力規制庁は、本報告を受け、当面は JAEA の取組

の進捗や保安活動の状況を監視チーム及び現地検査官等において確認するとともに、監視

チームにおいて早急に安全対策を講じることを求めた HAW に係る措置については、先行的

に実施することを妨げないこととした。さらに、固化処理等については、引き続き実施す

ることを認めた。上記の経緯等を踏まえ、東海再処理施設の廃止措置にあたっては、高放

射性廃液を廃液槽に保管廃棄していることから、リスク低減の観点から、当該廃液の処理

を優先して行う必要があること等の特殊性を鑑み、東海再処理施設が高放射性廃液を廃液

槽に保管廃棄した状態で廃止措置計画を申請することを可能とするため、使用済燃料の再

処理の事業に関する規則の一部改正を行うこととした。 

 
②改正内容 
東海再処理施設の特殊性を踏まえ、使用済燃料の再処理の事業に関する規則、再処理の性

能に係る技術基準に関する規則及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律等に基づく原子力規制委員会の処分に係る審査基準等の一部改正を行い、東海再処理施

設が高放射性廃液を廃液槽に保管廃棄した状態で廃止措置計画を申請できるようにした。 

また、東海再処理施設の廃止措置計画及び保安規定に係る審査に当たっての考え方とし

て、それぞれ、「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所（再

処理施設）の廃止措置計画の認可の審査に関する考え方」及び「国立研究開発法人日本原

子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所（再処理施設）の廃止措置段階における保安

規定の認可の審査に関する考え方」を定めた。 

 
③経過措置、手続等 
公布・決定の日からそれぞれ施行する。 

 
④改正後の事業者の対応 
JAEA は、東海再処理施設の廃止措置計画及び廃止措置段階の保安規定変更の認可申請を

平成 29 年 6 月 30 日に提出した。 

なお、当該廃止措置計画については、監視チームにおいて審査を行い、平成 30 年 6 月 13

日の原子力規制委員会において認可を決定した。 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
- 

 
②事業者の具体的な対応 
- 
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５．参考 
・検討当時の担当者 
 大村哲臣緊急事態対策監 
青木昌浩長官官房審議官 
片岡洋安全規制管理官（再処理・加工・使用担当） 
宮本久安全規制管理官（新型炉・試験研究炉・廃止措置担当） 

 宮脇豊安全規制管理官（新型炉・試験研究炉・廃止措置担当）付安全管理調査官 
 長谷川清光安全規制管理官（再処理・加工・使用担当）付安全規制調整官 
他 
 

・関連条文 

○使用済燃料の再処理の事業に関する規則（昭和 46 年総理府令第 10 号） 

（廃止措置計画の認可の申請） 
第十九条の五 法第五十条の五第二項の規定により廃止措置計画について認可を受

けようとする者は、次の各号に掲げる事項について廃止措置計画を定め、これを

記載した申請書を原子力規制委員会に提出しなければならない。 
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 
二 工場又は事業所の名称及び所在地 
三 廃止措置対象施設及びその敷地 
四 前号の施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法 
五 性能維持施設 
六 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能、その性能を維持すべき

期間並びに技術基準規則第二章及び第三章に定めるところにより難い特別の事

情がある場合はその内容 
七 使用済燃料、核燃料物質又は使用済燃料から分離された物の管理及び譲渡し 
八 使用済燃料又は核燃料物質による汚染の除去 
九 使用済燃料、核燃料物質若しくは使用済燃料から分離された物又はこれらに

よつて汚染された物の廃棄 
十 廃止措置の工程 
十一 廃止措置に係る品質マネジメントシステム 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類又は図面を添付しなければならない。 
一 既に回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出していることを明らか

にする資料 
二 廃止措置対象施設の敷地に係る図面及び廃止措置に係る工事作業区域図 
三 廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 
四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、浸水、地震、火災等があつた場合に

発生することが想定される事故の種類、程度、影響等に関する説明書 
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五 使用済燃料又は核燃料物質による汚染の分布とその評価方法に関する説明書 
六 性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書 
七 廃止措置に要する費用の見積り及びその資金の調達計画に関する説明書 
八 廃止措置の実施体制に関する説明書 
九 廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 
十 前各号に掲げるもののほか、原子力規制委員会が必要と認める書類又は図面 

３ 特定再処理施設（回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出していない

再処理施設及び特定廃液を廃液槽に保管廃棄している再処理施設をいう。第十九

条の八第二項において同じ。）について法第五十条の五第二項の認可の申請をする

場合には、当該申請に係る廃止措置計画に、第一項に掲げる事項のほか、次の各号

に掲げる場合に応じ、当該各号に定める事項を定めなければならない。 
一 回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出していない場合 回収可能

核燃料物質を再処理設備本体から取り出す方法及び時期 
二 特定廃液を廃液槽に保管廃棄している場合 特定廃液の固型化その他の処理

を行う方法及び時期 
４ 前項の場合において、第一項の申請書には、第二項第二号から第十号までに掲

げる書類のほか、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める書類又は図面

を添付しなければならない。 
一 回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出していない場合 回収可能

核燃料物質を再処理設備本体から取り出す工程に関する説明書 
二 特定廃液を廃液槽に保管廃棄している場合 特定廃液の固型化その他の処理

の工程に関する説明書及び回収可能核燃料物質を再処理設備本体から取り出し

ている場合にあつては第二項第一号の資料 
５ 第一項の申請書の提出部数は、正本及び写し各一通とする。 
 
（廃止措置計画の認可の基準） 
第十九条の八 法第五十条の五第三項において準用する法第十二条の六第四項に規

定する原子力規制委員会規則で定める基準は、次の各号に掲げるとおりとする。 
一 再処理設備本体から回収可能核燃料物質が取り出されていること。 
二 使用済燃料、核燃料物質又は使用済燃料から分離された物の管理及び譲渡し

が適切なものであること。 
三 使用済燃料、核燃料物質若しくは使用済燃料から分離された物又はこれらに

よつて汚染された物の管理、処理及び廃棄が適切なものであること。 
四 廃止措置の実施が使用済燃料、核燃料物質若しくは使用済燃料から分離され

た物又はこれらによつて汚染された物による災害の防止上適切なものであるこ

と。 
２ 前項の規定にかかわらず、特定再処理施設（再処理設備本体から回収可能核燃

料物質を取り出していないものに限る。）に係る廃止措置計画の認可に係る法第五
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十条の五第三項において準用する法第十二条の六第四項に規定する原子力規制委

員会規則で定める基準は、前項第二号から第四号までに掲げるもののほか、廃止

措置計画に係る特定再処理施設におけるせん断処理施設の操作の停止に関する恒

久的な措置が講じられていることとする。 
 
○再処理施設の技術基準に関する規則（令和 2 年原子力規制委員会規則第 9 号） 

（廃止措置中の再処理施設の維持） 
第三条 法第五十条の五第二項の認可を受けた場合には、当該認可に係る廃止措置計画

（同条第三項において準用する法第十二条の六第三項又は第五項の規定による変更の

認可又は届出があったときは、その変更後のもの。以下この条において同じ。）で定め

る性能維持施設（再処理規則第十九条の四の二第十号の性能維持施設をいう。）につい

ては、次章及び第三章の規定にかかわらず、当該認可に係る廃止措置計画に定めると

ころにより、当該施設を維持しなければならない。 
 
○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等に基づく原子力規制委員会の

処分に係る審査基準等（原規総発第 1311275 号） 

（別表） 

第５０条第１項 再処理事業者が定

めた保安規定の認

可 

基準は、第５０条

第２項に規定され

ている。 

同項第２号につい

ては、再処理施設

における保安規定

の審査基準（原管

研発第１３１１２

７８号（平成２５

年１１月２７日原

子力規制委員会決

定））を基とし、

個々の事案ごとに

判断する。ただ

し、核燃料サイル

工学研究所（再処

理施設）の廃止措

置に係る保安規定

の審査について

は、同審査基準に

よらない。 

３０日 
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経緯 

平成 25 年 7 月 1 日 

第 11 回核燃料施設等の新

規制基準に関する検討チー

ム 

JAEA から、東海再処理施設について、施設の現状に合わせ

た新規制基準の運用を図りたい旨提案。 

平成 25 年 7 月 31 日 

第 17 回原子力規制委員会 

上記提案に関し、実態把握調査を原子力規制庁へ指示。 

平成 25 年 8 月 29 日 

平成 25 年 10 月 29 日 

平成 25 年 12 月 2 日 

「独立行政法人日本原子力研究開発機構再処理施設におけ

る潜在的ハザードの実態把握にかかるヒアリング」を実

施。 

平成 25 年 11 月 25 日 現地調査を実施。 

平成 25 年 12 月 11 日 

第 35 回原子力規制委員会 

実態把握調査の結果について原子力規制庁から報告。 

当該報告を踏まえ、高放射性廃液等の処理等の実施を了

承。 

平成 25 年 12 月 18 日 

第 36 回原子力規制委員会 

JAEA 経営責任者と意見交換実施。 

平成 26 年 9 月 30 日 JAEA が、「日本原子力研究開発機構改革報告書」におい

て、第 3 期中期目標期間中に東海再処理施設の廃止措置計

画の認可申請をすることとした。 

平成 28 年 1 月 13 日 

第 49 回原子力規制委員会 

東海再処理施設における高放射性廃液等の固化処理等の実

施状況について原子力規制庁から報告。 

また、東海再処理施設の現状確認に関する公開会合の設置

を指示。 

平成 28 年 1 月 27 日 

第 51 回原子力規制委員会 

監視チームの設置について了承。 

平成 28 年 8 月 3 日 

第 26 回原子力規制委員会 

JAEA に対し、東海再処理施設の廃止に向けた計画の検討等

を指示。 

平成 28 年 8 月 4 日 上記指示文書を発出。 

平成 28 年 11 月 30 日 JAEA から上記指示に係る報告書受領。 

平成 28 年 12 月 14 日 

第 26 回原子力規制委員会 

JAEA からの報告書及びそれに対する評価について原子力規

制庁から報告。 

また、今後の対応方針について了承。 

平成 29 年 2 月 1 日 

第 59 回原子力規制委員会 

東海再処理施設について、特定再処理施設として廃止措置

を進めることができるよう、使用済燃料の再処理の事業に

関する規則等の改正案の意見募集の実施を了承。 

平成 29 年 3 月 1 日 

第 65 回原子力規制委員会 

東海再処理施設の廃止措置計画及び保安規定の審査に関す

る考え方の案の意見募集の実施を了承。 
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平成 29 年 3 月 22 日 

第 72 回原子力規制委員会 

使用済燃料の再処理の事業に関する規則等の改正を決定。 

平成 29 年 4 月 3 日 改正後の使用済燃料の再処理の事業に関する規則等が施

行。 

平成 29 年 4 月 19 日 

第 5 回原子力規制委員会 

東海再処理施設の廃止措置計画及び保安規定の審査に関す

る考え方の制定を決定。 

平成 29 年 6 月 30 日 東海再処理施設の廃止措置計画認可申請を受領。 

平成 30 年 6 月 13 日 

第 14 回原子力規制委員会 

東海再処理施設の廃止措置計画を認可。 
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新規制基準未適合の施設における工事 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
平成 30 年 9 月 7 日、東京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電力」という。）か

ら、福島第二原子力発電所の敷地北側に設置されている空間放射性粒子濃度測定装置No.1

（以下「DM-1」という。）の移設工事に係る工事計画の届出（以下「本件届出」という。）

を受理した。本件は、以前設置していた DM-1 が東北地方太平洋沖地震に伴う津波によっ

て流失したことから、現在、同発電所敷地内の北側敷地境界付近に仮設で設置されている

ものを、流失した DM-1 と同様の設備仕様で本設化することにしたため、設置場所の変更

について届出があったもの。 

また、平成 30 年 10 月に、中部電力株式会社（以下「中部電力」という。）から、浜岡原

子力発電所第 3 号機（以下「浜岡 3 号機」という。）の原子炉機器冷却海水系及び高圧炉

心スプレイ機器冷却海水系の配管（以下「海水系配管」という。）のゴム製伸縮継手の一

部について、保全計画に基づく交換時期が予定されているが、製造事業者の撤退により同

一製品の調達が困難となったことから、当該ゴム伸縮継手の取替工事に係る工事計画の手

続について確認があった。当該ゴム伸縮継手は、建設当時（1983 年）の構造等の技術基準

（発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年通商産業省告示第 501 号））に

規定する材料によらないことから、当時の技術基準（発電用原子力設備に関する技術基準

を定める省令（昭和 40 年通商産業省令第 62 号））第 3 条の規定に基づき、特殊な設計に

よる施設（以下「特殊設計施設」という。）の認可を受け使用していた。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則及びその解釈 

・発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令及びその解説 

 
（２）審査・検査等の状況 
福島第二原子力発電所に設置する DM-1 について、東京電力は、平常時の測定には主排気

筒モニタがあり、事故時の測定にはモニタリングカーがあることから実用発電用原子炉及

びその附属施設の技術基準に関する規則（技術基準規則）第 34 条第 1 項第 13 号において

規制要求されている計測装置には該当しないとしているが、原子力規制庁は、DM-1 は設

置許可に基づき周辺監視区域に隣接する地域の粒子状放射性物質を測定するために設置

されるべき設備であることから、同号に規定する計測装置に該当するものと判断した。 

本件届出により行おうとする移設工事は、現在仮設となっている DM-1 を本設化しようと

するものであって、仮設状態を継続する場合と比べ、当該移設工事により本発電所の安全

性が向上することは明らかである。一方、新規制基準における DM-1 に対する要求事項と

しては、同条第 3 項（外部電源喪失時の電源の確保）及び第 4 項（計測結果の表示、記録
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及び保存）のほか、地震対策や津波対策など設計基準対象施設に対する他の全ての要求事

項が検討対象となり得る。 

浜岡 3 号機におけるゴム伸縮継手取替について、中部電力は、 

 取り替えるゴム伸縮継手は、主要寸法や主要材料は同じであるものの、構造部材の一

部である補強布の製品品質（引張強さ）が既設のものから低下するため、ゴム伸縮継

手に使用する補強布の計算上の必要層数が増加するが、建設当時より余裕を持った層

数で設計しており、実際に設置している層数の範囲内であること 

 当該海水系配管は、耐震 S クラスであり、非常用ディーゼル発電機や使用済燃料プー

ルの冷却等に使用されており、当該ゴム伸縮継手の取替工事は、使用済燃料の冷却機

能等の安全機能を維持するために必要な工事であること 

との説明を行った。原子力規制庁は、本件のゴム伸縮継手は、建設当時の技術基準が仕様

規定であったことから特殊設計施設の認可によらざるを得なかったが、その後、技術基準

規則自体が性能規定化されていることからすれば、技術基準規則の解釈で引用されている

設計・建設規格（日本機械学会）によらない材料であることをもって特殊設計施設の手続

を適用することは適切ではなく、通常の工事計画の手続において技術基準規則への適合性

を判断することが適切と判断した。 

 
３．規制上の論点 
２．のとおり。 

 
４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
福島第二原子力発電所の DM-1 の移設については、（ⅰ）当該移設工事の内容が、施設の保

全ないし管理のための措置の範囲内にとどまり、かつ、安全性を向上させるものであるこ

と、（ⅱ）本発電所については新規制基準適合の適合性審査を申請しておらず、当該移設

工事がいわゆる再稼働の準備には当たらないと考えられること、さらに、（ⅲ）本発電所

については、使用済燃料プール内の使用済燃料が既に長期間冷却されていることなどから

みて、直ちに保安のための措置を講じなければならない状態にはないこと、などを踏まえ

れば、新規制基準の全ての要求事項への適合を直ちに要求するまでの必要はないと判断

し、当該移設工事を早期に着手することを認め、本件に係る使用前検査は、現行の関係規

定について従前の技術基準においても要求されていた範囲内でその適合性を確認するこ

ととした。 

浜岡 3 号機のゴム伸縮継手取替についても、（ⅰ）当該取替工事の内容が、施設の保全な

いし管理のための措置の範囲内にとどまり、かつ、発電用原子炉施設の安全性を維持する

ためのものであること、（ⅱ）浜岡 3 号機は、現在、新規制基準適合性を審査中のもので

あるが、当該取替工事は出力運転を目的として行われるものではないこと、（ⅲ）使用済

燃料プール内の使用済燃料が既に長期間冷却されていることなどからみて、直ちに保安の

ための措置を講じなければならない状態にはないことなどから、上記福島第二原子力発電
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所の事例と同様に、本件の工事計画については、新規制基準の全ての要求事項への適合を

要求するまでの必要はないと判断し、工事計画の審査及び使用前検査に当たっては、現行

の関係規定について従前の技術基準においても要求していた範囲と同等以上の水準が確

保されていることで、その適合性を確認することとした。なお、当該工事計画については、

平成 31 年 4 月 5 日に認可している。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
－ 

 
②改正内容 
－ 

 
③経過措置、手続等 
－ 

 
④改正後の事業者の対応 
－ 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
平成 30 年 9 月 6 日の北海道胆振東部地震による外部電源喪失の発生を踏まえれば、敷地

境界付近のモニタリング設備は、現時点において新規制基準への適合確認を受けていない

原子力施設についても、速やかに外部電源喪失時においても必要な電源が確保され、さら

に、モニタリングポストについては、データ伝送の多様性が図られることが望ましいこと

から、新規制基準への適合確認を受け使用前検査に合格したもの以外の原子力施設の敷地

境界付近のモニタリング設備に係る外部電源喪失時の電源確保策及びデータ伝送の多様

性並びにダストモニタの外部電源喪失時の電源確保について、事業者から公開の場で設備

の現状と今後の対応方針を聴取し、その結果について原子力規制庁から原子力規制委員会

に報告することとした。 

そして、周辺モニタリング設備の現状聴取に係る会合において事業者から現状等を聴取

し、その結果を踏まえ、上記の対策が未実施の施設に対して、早期の実施を求め、その状

況を原子力規制事務所において確認していくこととした。 

 
②事業者の具体的な対応 
原子力規制委員会からの要求を受け、対策を実施。 
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５．参考 
・検討当時の担当者 
小野祐二安全規制管理官（実用炉審査担当） 
小山田巧実用炉審査部門安全規制調整官 
川﨑憲二実用炉審査部門安全管理調査官 
止野友博実用炉審査部門上席安全審査官 
正岡秀章実用炉審査部門主任安全審査官 
照井裕之実用炉審査部門安全審査官 
田尻知之実用炉審査部門安全審査官 
他 
 

・関連条文 

○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号） 

（設計及び工事の計画の認可） 
第四十三条の三の九 発電用原子炉施設の設置又は変更の工事（核燃料物質若しく

は核燃料物質によつて汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上特に支

障がないものとして原子力規制委員会規則で定めるものを除く。）をしようとする

発電用原子炉設置者は、原子力規制委員会規則で定めるところにより、当該工事

に着手する前に、その設計及び工事の方法その他の工事の計画（以下この節にお

いて「設計及び工事の計画」という。）について原子力規制委員会の認可を受けな

ければならない。ただし、発電用原子炉施設の一部が滅失し、若しくは損壊した場

合又は災害その他非常の場合において、やむを得ない一時的な工事としてすると

きは、この限りでない。 
２ 前項の認可を受けた者は、当該認可を受けた設計及び工事の計画を変更しよう

とするときは、原子力規制委員会規則で定めるところにより、原子力規制委員会

の認可を受けなければならない。ただし、その変更が原子力規制委員会規則で定

める軽微なものであるときは、この限りでない。 
３ 原子力規制委員会は、前二項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合してい

ると認めるときは、前二項の認可をしなければならない。 
一 その設計及び工事の計画が第四十三条の三の五第一項若しくは前条第一項の

許可を受けたところ又は同条第三項若しくは第四項前段の規定により届け出た

ところによるものであること。 
二 発電用原子炉施設が第四十三条の三の十四の技術上の基準に適合するもので

あること。 
４ 前項の場合において、第四十三条の三の三十一第一項の規定により指定を受け

た型式の同項に規定する型式設計特定機器は、前項第二号の技術上の基準に適合

しているものとみなす。 
５ 発電用原子炉設置者は、第一項ただし書の規定によりやむを得ない一時的な工
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事をする場合は、工事の開始の後、遅滞なく、その旨を原子力規制委員会に届け出

なければならない。 
６ 第一項の認可を受けた者は、第二項ただし書の規定により設計及び工事の計画

について原子力規制委員会規則で定める軽微な変更をする場合は、その設計及び

工事の計画を変更した後、遅滞なく、その変更した設計及び工事の計画を原子力

規制委員会に届け出なければならない。ただし、原子力規制委員会規則で定める

場合は、この限りでない。 
 
（設計及び工事の計画の届出） 
第四十三条の三の十 発電用原子炉施設の設置又は変更の工事（前条第一項の原子

力規制委員会規則で定めるものに限る。）であつて、原子力規制委員会規則で定め

るものをしようとする発電用原子炉設置者は、原子力規制委員会規則で定めると

ころにより、その設計及び工事の計画を原子力規制委員会に届け出なければなら

ない。その設計及び工事の計画の変更（原子力規制委員会規則で定める軽微なも

のを除く。）をしようとするときも、同様とする。 
２ 前項の規定による届出をした者は、その届出が受理された日から三十日を経過

した後でなければ、その届出に係る工事を開始してはならない。 
３ 原子力規制委員会は、第一項の規定による届出のあつた設計及び工事の計画が

前条第三項各号のいずれにも適合していると認めるときは、前項に規定する期間

を短縮することができる。 
４ 原子力規制委員会は、第一項の規定による届出のあつた設計及び工事の計画が

前条第三項各号のいずれかに適合していないと認めるときは、その届出をした者

に対し、その届出を受理した日から三十日（次項の規定により第二項に規定する

期間が延長された場合にあつては、当該延長後の期間）以内に限り、その設計及び

工事の計画を変更し、又は廃止すべきことを命ずることができる。 
５ 原子力規制委員会は、第一項の規定による届出のあつた設計及び工事の計画が

前条第三項各号に適合するかどうかについて審査するため相当の期間を要し、当

該審査が第二項に規定する期間内に終了しないと認める相当の理由があるとき

は、当該期間を相当と認める期間に延長することができる。この場合において、原

子力規制委員会は、当該届出をした者に対し、遅滞なく、当該延長後の期間及び当

該延長の理由を通知しなければならない。 
６ 前三項の場合において、第四十三条の三の三十一第一項の規定により指定を受

けた型式の同項に規定する型式設計特定機器は、前条第三項第二号の技術上の基

準に適合しているものとみなす。 
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○実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 

（平成 25 年原子力規制委員会規則第 6 号） 

（特殊な設計による発電用原子炉施設） 
第三条 特別の理由により原子力規制委員会の認可を受けた場合は、この規則の規定に

よらないで発電用原子炉施設を施設することができる。 
２ 前項の認可を受けようとする者は、その理由及び施設方法を記載した申請書に関係

図面を添付して申請しなければならない。 
 
附 則 
１ （略） 
２ この規則の施行の際現に発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令（昭和四

十年通商産業省令第六十二号）第三条第一項の規定によりされている認可は、第三条

第一項の規定によりされた認可とみなす。 
 
○実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（原規技発第 1306194 号） 

第３条（特殊な設計による発電用原子炉施設） 
１ 技術基準規則の規定によらない場合又は本解釈に照らして同等性の判断が困難な場合

については、第３条によること。 
２ （略） 

 
○発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令（昭和 40 年通商産業省令第 62 号） 

（耐震性） 

第五条 原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービン及

びその附属設備は、これらに作用する地震力による損壊により公衆に放射線障害を及

ぼさないように施設しなければならない。 

２ 前項の地震力は、原子炉施設ならびに一次冷却材により駆動される蒸気タービンお

よびその附属設備の構造ならびにこれらが損壊した場合における災害の程度に応じ

て、基礎地盤の状況、その地方における過去の地震記録に基づく震害の程度、地震活

動の状況等を基礎として求めなければならない。 

 

（計測装置） 

第二十条 原子力発電所には、次の各号に掲げる事項を計測する装置を施設しなければ

ならない。この場合において、直接計測することが困難な場合は、当該事項を間接的

に測定する装置をもつて替えることができる。 

一～十二 （略） 

十三 周辺監視区域に隣接する地域における空間線量率及び放射性物質濃度 

十四 （略） 
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２ （略） 

３ 第一項第一号及び第三号から第十四号までに掲げる事項を計測する装置にあつて

は、計測結果を表示し、かつ、記録することができるものでなければならない。 

 
経緯 

平成 30 年 10 月 24 日 

第 37 回原子力規制委員会 

福島第二原子力発電所における DM-1 の移設工事に係る工事

計画の届出に係る対応について議論し、了承。 

また、新規制基準未適合の原子力施設の敷地境界付近のモ

ニタリング設備の状況等について現状調査を行うこととし

た。 

平成 30 年 11 月 8 日 

第 1 回周辺モニタリング設

備の現状聴取に係る会合 

事業者から現状等を聴取。 

平成 30 年 12 月 5 日 

第 45 回原子力規制委員会 

 

事業者からの聴取結果を報告するとともに、今後の対応方

針を了承。 

平成 30 年 12 月 12 日 

第 47 回原子力規制委員会 

浜岡 3 号機の海水系配管のゴム製伸縮継手の一部の取替に

係る工事計画に対する対応について議論し、了承。 

平成 30 年 12 月 19 日 

第 2 回周辺モニタリング設

備の現状聴取に係る会合 

事業者に必要な対策を要求。 
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デジタル安全保護回路に係る共通要因故障対策 事例分析個票 

 
１．問題の契機、背景 
安全保護回路をデジタル化する場合には、アナログ式の場合にはなかった、ソフトウェア

起因の CCF（ソフトウェアによって機能する電子計算機の不作動又は誤作動による、多重

化された安全保護回路の同時機能喪失）を新たに考慮する必要がある。 

この問題は古くから認識されており、事業者は、デジタル安全保護回路を設ける場合には、

ソフトウェア処理の簡素化や可視化、自己診断機能の実装、ライフサイクルを通じた品質

管理、検証及び妥当性確認（V&V）の実施といった現行基準の要求事項を満たすだけでな

く、一部の安全保護機能を代替するハードワイヤード機構（以下「Hw 機構」という。）を

別途自主的に設けている。しかし、その Hw 機構がデジタル安全保護回路の安全保護機能

をどの程度代替できているか、また、安全保護回路と比べてどの程度の設計グレードとな

っているか等については明らかではなかった。 

そのため、近年の国際的な動向も踏まえ、また、安全保護機能の更なる信頼性向上の観点

から、自主設備となっている Hw 機構の要求事項（設計グレードや代替する機能等）の整

理、「デジタル安全保護回路」の範囲等について、発電用原子炉施設におけるデジタル安

全保護系の共通要因故障対策等に関する検討チーム（以下「検討チーム」という。）を設

置し、検討することとなった。 

 
２．見直し前の規制 
（１）関連する規制基準 
・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

・実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

 
（２）審査・検査等の状況 
１．のとおり。 

 
３．規制上の論点 
検討チームにおける事業者等も交えた議論及び原子力規制委員会における議論の結果、デ

ジタル安全保護回路に係る共通要因故障対策は、品質確保措置の要求や重大事故等対策に

おける有効性評価により現状において災害防止上の支障はないといえるが、更なる信頼性

向上を図る観点から検討を進めることとした。そして、具体的な対策水準として、以下を

整理した。 

 デジタル安全保護回路を設ける場合には、次に掲げるところにより、代替作動機

能を有する装置（以下「代替作動機構」という。）を設けなければならないものと
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する。ただし、ソフトウェアに起因する共通要因故障が発生するおそれがない場

合又は代替作動機構を設けることなく下記②の要件を満足する場合には、この限

りでない。 

① 安全保護回路とは異なる動作原理の機構により、原子炉停止系統及び工学的安全施

設を自動的に又は原子炉制御室から手動により作動させることができるものとす

ること。 

 「安全保護回路とは異なる動作原理の機構」とは、ソフトウェアを用いることなく

作動させることができるものなど、ソフトウェアに起因する共通要因故障によって

デジタル安全保護回路の安全保護機能と同時にその代替作動機能を喪失するおそ

れがない系統、機器その他の機構をいう。 

② 運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生し、かつ、安全保護回路の安全保

護機能が喪失したときにおいても、発電用原子炉施設の安全性が損なわれることを

防止することができるものとすること。 

 「運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生し、かつ、安全保護回路の安全

保護機能が喪失したとき」とは、運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生

した場合において、デジタル安全保護回路がソフトウェアに起因する共通要因故障

によってその異常な状態を検知することできないとき又は原子炉停止系統及び工

学的安全施設を自動的に作動させることができないときをいう。 

 「発電用原子炉施設の安全性が損なわれることを防止することができる」とは、最

適評価により設計基準事故時の要件を概ね満足すること又は炉心の著しい損傷を

防止することができることをいう。 

③ 共通要因によって安全保護回路の安全保護機能と同時にその代替作動機能が損な

われるおそれがないよう、適切な措置を講じたものとすること。 

 「適切な措置を講じたもの」とは、安全保護回路の作動が要求される場合において

安全保護機能と代替作動機能とが同時に損なわれないよう、物理的方法その他の方

法によりそれぞれ互いに分離することをいう。 

④ 外部電源が利用できない場合においてもその代替作動機能が損なわれるおそれが

ないものとするほか、重要安全施設と同等の信頼性を確保したものとすること。 

そして、審査の形式で確認してはいないものの、検討チームにおいて聴取したところ、既

存の実用発電用原子炉施設は事業者の自主設備によって上記対策水準の大部分を満足し

ていると考えられ、また、対策水準を完全に満足するため、現在設けられている自主設備

に加え、BWR（ABWR）については警報機能の強化が、PWR については安全注入の自動作動化

が必要との方向性について、妥当と判断した。 
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４．規制上の対応 
（１）安全上の緊急性の有無・程度 
従来の規制においては、ソフトウェア処理の簡素化や可視化、自己診断機能の実装、ライ

フサイクルを通じた品質管理、検証及び妥当性確認（V&V）の実施といった、様々な品質

確保措置が要求されており、これらを的確に実施することによりソフトウェア起因の共通

要因故障が発生する可能性は十分低く抑えられている。さらに、重大事故等対策の有効性

評価を行う際には、安全保護回路がデジタル式であるか否かを問わず、何らかの理由によ

り安全保護回路が原子炉停止系統又は工学的安全施設を自動的に作動させることができ

ない場合でも重大事故等に対処できることを確認しており、従来の規制においても災害防

止上の支障はない。 

 
（２）規制制度・規制基準等の改正 
①改正経緯 
本件について、事業者が対応に必要な期間を具体的に示すなど、自律的かつ計画的に取り

組む意向を表明していたことから、事業者から自らの自主的取組でどのように対策水準へ

の適合が実現されるのか、検討チームにおいて確認することとした。また、本件に係る継

続的な安全性の向上については、継続的な安全性向上に関する検討チームを設置して、そ

の中で検討を進めることとした。 

確認の結果、事業者からは、 

 原子力エネルギー協議会（ATENA）が、対策水準を実現するための技術要件書を策

定し、事業者に提示し対応の実施を求める。この際事業者に対して、実施計画書、

有効性評価書、要件整合報告書の提出及び進捗状況の報告（半期に一度）を求め

る。また、提出された資料等は公開する。 

 ４．（２）③に記載する時期までに対策を実施する。 

 新規制基準に適合し稼働中のプラントについては、各事業者は、計画と実績を、

安全性向上評価届出書に記載し提出する。また、ATENA は、すべてのプラントに

関し、確認した事業者の進捗状況を半期に一度書面で報告する。 

などといった表明がなされた。これらを踏まえ、 

 デジタル安全保護回路に係る共通要因故障対策は、品質確保措置や重大事故等対策

に係る要求により、従来の規制においても災害の防止上の支障はないといえること 

 事業者の対応を公開の会合で聴取した結果、既存の実用発電用原子炉施設は自主設

備によって原子力規制委委員会による対策水準の大部分を満足していると考えら

れること 

 事業者が、対策水準を完全に満足するため、必要な追加対策をとることとしており、

必要な期間を具体的に示すなど、自律的かつ計画的に取り組む意向を表明している

こと 

 新規制基準に適合し稼働中の実用発電用原子炉施設については、事業者が、計画と

実績を安全性向上評価届出書に記載し提出するとしていること 
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 ATENA において、すべての実用発電用原子炉施設に関し、事業者の進捗状況を確認

し、半期に一度書面で原子力規制委員会に報告するとしていること 

といった点から、原子力規制委員会が「対策水準」を明示した上で、事業者が自主的に取

組を進め、原子力規制委員会はその取組状況について事業者からの定期的な報告を確認す

るとともに、原子力規制検査の中で監視していくとし、規制要求は行わないこととした。 

なお、継続的な安全性向上に関する検討チームの検討の結果、本件については、以下のよ

うに、事業者の自主的な対策を規制機関がフォローアップする仕組みの先駆けとしての位

置付けがなされた。 
 「また、検討チームで紹介されたデジタル安全保護回路の共通要因故障対策につ

いても、事業者が実施を表明した自主的な対策について、規制機関によるフォロ

ーアップを検査により行うこととしており、「混ぜるのではなく足す」アプローチ

の先駆けであったと整理することができ、これを例にした取組を拡大していくこ

とも視野に入るであろう」 
 
②改正内容 
－ 

 
③経過措置、手続等 
事業者からは、工事実施時期は事業者ごとに異なるが、安全解析に 2 年程度を要し、設備

改造工事は１回の施設定期検査期間内で可能と想定し、次のとおりとするとの意向が表明

された。 

• 新規制基準に適合するための設置変更が許可されたプラントについては、2024 年度ま

で、2023 年度以降の最初の定期事業者検査の終了まで、又は新規制基準適合に係る工

事の完了までに実施する。 

• 新規制基準に適合するための設置変更許可申請を行っているプラントについては、設

置変更許可後の最初の定期事業者検査の終了まで、又は新規制基準適合に係る工事の

完了まで（建設中を含む。）に実施する。 

 
④改正後の事業者の対応 
－ 

 
（３）その他の対応 
①原子力規制委員会の対応 
- 

 
②事業者の具体的な対応 
- 
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５．参考 
・検討当時の担当者 
遠山眞技術基盤課長 
西崎崇徳技術基盤課企画調整官 
成田達治技術基盤課課長補佐 
山田創平技術基盤課係長 
照井裕之実用炉審査部門安全審査官 
他 
 

・関連条文 

○実用発電要原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

（平成 25 年原子力規制委員会規則第 5 号） 

（安全保護回路） 
第二十四条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、安全保護回路（安全

施設に属するものに限る。以下この条において同じ。）を設けなければならない 
一 運転時の異常な過渡変化が発生する場合において、その異常な状態を検知し、 

及び原子炉停止系統その他系統と併せて機能することにより、燃料要素の許容

損傷限界を超えないようにできるものとすること。 
二 設計基準事故が発生する場合において、その異常な状態を検知し、原子炉停

止系統及び工学的安全施設を自動的に作動させるものとすること。 
三 安全保護回路を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは、単一故障が起

きた場合又は使用状態からの単一の取り外しを行った場合において、安全保護

機能を失わないよう、多重性を確保するものとすること。 
四 安全保護回路を構成するチャンネルは、それぞれ互いに分離し、それぞれの

チャンネル間において安全保護機能を失わないように独立性を確保するものと

すること。 
五 駆動源の喪失、系統の遮断その他の不利な状況が発生した場合においても、

発電用原子炉施設をより安全な状態に移行するか、又は当該状態を維持するこ

とにより、発電用原子炉施設の安全上支障がない状態を維持できるものとする

こと。 
六 不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動作をさせず、

又は使用目的に反する動作をさせる行為による被害を防止することができるも

のとすること。 
七 計測制御系統施設の一部を安全保護回路と共用する場合には、その安全保護

機能を失わないよう、計測制御系統施設から機能的に分離されたものとするこ

と。 
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○実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

（原規技発第 1306193 号） 

第２４条（安全保護回路） 
１ 第１号について、安全保護回路の運転時の異常な過渡変化時の機能の具体例として

は、原子炉の過出力状態や出力の急激な上昇を防止するために、異常な状態を検知

し、原子炉停止系統を含む適切な系統を作動させ、緊急停止の動作を開始させること

等をいう。 
２ 第３号に規定する「チャンネル」とは、安全保護動作に必要な単一の信号を発生さ

せるために必要な構成要素（抵抗器、コンデンサ、トランジスタ、スイッチ及び導線

等）及びモジュール（内部連絡された構成要素の集合体）の配列であって、検出器か

ら論理回路入口までをいう。 
３ 第４号に規定する「それぞれ互いに分離し」とは、独立性を有するようなチャンネ

ル間の物理的分離及び電気的分離等をいう。 
４ 第５号に規定する「駆動源の喪失、系統の遮断その他の不利な状況」とは、電力若

しくは計装用空気の喪失又は何らかの原因により安全保護回路の論理回路が遮断され

る等の状況をいう。なお、不利な状況には、環境条件も含むが、どのような状況を考

慮するかは、個々の設計に応じて判断する。 
５ 第５号に規定する「発電用原子炉施設をより安全な状態に移行するか、又は当該状

態を維持することにより、発電用原子炉施設の安全上支障がない状態を維持できるも

の」とは、安全保護回路が単一故障した場合においても、発電用原子炉施設をより安

全な状態に移行することにより、最終的に発電用原子炉施設が安全側の状態を維持す

るか、又は安全保護回路が単一故障してそのままの状態にとどまっても発電用原子炉

施設の安全上支障がない状態を維持できることをいう。 
６ 第６号に規定する「不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動

作をさせず、又は使用目的に反する動作をさせる行為による被害を防止すること」と

は、ハードウェアの物理的分離、機能的分離に加え、システムの導入段階、更新段階

又は試験段階でコンピュータウイルスが混入することを防止する等、承認されていな

い動作や変更を防ぐ設計のことをいう。 
７ 第７号に規定する「安全保護機能を失わない」とは、接続された計測制御系統施設

の機器又はチャンネルに単一故障、誤操作若しくは使用状態からの単一の取り外しが

生じた場合においても、これにより悪影響を受けない部分の安全保護回路が第１号か

ら第６号を満たすことをいう。 
 
○実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 

（平成 25 年原子力規制委員会規則第 6 号） 

（安全保護装置） 

第三十五条 発電用原子炉施設には、安全保護装置を次に定めるところにより施設しな

ければならない。 
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一 運転時の異常な過渡変化が発生する場合又は地震の発生により発電用原子炉の運転

に支障が生ずる場合において、原子炉停止系統その他系統と併せて機能することによ

り、燃料要素の許容損傷限界を超えないようにできるものであること。 

二 系統を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは、単一故障が起きた場合又は使

用状態からの単一の取り外しを行った場合において、安全保護機能を失わないよう、

多重性を確保すること。 

三 系統を構成するチャンネルは、それぞれ互いに分離し、それぞれのチャンネル間に

おいて安全保護機能を失わないように独立性を確保すること。 

四 駆動源の喪失、系統の遮断その他の不利な状況が生じた場合においても、発電用原

子炉施設をより安全な状態に移行するか、又は当該状態を維持することにより、発電

用原子炉施設の安全上支障がない状態を維持できること。 

五 不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動作をさせず、又は使

用目的に反する動作をさせる行為による被害を防止するために必要な措置が講じられ

ているものであること。 

六 計測制御系の一部を安全保護装置と共用する場合には、その安全保護機能を失わな

いよう、計測制御系から機能的に分離されたものであること。 

七 発電用原子炉の運転中に、その能力を確認するための必要な試験ができるものであ

ること。 

八 運転条件に応じて作動設定値を変更できるものであること。 

 

○実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（原規技発第 1306194 号） 

第３５条（安全保護装置） 

１ 第１号の安全保護装置の機能の確認については、設置許可申請書の添付書類八の設

備仕様及び設置許可申請書において評価した運転時の異常な過渡変化の評価の条件に

非保守的な変更がないことを確認すること。  

２ 第３号に規定する「独立性を確保すること」とは、チャンネル間の距離、バリア、

電気的隔離装置等により、相互を分離することをいう。 

３ 第５号に規定する「必要な措置が講じられているものであること」とは、外部ネッ

トワークと物理的な分離又は機能的な分離を行うこと、有線又は無線による外部ネッ

トワークからの遠隔操作及びウイルス等の侵入を防止すること、物理的及び電気的ア

クセスの制限を設けることにより、システムの据付、更新、試験、保守等で、承認さ

れていない者の操作及びウイルス等の侵入を防止すること等の措置を講ずることをい

う。なお、ソフトウェアの内部管理を強化するために、ウイルス等によるシステムの

異常動作を検出させる場合には以下の機能を有すること。 

（１）ウイルス等によるシステムの異常動作を検出する機能を設ける場合には、ウイ

ルス等を検知した場合に運転員等へ告知すること。 
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（２）ウイルス等によるシステムの異常動作を検出する機能は、安全保護装置の機能

に悪影響を及ぼさないこと。 

４ デジタル安全保護系の適用に当たっては、日本電気協会「安全保護系へのディジタ

ル計算機の適用に関する規程」（JEAC 4620-2008）（以下「JEAC4620」という。）５．留

意事項を除く本文、解説－４から６まで、解説－８及び解説－１１から１８まで並び

に「ディジタル安全保護系の検証及び妥当性確認に関する指針」（JEAG 4609-2008）本

文及び解説－９に以下の要件を付したものによること。ただし、「ディジタル」は「デ

ジタル」と読み替えること。 

（１）JEAC4620 の４．１の適用に当たっては、運転時の異常な過渡変化が生じる場合

又は地震の発生等により原子炉の運転に支障が生じる場合において、原子炉停止

系統及び工学的安全施設と併せて機能することにより、燃料許容損傷限界を超え

ないよう安全保護系の設定値を決定すること。 

（２）JEAC4620 の４．１８．３において検証及び妥当性確認の実施に際して作成され

た文書は、４．１８．２の構成管理計画の中に文書の保存を定め、適切に管理す

ること。 

（３）JEAC4620 の４．８における「想定される電源擾乱、電磁波等の外部からの外

乱・ノイズの環境条件を考慮した設計とすること」を「想定される電源擾乱、サ

ージ電圧、電磁波等の外部からの外乱・ノイズの環境条件を考慮して設計し、そ

の設計による対策の妥当性が十分であることを確証すること」と読み替えるこ

と。 

（４）JEAC4620 の４．５及び解説－６の適用に当たっては、デジタル安全保護系は、

試験時を除き、計測制御系からの情報を受けないこと。試験時に、計測制御系か

らの情報を受ける場合には、計測制御系の故障により、デジタル安全保護系が影

響を受けないよう措置を講ずること。 

デジタル安全保護系及び計測制御系の伝送ラインを共用する場合、通信をつか

さどる制御装置は発信側システムの装置とすること。 

（５）JEAC4620 の４．１６の「外部からの影響を防止し得る設計」を「外部影響の防

止された設備」と読み替えること。 

（６）JEAC4620 の４．における安全保護機能に相応した高い信頼性を有するとは、デ

ジタル安全保護系のトリップ失敗確率及び誤トリップする頻度を評価し、従来型

のものと比較して同等以下とすること。また、デジタル安全保護系の信頼性評価

において、ハードウェア構成要素に異常の検出、検出信号の伝送、入出力信号の

処理、演算処理、トリップ信号の伝送、トリップの作動等、評価に必要な構成要

素を含むこと。 

（７）安全保護系に用いられるデジタル計算機の健全性を実証できない場合、安全保

護機能の遂行を担保するための原理の異なる手段を別途用意すること。（「日本電

気協会「安全保護系へのディジタル計算機の適用に関する規程（JEAC 4620-

2008）」及び「ディジタル安全保護系の検証及び妥当性確認に関する指針（JEAG 
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4609-2008）」に関する技術評価書」（平成２３年１月原子力安全・保安院、原子力

安全基盤機構取りまとめ）） 
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経緯 

平成 31 年 1 月 16 日 

第 53 回原子力規制委員会 

平成 31（令和元）年度の原子力規制委員会の重点計画にお

ける重要課題としてデジタル安全保護系の共通要因故障対

策の規制への取り込みが挙げられる。 

令和元年 9 月 13 日 

第 29 回原子力規制委員会 

 

本件課題に係る今後の取組方針及び検討チームを設置して

検討を進める方針について了承。 

令和元年 10 月 2 日 

第 33 回原子力規制委員会 

検討チームの設置を了承。 

平成 30 年 10 月 30 日 

令和元年 10 月 30 日 

令和元年 12 月 4 日 

令和 2 年 1 月 29 日 

検討チームにおける検討。 

令和 2 年 3 月 11 日 

第 69 回原子力規制委員会 

令和 2 年 3 月 23 日 

第 73 回原子力規制委員会 

検討チームの検討結果について原子力規制庁から報告。ま

た、デジタル安全保護回路に係る共通要因故障対策として満

足すべき水準について了承し、規制上の取扱いについて検討

するよう指示。 

令和 2 年 7 月 8 日 

第 69 回原子力規制委員会 

対策水準の内容が事業者の自主的取組でどのように実現さ

れるのか及び取組の進捗の状況について公開の会合で確認

するとの対応案について了承。 

また、本件の対応のうち継続的な安全性の向上に関わる部

分ついては継続的な安全性向上に関する検討チームにおい

て検討を進めることを了承。 

令和 2 年 10 月 6 日 

第 5 回発電用原子炉施設に

おけるデジタル安全保護系

の共通要因故障対策等に関

する検討チーム 

事業者（ATENA）から対応状況等を聴取。 

令和 2 年 10 月 21 日 

第 15 回原子力規制委員会 

 

事業者からの聴取結果について原子力規制庁から報告。ま

た、以後の対応として以下を確認。 

 ATENA から半期に一度、定期的に書面で報告を受ける。 

 必要があれば、進捗の状況を公開の会合等で把握し、そ

の結果を原子力規制委員会に報告する。 

 事業者の取組状況について、原子力規制検査（日常検

査）の中で確認していく。 

令和 3 年 8 月 18 日 

第 25 回原子力規制委員会 

継続的な安全性向上に関する検討チームの検討結果につい

て原子力規制庁から報告。その中で、デジタル安全保護回
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別添１７ 

路に係る共通要因故障対策については、事業者の自主的な

対策を規制機関がフォローアップする仕組みの先駆けとし

ての位置付けがなされた。 
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別添１８ 

 

バックフィット事例 関連資料一覧 

No. 事例件名 関連する原子力規制委員会資料等 

1 新規制基準（特定重

大事故等対処施設

の設置を含む。） 

 シビアアクシデント対策規制を含む基準等の策定について（案）（発電用軽水型原子炉に関する基

準等）（平成 24 年 10 月 10 日第 4回原子力規制委員会 資料 1-1 及び 1-2） 

 シビアアクシデント対策の段階的規制等の審査概要（イメージ）（平成 24 年 10 月 10 日第 4 回原

子力規制委員会 資料 1-3） 

 新たな安全基準（シビアアクシデント対策規制を含む）の策定の進め方（発電用軽水型原子炉に

関する基準等）（案）（平成 24 年 10 月 19 日第 6回原子力規制委員会 資料 1） 

 地震・津波関係設計基準の策定について（発電用軽水型原子炉関係）（案）（平成 24 年 10 月 24 日

第 7回原子力規制委員会 資料 5-1） 

 シビアアクシデント対策規制を含む基準等のうち地震・津波設計基準の検討に際して考えられる

主な検討課題（案）（発電用軽水型原子炉関係）（平成 24 年 10 月 24 日第 7 回原子力規制委員会 

資料 5-2） 

 地震・津波関係設計基準（発電用軽水型原子炉関係）の策定の進め方について（案）（平成 24 年

11 月 7 日第 9回原子力規制委員会 資料 1） 

 発電用軽水型原子炉施設に係る新安全基準骨子案について等（平成 25 年 2 月 6 日第 27 回原子力

規制委員会 資料 3-1～3-5） 

 原子力発電所の新規制施行に向けた基本的な方針（私案）（平成 25 年 3 月 19 日第 33 回原子力規

制委員会 資料 8-1） 

 新規制施行後の審査等について（案）（平成 25 年 3 月 19 日第 33 回原子力規制委員会 資料 8-2） 

 試験研究用原子炉、核燃料施設等に関する基準等の策定の進め方（案）（試験研究用原子炉、核燃

料加工施設、使用済燃料貯蔵施設、使用済燃料再処理施設、廃棄物埋設施設、廃棄物管理施設、
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核燃料物質使用施設）（平成 25 年 3 月 27 日第 34 回原子力規制委員会 資料 4） 

 発電用軽水型原子炉施設に係る新安全基準骨子案に対する意見募集の結果について（平成 25 年 4

月 3 日第 1回原子力規制委員会 資料 5） 

 原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係規則の整備等に関する規則（案）等に対する意

見募集の実施について（平成 25 年 4 月 10 日第 2回原子力規制委員会 資料 6） 

 原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係法令等の整備及び施行に伴う手続き等について 

（平成 25 年 6 月 19 日第 11 回原子力規制委員会 資料 1-1） 

 原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴い制定等を行う関係法令等の一覧 （平成 25 年 6 月 19

日第 11 回原子力規制委員会 資料 1-2） 

 新規制基準に係る主な経過規定について（平成 25 年 6 月 19 日第 11 回原子力規制委員会 資料

1-3） 

 新規制施行に伴う手続等について（平成 25 年 6 月 19 日第 11 回原子力規制委員会 資料 1-4） 

 核燃料施設等に係る新規制基準骨子案について（使用済燃料再処理施設、核燃料加工施設、試験

研究用等原子炉施設、使用済燃料貯蔵施設、廃棄物埋設施設、廃棄物管理施設）等（平成 25 年 7

月 24 日第 16 回原子力規制委員会 資料 3-1～3-11） 

 核燃料施設等に係る新規制基準骨子案等に関する意見募集の結果について（平成 25 年 9 月 5 日第

21 回原子力規制委員会 資料 2） 

 原子力規制委員会設置法の一部施行に伴う関係規則の整備等に関する、原子力規制委員会規則案

等に対する意見募集の実施について（平成 25 年 9 月 11 日第 22 回原子力規制委員会 資料 2） 

 核燃料施設等における新規制基準の適用の考え方（案）（平成 25 年 11 月 6 日第 30 回原子力規制

委員会 資料 4） 

 原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係法令等の整備等について（平成 25 年 11 月 27 日

第 33 回原子力規制委員会 資料 1-1） 

 原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴い制定等を行う関係法令等の一覧（平成 25 年 11 月 27

日第 33 回原子力規制委員会 資料 1-2） 
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 核燃料施設等の新規制基準等に係る主な経過規定について（案）（平成 25 年 11 月 27 日第 33 回原

子力規制委員会 資料 1-3） 

 核燃料物質の使用に係る新規制基準の施行に伴う報告の提出について（指示）（平成 25 年 11 月 27

日第 33 回原子力規制委員会 資料 1-4） 

 特定重大事故等対処施設等に係る考え方について（平成 27 年 11 月 13 日第 40 回原子力規制委員

会 資料 4-1） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の一部を改正す

る規則及びそれに対する意見募集の実施について（案）（平成 27 年 11 月 13 日第 40 回原子力規制

委員会 資料 4-2） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の一部を改正す

る規則の制定について（平成 27 年 12 月 22 日第 47 回原子力規制委員会 資料 1） 

【関連する公開会合】 

 発電用軽水型原子炉の新規制基準に関する検討チーム（平成 24 年 10 月 25 日～平成 25 年 6 月 3

日、全 23 回） 

 発電用軽水型原子炉施設の地震・津波に関わる規制基準に関する検討チーム（平成 24 年 11 月 19

日～平成 25 年 6 月 6 日、全 13 回） 

 核燃料施設等の新規制基準に関する検討チーム（平成 25 年 4 月 15 日～同年 10 月 24 日、全 20

回） 

2 電源系統の一相開

放対策 

 平成２５年度第２四半期の技術情報検討会の実施状況等について（平成 25 年 10 月 23 日第 28 回

原子力規制委員会 資料 3） 

 「電源系統の設計における脆弱性」に係る対応方針について（案）（平成 26 年 6 月 4 日第 10 回原

子力規制委員会 資料 1-1） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈の一部改正

（案）等に対する意見募集の実施について（平成 26 年 6 月 4 日第 10 回原子力規制委員会 資料
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1-2） 

 米国情報「電源系統の設計における脆弱性」に係る報告の指示について（平成 26 年 6 月 4 日第 10

回原子力規制委員会 資料 1-3） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈の一部改正

等について（平成 26 年 7 月 9 日第 16 回原子力規制委員会 資料 1） 

 再処理施設における１相開放故障への対応について（案）等（平成 26 年 9 月 17 日第 25 回原子力

規制委員会 資料 5－1及び 5－2） 

 再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈の一部改正について（平成 26 年 10

月 29 日第 34 回原子力規制委員会 資料 1） 

【関連する公開会合】 

 平成 25 年 9 月 9 日第 4回技術情報検討会 

3 有毒ガス防護  原子炉制御室の居住性に係る有毒ガスの影響評価について（平成 27 年 11 月 25 日第 42 回原子力

規制委員会 資料 3） 

 実用発電用原子炉施設等における有毒ガス防護に関する規制要求の考え方について（平成 28 年 7

月 6 日第 19 回原子力規制委員会 資料 2） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の一部改正等並

びにそれらの意見募集等について（案）（平成 28 年 10 月 19 日第 37 回原子力規制委員会 資料

3） 

 有毒ガス防護に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規

則等の一部改正等について（平成 29 年 4 月 5 日第 1回原子力規制委員会 資料 3） 

【関連する公開会合】 

 平成 25 年 3 月 25 日第 1回技術情報検討会 

 原子炉制御室の居住性に係る有毒ガス影響評価に関する検討会（平成 28 年 1 月 6 日～同年 4月 8

日、全 3回） 
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4 高エネルギーアー

ク損傷（HEAF）対策 

 高エネルギーアーク損傷に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則等の

一部改正等並びにそれらの意見募集等について（案）（平成 29 年 2 月 22 日第 62 回原子力規制委

員会 資料 2） 

 高エネルギーアーク損傷に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則等の

一部改正等について（案）（平成 29 年 7 月 19 日第 25 回原子力規制委員会 資料 1） 

【関連する公開会合】 

 新規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会合（平成 29 年 6 月 13 日～平成 30 年 10 月 15 日、

第 1～3回） 

 平成 29 年 7 月 7 日第 3回主要原子力施設設置者（被規制者）の原子力部門の責任者との意見交換 

5 地震時の燃料被覆

材の放射性物質の

閉じ込め機能に係

る措置 

 実用発電用原子炉の燃料体に対する地震の影響の考慮について（平成 29 年 2 月 15 日第 61 回原子

力規制委員会 資料 1） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の一部改正並び

にそれらの意見募集等について（案） （平成 29 年 6 月 21 日第 16 回原子力規制委員会 資料 4） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の一部改正につ

いて（案）－地震時の燃料被覆材の放射性物質の閉じ込め機能に係る措置－（平成 29 年 8 月 30

日第 33 回原子力規制委員会 資料 3） 

6 地震時又は地震後

に機能保持が要求

される動的機器の

明確化 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈等の一部改正並びにそれらの

意見募集について（案）（動的機能保持に関する評価）（平成 29 年 9 月 20 日第 38 回原子力規制委

員会 資料 5） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈等の一部（平成 29 年 11 月 15

日第 49 回原子力規制委員会 資料 2） 

7 降下火砕物対策  関西電力株式会社美浜発電所３ 号炉の審査書案に対する意見募集の結果等及び発電用原子炉設

置変更許可について（案）（平成 28 年 10 月 5 日第 35 回原子力規制委員会 資料 1） 

 発電用原子炉施設に対する降下火砕物の影響評価について（平成 28 年 10 月 26 日第 40 回原子力
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規制委員会 資料 3） 

 発電用原子炉施設に対する降下火砕物の影響評価について（平成 28 年 11 月 16 日第 43 回原子力

規制委員会 資料 3） 

 発電用原子炉施設に対する降下火砕物の影響評価に関する事業者回答及び降下火砕物の影響評価

に関する検討について（平成 29 年 1 月 25 日第 57 回原子力規制委員会 資料 3） 

 発電用原子炉施設に対する降下火砕物の影響評価に関する事業者回答及び降下火砕物の影響評価

に関する検討について（平成 29 年 2 月 15 日第 61 回原子力規制委員会 資料 4） 

 発電用原子炉施設に対する降下火砕物の影響評価に関する検討結果及び今後の予定について（平

成 29 年 7 月 19 日第 25 回原子力規制委員会 資料 2） 

 実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則等の一部改正及びそれらの意見募集等について

（案）―火山影響等発生時の体制整備等に係る措置―（平成 29 年 9 月 20 日第 38 回原子力規制委

員会 資料 6） 

 実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則等の一部改正について（案）―火山影響等発生時

の体制整備等に係る措置―（平成 29 年 11 月 29 日第 52 回原子力規制委員会 資料 1） 

【関連する公開会合】 

 平成 28 年 10 月 19 日第 21 回技術情報検討会 

 降下火砕物の影響評価に関する検討チーム（平成 29 年 3 月 29 日～同年 6月 22 日、全 3回） 

8 柏崎刈羽原子力発

電所 6／7 号炉の新

規制基準適合性審

査を通じて得られ

た技術的知見の反

映 

 柏崎刈羽原子力発電所６号炉及び７号炉の新規制基準適合性に係る審査結果の説明について（平

成 29 年 9 月 13 日第 37 回原子力規制委員会 資料 2） 

 東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所６号炉及び７号炉の発電用原子炉設置

変更許可申請書に関する審査書案に対する意見募集等について（案）（平成 29 年 10 月 4 日第 41

回原子力規制委員会 資料 1） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の一部改正及び

それらの意見募集について（案） ー柏崎刈羽原子力発電所６号炉及び７号炉の新規制基準適合性
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審査を通じて得られた技術的知見の反映ー（平成 29 年 10 月 18 日第 44 回原子力規制委員会 資

料 2） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の一部改正につ

いて（案）－柏崎刈羽原子力発電所６号炉及び７号炉の新規制基準適合性審査を通じて得られた

技術的知見の反映－（平成 29 年 11 月 29 日第 52 回原子力規制委員会 資料 2） 

9 溢水による管理区

域外への漏えいの

防止 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の一部改正及び

それらの意見募集等について（案）－内部溢水による管理区域外への漏えいの防止－（平成 29 年

11 月 29 日第 52 回原子力規制委員会 資料 3） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の一部改正につ

いて（案）－内部溢水による管理区域外への漏えいの防止－（平成 30 年 1 月 24 日第 60 回原子力

規制委員会 資料 1） 

10 火災感知器の設置

要件の明確化に係

る対応 

 原子力発電所における火災感知器の設置要件について（平成 30 年 9 月 12 日第 29 回原子力規制委

員会 資料 4） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準の一部改正（案）及び意見募集に

ついて―火災感知器の設置要件に係る対応及び審査経験を踏まえた要求事項の明確化について―

（平成 30 年 12 月 12 日第 47 回原子力規制委員会 資料 8） 

 火災感知器の設置要件等に係る関係審査基準の改正及びこれに対する意見募集等の結果について

（案）（平成 31 年 2 月 13 日第 59 回原子力規制委員会 資料 2） 

【関連する公開会合】 

 平成 30 年 10 月 30 日第 1回原子力発電所における火災感知器の設置要件に係る会合 

 平成 30 年 11 月 27 日第 2回原子力発電所における火災感知器の設置要件に係る会合 

11 大 山 生 竹 テ フ ラ

（DNP）の噴出規模

の見直し 

 火山活動可能性評価に係る安全研究を踏まえた規制対応について（案）（平成 29 年 6 月 14 日第 15

回原子力規制委員会 資料 2） 

 関西電力による大山火山の火山灰分布に関する調査結果について（平成 30 年 3 月 28 日第 75 回原
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子力規制委員会 資料 6） 

 大山火山の火山灰分布に関する関西電力との意見交換会及び現地調査結果について（平成 30 年

11 月 21 日第 42 回原子力規制委員会 資料 5） 

 大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴う規制上の対応について等（平成 30 年 12 月 12

日第 47 回原子力規制委員会 資料 4－1及び 4－2） 

 大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴う報告徴収命令に基づく関西電力株式会社から

の報告について（平成 31 年 4 月 17 日第 4回原子力規制委員会 資料 3） 

 大山火山の大山生竹テフラの噴出規模の見直しに係る今後の規制上のアプローチについて（令和

元年 5月 29 日第 10 回原子力規制委員会 資料 2） 

 関西電力株式会社高浜発電所１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉の発電用原子炉設置変更許可申

請書に関する審査の結果の案の取りまとめについて（案）―敷地の面積及び形状の変更、廃樹脂

処理装置他の共用―（令和元年 6月 12 日第 12 回原子力規制委員会 資料 1中参考 1及び 2） 

 大山火山の大山生竹テフラの噴出規模の見直しに係る原子炉等規制法第 43 条の３の 23 第１項の

規定に基づく命令について（案）（令和元年 6月 19 日第 13 回原子力規制委員会 資料 1） 

 大山火山の大山生竹テフラの噴出規模の見直しに伴うその他の審査・検査の取扱いについて（案）

（令和元年 6月 19 日第 13 回原子力規制委員会 資料 2） 

 関西電力株式会社美浜発電所３号炉、高浜発電所１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉並びに大飯

発電所３号炉及び４号炉の発電用原子炉設置変更許可申請書に関する審査の結果の案の取りまと

めについて（案）―大山火山の大山生竹テフラの噴出規模の見直しへの対応―（令和 3年 3月 17

日第 65 回原子力規制委員会 資料 2-1） 

 関西電力株式会社美浜発電所３号炉、高浜発電所１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉並びに大飯

発電所３号炉及び４号炉の大山生竹テフラの噴出規模見直しに係る審査の概要（案）（令和 3年 3

月 17 日第 65 回原子力規制委員会 資料 2-2） 

 関西電力株式会社美浜発電所３号炉、高浜発電所１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉並びに大飯

発電所３号炉及び４号炉の発電用原子炉設置変更許可について（案）―大山火山の大山生竹テフ
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ラの噴出規模の見直しへの対応―（令和 3年 5月 19 日第 8回原子力規制委員会 資料 1） 

【関連する公開会合】 

 平成 29 年 6 月 6 日第 27 回技術情報検討会 

 大山火山の火山灰分布に関する情報収集に係る意見交換会（平成 30 年 6 月 29 日～同年 10 月 5

日、全 2回） 

 平成 31 年 4 月 5 日第 1 回大山火山の大山生竹テフラの噴出規模に係る報告徴収結果に関する会

合 

 令和 3年 4月 8日第 964 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 

12 津波警報が発表さ

れない津波への対

策 

 津波警報が発表されない可能性のある津波への対応について（インドネシア・スンダ海峡で発生

した火山現象による津波に関連して）（平成 31 年 1 月 16 日第 53 回原子力規制委員会 資料 5） 

 「津波警報が発表されない可能性のある津波への対応」にかかる関西電力株式会社からの報告に

ついて（令和元年 7月 3日第 16 回原子力規制委員会 資料 2） 

 「津波警報が発表されない可能性のある津波への対応」にかかる関西電力株式会社の対応につい

て（令和元年 7月 10 日第 17 回原子力規制委員会 資料 4） 

 「津波警報が発表されない可能性のある津波への対応」にかかる関西電力株式会社の対応及びそ

れを踏まえた今後の方針について（案）（令和元年 7月 31 日第 20 回原子力規制委員会 資料 2） 

 関西電力株式会社高浜発電所１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉の発電用原子炉設置変更許可申

請書に関する審査の結果の案の取りまとめについて（案）―津波警報等が発表されない可能性の

ある津波への対応（令和 2年 10 月 14 日第 32 回原子力規制委員会 資料 1-1） 

 関西電力株式会社高浜発電所１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉の設置変更許可申請（津波警報

等が発表されない可能性のある津波への対応）に関する審査の概要（案）（令和 2年 10 月 14 日第

32 回原子力規制委員会 資料 1-2） 

 関西電力株式会社高浜発電所１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉の発電用原子炉設置変更許可に

ついて（案）―津波警報等が発表されない可能性のある津波への対応―（令和 2年 12 月 2 日第 41
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回原子力規制委員会 資料 3） 

【関連する公開会合】 

 令和元年 6月 13 日第 1回警報が発表されない可能性のある津波への対応の現状聴取に係る会合 

 令和元年 7月 16 日第 2回警報が発表されない可能性のある津波への対応の現状聴取に係る会合 

 令和 2年 10 月 29 日第 915 回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 

13 震源を特定せず策

定する地震動に係

る標準応答スペク

トルの策定 

 「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」について（案）（平成 29 年 11 月 29 日第

52 回原子力規制委員会 資料 4） 

 「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」の検討結果について－全国共通に考慮す

べき「震源を特定せず策定する地震動」に関する検討 報告書－（令和元年 8月 28 日第 24 回原子

力規制委員会 資料 3） 

 「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」の検討結果を受けた規制上の対応につい

て（令和元年 9月 11 日 資料 2） 

 「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」の検討結果を受けた事業者からの意見聴

取結果及びこれを踏まえた基準の改正方針について（令和 2年 3月 4日第 68 回原子力規制委員会 

資料 8） 

 「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」の検討結果を受けた事業者からの意見聴

取結果及びこれを踏まえた基準の改正方針について（第 2回）（令和 2年 3月 23 日第 73 回原子力

規制委員会 資料 3） 

 「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」の検討結果を受けた事業者からの意見聴

取結果及びこれを踏まえた基準の改正方針について（第 3回）（令和 2年 7月 15 日第 16 回原子力

規制委員会 資料 4） 

 「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」の検討結果を受けた事業者からの意見聴

取結果及びこれを踏まえた基準の改正方針について（第 4 回）（令和 2 年 10 月 21 日第 33 回原子

力規制委員会 資料 2） 
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 震源を特定せず策定する地震動に関する基準類の改正の方針について（第 5 回）（令和 2 年 10 月

28 日第 35 回原子力規制委員会 資料 4） 

 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈等の一部改

正案及びこれに対する意見募集の実施について―標準応答スペクトルの規制への取り入れ―（令

和 3年 1月 20 日第 50 回原子力規制委員会 資料 3） 

 標準応答スペクトルの規制への取り入れのための実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則の解釈等の一部改正ー改正案に対する意見募集の結果及びこれを

踏まえた修正並びに今後の対応ー（令和 3年 4月 21 日第 5回原子力規制委員会 資料 1） 

【関連する公開会合】 

 震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム（平成 30 年 1 月 25 日～令和元年 8 月 7 日、

全 11 回） 

 令和元年 10 月 18 日第 1 回震源を特定せず策定する地震動(スペクトル)の規制導入の経過措置に

係る意見聴取会 

 令和元年 12 月 24 日第 2 回震源を特定せず策定する地震動(スペクトル)の規制導入の経過措置に

係る意見聴取会 

 

  

- 136 -



 

バックフィットではないが関連のある事例 関連資料一覧（案） 

No. 事例件名 関連する原子力規制委員会資料及び公開会合資料 

1 東海再処理施設の

廃止措置 

 「再処理施設に関するこれまでの検討チームにおける議論に対する意見」（東海再処理施設）（平

成 25 年 7 月 31 日第 17 回原子力規制委員会 配付資料） 

 独立行政法人日本原子力研究開発機構再処理施設における潜在的ハザードに関する実態把握調査

結果（要旨）（平成 25 年 12 月 11 日第 35 回原子力規制委員会 資料 3-1） 

 独立行政法人日本原子力研究開発機構再処理施設における潜在的ハザードに関する実態把握調査

報告書（平成 25 年 12 月 11 日第 35 回原子力規制委員会 資料 3-2） 

 核燃料施設等における新規制基準の適用の考え方（平成 25 年 12 月 11 日第 35 回原子力規制委員

会 資料 3-3） 

 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構東海再処理施設における高放射性廃液のガラス固化処

理の再開について（平成 28 年 1 月 13 日第 49 回原子力規制委員会 資料 2） 

 東海再処理施設等安全監視チームについて（案）（平成 28 年 1 月 27 日第 51 回原子力規制委員会 

資料 4） 

 東海再処理施設に係る今後の対応について（案）（平成 28 年 8 月 3 日第 26 回原子力規制委員会 

資料 4） 

 日本原子力研究開発機構東海再処理施設の廃止に向けた計画等に係る報告に対する評価及び今後

の対応等について（平成 28 年 12 月 14 日第 48 回原子力規制委員会 資料 2） 

 高速増殖原型炉もんじゅの廃止措置に係る研究開発段階発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則等の一部を改正する規則（案）及び核燃料サイクル工学研究所（再処理施設）の廃止措置に係る

使用済燃料の再処理の事業に関する規則等の一部を改正する規則（案）について（平成 29 年 2 月

1 日第 59 回原子力規制委員会 資料 2） 

 高速増殖原型炉もんじゅ及び核燃料サイクル工学研究所（再処理施設）の廃止措置計画の認可の
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審査に関する考え方等について（案）（平成 29 年 3 月 1 日第 65 回原子力規制委員会 資料 1） 

 研究開発段階発電用原子炉の設置、運転等に関する規則等の一部を改正する規則及び使用済燃料

の再処理の事業に関する規則等の一部を改正する規則の制定について（平成 29 年 3 月 22 日第 72

回原子力規制委員会 資料 1） 

 高速増殖原型炉もんじゅ及び核燃料サイクル工学研究所（再処理施設）の廃止措置計画の認可の

審査に関する考え方等の策定について（平成 29 年 4 月 19 日第 5回原子力規制委員会 資料 2） 

 日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所再処理施設の廃止措置計画の認可について

（案）（平成 30 年 6 月 13 日第 14 回原子力規制委員会 資料 1） 

【関連する公開会合】 

 平成 25 年 7 月 1 日第 11 回核燃料施設等の新規制基準に関する検討チーム 

 独立行政法人日本原子力研究開発機構再処理施設における潜在的ハザードの実態把握にかかるヒ

アリング（平成 25 年 8 月 29 日～同年 12 月 2 日、全 3回） 

 東海再処理施設安全監視チーム 

2 新規制基準未適合

の施設における工

事 

 東京電力福島第二原子力発電所のダストモニタの移設工事に係る取扱い及び敷地境界付近のモニ

タリング設備の信頼性について（平成 30 年 10 月 24 日第 37 回原子力規制委員会 資料 3） 

 敷地境界付近のモニタリング設備に係る現状調査結果について（平成 30 年 12 月 5 日第 45 回原子

力規制委員会 資料 4） 

 中部電力株式会社浜岡原子力発電所第 3 号機の海水系配管ゴム伸縮継手の取替工事に係る対応方

針について（平成 30 年 12 月 12 日第 47 回原子力規制委員会 資料 6） 

【関連する公開会合】 

 平成 30 年 11 月 8 日第 1回周辺モニタリング設備の現状聴取に係る会合 

 平成 30 年 12 月 19 日第 2回周辺モニタリング設備の現状聴取に係る会合 

3 デジタル安全保護

回路に係る共通要

 平成 31 年の原子力規制委員会の重点課題等について（議論用ペーパー）（平成 31 年 1 月 16 日第

53 回原子力規制委員会 資料 1） 
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因故障対策  発電用原子炉施設におけるデジタル安全保護回路のソフトウェアに起因する共通要因故障対策に

ついて（令和元年 9月 13 日第 29 回原子力規制委員会 資料 1-1） 

 発電用原子炉施設におけるデジタル安全保護系の共通要因故障対策等に関する検討チームの設置

について（令和元年 10 月 2 日第 33 回原子力規制委員会 資料 6） 

 発電用原子炉施設のデジタル安全保護回路に係る共通要因故障対策の強化について（検討チーム

における検討結果の報告）（令和 2年 3月 11 日第 69 回原子力規制委員会 資料 4） 

 発電用原子炉施設のデジタル安全保護回路に係る共通要因故障対策の強化について（第 2 回）～

検討チームにおける検討結果の追加報告～（令和 2 年 3 月 23 日第 73 回原子力規制委員会 資料

2） 

 発電用原子炉施設のデジタル安全保護回路に係る共通要因故障対策の今後の対応について（令和

2年 7月 8日第 15 回原子力規制委員会 資料 4） 

 第 5 回発電用原子炉施設におけるデジタル安全保護系の共通要因故障対策等に関する検討チーム

における事業者からの意見聴取結果について（令和 2年 10 月 21 日第 33 回原子力規制委員会 資

料 5） 

 「継続的な安全性向上に関する検討チーム」の検討結果（令和 3 年 8 月 18 日第 25 回原子力規制

委員会 資料 1） 

【関連する公開会合】 

 発電用原子炉施設におけるデジタル安全保護系の共通要因故障対策等に関する検討チーム（令和

元年 10 月 30 日～令和 2年 10 月 6 日、全 5回） 

 継続的な安全性向上に関する検討チーム（令和 2年 8月 3日～令和 3年 7月 19 日、全 13 回） 
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